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環自番号 法人名 ■事業名 評価結果 今後0取編方針`口●)11 凛体的な"ⅢⅢ `口毎|
一
ち
，一

B-32 日本電気計器検定所 電気計器等の検定・検査
業務

見直しを行う(真の民
間参入の促進・剰余
金は国庫へ寄付等)

難来、再検定をおこなつてきたものの―■についても、一定の能
bを有するメ申カーに、自主綸姜キ行うことキロめる方向で性衝

1.再検定品の民田●入の促遭。菫●■壇の確保について
従来。再検定をおこなつてきたものにうしヽては、今般、一定の晏僻を満たす場合に、一定

2麟11露晟超譲温説苦盤:劉1客躍辮辮脇躍議2:線
宅望ま酔 早嵩菖昌主橙書(指定聾■●彙者)が約7割を占めている(平成2

的な績計を行う:このため:『電気静彗自主●査‖魔綸"会 Jを■
ら上げ、今年度中に結出を得て、平成23年度当初からの新鋼魔
斃鮨を目指す.‖余金については、ユーザーに料金面く低慮な検
E料によるサ■ビスの機供)で遭元していく。

D年度実績).

2.利益尉余金について

麟 営旨凛ぜ留摯a電"婁R.・.Al:整ザ里嘉爆籠E野:盟器鑑入

冊 言難留路揺雷醐 翻鰐:喘暇を取り用してユーザ〒に量元していくことが.上目00度の日雷と壺合的と考えられる。

B-33 中央労働災害防止協会

労働者の健康づくり対策コ
援業務 事業の廃止 「優結果のとおり、平成22年度をもつて島上した。

平成22年度末をもつて当麟事業を魔止することから、平成23年度以降。概算晏求は行わ
=いこととする.

安全衛生情報提供・相談
等業務

事業の廃止

0安 全脅生情僣提供・相臓●彙薔〈曇"事 業分)
諄個"果 のとおり、平成22年 度をもつて魔止した。

0労 働保険特鵬会針を財ヨとする補助事業等のチェックのあリカ
について
平成17年度の事粛から目欄を殷定し、外部の目によるPDOA

サイタルによる事業のチェ"を 実施してきたが、事業絆輌をより
E観 的t明腱化する手法を今年度実■した平成21年 震の事業日
目から新たに導入。
0現役出向

曇“事彙の■上に伴い。それに見合つた●■を開減。
0天 下リ

|』暑路需蜜鷺脇 宙躍嬌吾「長摯↑募t常1役員

‖需事諦認塁t撃薦鑽酔lf.薇討中.

鞭 瑠留麗麗露髪せ,卜ら。平成234農i臥概=要求:行わ
"いこととする。
Э凛役出向
平222年 度末をもつて当議事率を廃止することから、平成23年度より当餞事業に係る現観
お向書寺闘減する.
D天下り
役員:役員の改=は 総会時に"こ ととされており、次回綸会は平成23年5月を予定してい
6ため、その時点で対応する。
臓員:定年年齢調=時 期が■なるため1籠時対応する。
役員籠■:引下げ輌についても平成22年中に鑢綸を得る。

B40-(1)

日本消防検定協会

険定業務
自主検査の導入、実
質的な民間参入がで
きるよう見直しを行う

認認腱鎌筆1鼎鶴既露酪言葉紺
乱躙L査罫源務辮装襲

諄出:次
期量常日会への消防法改正法凛の提出に向け、年内に

検定手数料の水準など鋼鷹ヨ用面の見=しについては、横定協会において。23年 度予
庫と併せて検討中である。
日農設計画の見直しについては、消防法の改正が必晏であり、かつ、法改正を踏まえた改
臼令、告示りの改正及び目知に2年租度を晏するものである.

-ヽ12-(2) 鑑定業務 事業の廃止

彙菫しについては、検定
らの実菫に向け。年内に
見=しについては

饉定手薇料の水準など綱魔=用 口の見菫しについては、検定協会において23年 度予算
と併せて検討中である。
‖魔設計面の■直しについては、消防法の改正が必要であり、かつ、法載正を踏まえた改
省令、告示●の崚正及び周知に2年租農を要するものである。

46



法人名: 事務1事‐業名|
セ1`F度‐月レ』 1211年度決審 H77年媒ヨ7 H231「1電子じ 対月22年鷹|

うち国費 うち国費 ,ち国質 概算要1求額 晴カリ景翠印 概算要求額 既算要求観十
鮮Rl彗壼緒■

国立公文書館
歴史賃料 として重 要な公又吾寺

の保存及び二
般 の利用等

2.079 2,099 2,095 2,225 2,220 2,363 2,325 0 6.2% 、4.7%

北方領土問題対策協会

コ【万猥工問題での概コ6カ理風l―
関する諸問題の解決の促進を図
る事業

652 795 704 0 ■11.4% -11.4% -11.4γ

北方地域旧漁業権者等に対する

融資事業
260 253 227 0 -10396

沖縄科学技術研究基盤整備機構

先行的研究事業

5,773 5,718 5,930 5,888 8,256 8,167 11,704 9,578 2,000 岬1 司  硼
※機構は、平成17年 に学校法人移行(平成2 年11月 の見込み)までの過渡的な法人として設立されており、平成23年 度予算には機構廃」・学校法人以降後の予算を含む∫T~「 「「]

施設の整備 5.511 5,511 15,812 15,812 5.142 5,142 0 -80.6% -80.6〕

国民生活センター

広報事 業 -1.496 -1.9% -19,

情報・分析事業 1,553 1,551 1.536 1,534 1,532 1,375 1.373 0 ,10.3% -10.4% -10.4'

相談事業 380 448 448 7.7% 7.7'

商品テスト事業 452 35.5% 358%

研修事業 250 203 177 190 244 23.3% 28.4%

ADR事 業 209 -1.6% -1.611 -1.6%

情報通信研究機構

新世代ネットワニク技術の研究開
発

24,451 23,542 24,451 23,542 26,213 25,973 20,385 12,633 7,603 -22.2% -51.4% -22.lγ

ユニバーサル・コミュニケニション
技術の研究開発

6:236 6,436 6,236 5,754 5,668 9,509 ユ

‐

66.0% 66.0%

ICT安心・安全技術の研究開発 9,184 8,919 9,184 8,919 12,504 8,339 8,988 ),772 1,051 -28.1% -6.8% 5.891

・放送研 究開発に対

る助成
323 323 323 96.1% 96.196 96.lγ

海外からの研究者の招へい等 0 171.4% 171.411 171.4馴

【H21終了】通信・放送融合技術
の研究開発

0 0 0

【H21終了】通信・放送新規事業
に対する助威

0 0 0

情報バリアフリ=の 促進 496 505 486 -3.8% -38%

電気通信基盤充実のための施設
整備事業に対する利子助成

0 0 -67.6%

※本資料は、各省庁提出資料から引用しており、関係省庁と調整したものではない。

計数整理中
各独立行政法人の予算要求の状況   t

(1)各法人の平成23年度概算要求は、法人ごとに運営資交付金等で要求されている。
(2)事務事業ごとの要求額、要望額等については、これまでの実績を勘案する等により算出するなど、各省の判断に委ねて作成されている、各省によつては管理費等も含んだものもある。
(3)事務事業ごとの要求額及び要望額は、中期目標等の変更に応して変更することもあり得る。
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法人名 事務1事業名
H21年度予

うち国1費|

H211年度決』 177年革単 ,ユ H23f「反総 鼻
・

対H22年度 Π予覆 止

うち国費 うち国質 彎号尋李呵=裂署千ず 既算要求額 概算要求顔十
蜂 輛l車 望 盤 ■

情報通信研究機構

断星放送受信設備設置助成制農 0 0 0

民間基盤技術研究促進業務 2,830 1,871 1,400 -85,7% ,100.0% -100.0%

情報通信ベンチャーに対する情
報提供及び交流 252 279 279 10.776 10.7% 10.711

情報バリアフリー関係情報の提
供 4 4 4 0.0%

情報通信ベンチヤーヘの出資 2 0

地域通信・放送開発事業に対す
る支援 0

通信・放送新規事業に対する債
務保証

49 6

情報通信インフラストラクチヤーの
専度化のための債務保証

0 0

無線設備の機器の試験に係る事
業

-100.0% -100.0% -1000%

無線設備の機器の較正に係る事
業

8 9 0 0.0%

【経過業務】五信・放送承継業務 305 0 -56.4%

【H21終了】衛星管制債務償還業
務 338 0 0 0 0

統計センター
国勢調査その他国勢の基本に関
する統計調査の製表、これに必
要な統計技術の研究等

11.113 10.350 10,165 10,553 9,784 10,102 9,429 -4.3% -3.6%| -3.6)

平和祈念事業特別基金

資料の収集、保管及び展示 627 224 0 0 0 -100.096 -1000% -100硼

調査研究等 478 230 -100.0% -100.0% -100.0%

特別記念事業等 3,470 3,470 1,459 1,459 100 0 -100.0% -100.0% -100.0%

戦後強制抑留者への特別給付金
の支給 未 定 0

郵便貯金・簡易生命保険管理機構

郵便貯金管理業務 1,085,099 1,122,689 922,521 未 定 0 0

簡易生命保険管理業務 22,844,412 23.511,908 20,848,424 未定

※本資料は、各省庁提出資料から引用しており、関係省庁と調整したものではない。

計数整理中
各独立行政法人の予算要求の状況

(1)各法人の平成23年度概算要求は、法人ごとに運営費交付金等で要求されている。
(2)事務事業ごとの要求額、要望額等については、これまでの実績を勘案する等により算出するなどt各省の判断に委ねて作成されている.各省にようては管理費等も含んだものもある。
(3)事務事業ごとの要求額及び要望額は、中期目標等の変更に応じて変更することもあり得る。
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※本資料は、各省庁提出資料から引用しており、関係省庁と調整したものではない。

計数整理中
各独立行政法人の予算要求の状況

(1)各法人の平成23年度概算要求は、法人ごとに運営費交付金等で要求されている。
(2)事務事業ごとの要求額、要望額等については、これまでの実績を勘案する等により算出するなど、各省の判断に委ねて作成されている、各省によつては管理費等も含んだものもある:
(3)事務事業ごとの要求観及び要望額は、中期目標等の変更に応じて変更することもあり得

ぅ
。
             3         1

法人名 事務1事‐業名

‐421■「月臣→「

,■国‐章
H21年 度決 HZZl卜おこ当 H23■ 11疑総 昇 河H22■ 子1菫:

うち国費11 うち国費 概算要求額 ,特別要望額 概算要求額|概算要求額+
眸 ЯI尊望籠 |

国際協力機構

ヨ内施設の運営費 6,915 6,915 6,912 6,912 6,719 6,719 6,585 6.585 ‐2.0% -2.0%: -2.0,

調査研究の経費 9,128 9,128 8,831 8,801 6.739 6.739 5,517 1,170 -18.1% ―Cl.8"

技術協力・研修・政策増の経費 147,313 146,722 147.098 146.466 141,321 141,247 151,432 124,512 26.920 ,11.8%

人件費・旅費・事務費・業務委託
費

89,698 89,698 97,111 97,111 87.003 87,003 91,664 78,238 13.426 5.4/11 -10.1%

有 1,366,114

定資金計画。

1,245,808 134,300 i,418,512 104,400 1,457,406 19,400 74,600 2.7%| -81.4% -10.0ツ

取引契約関係        |

|※取引契約関係の数学は契1

ヽ
     0

的額の実績額5

|  . 0
tは実績額に基

・
1衝 "″
jく「見込み額」

・
0 1

Cあり、真の意u

106,307

:での予算額でl

l         o

まない。

100,464 0 -5.516

職 249

1償却費を除く督

249 275 262 0 -4.7%| -6.5% -6.5勁

国際交流基金

1海外日本語教育、学習への支援
1及び推進

4,525 3,395 3,972 2,733 4,528 3,230 4,975 3,085 997 -45% 26`4,

日本研究・知的交流 2.431 1,411 a207 1,329 2,602 1,479 2,415 1,331 0 -7.2% -10.O16 -10.0,

1文化芸術交流の促進
|

2.430 2,239 1,997 1,888 2,301 2,186 -15% -10脇 -1.6γ

1国際交流情報の収集・提供及び

1国際文化交流担い手への支援
443 553 0 -6.416 -6.3% -6.3,

酒類総合研究所

分析・鑑定 0 1250% 125.O16 125.0,

研究・調査 301 344 243 -18.5% -18.5% -18.5,

品質評価 42 ４２

ヽ

0 -54.8% -54.8% -54:8,

講習 8 8 8 0 -20.0% -20.0% -20.0勁

造幣局

幣製造事業

の他の事業

14,980

8,653

15,008

6,953

13,734

6,672

貴金属の品位証明等 202

「

の交付を受けず独立採算で事業を運営しており、概算要求Iま行つていない。各年度の予算Iま、中 計画に基づくイ

|
|

年度の年度計画(毎事

．　
　
一犠の開始前に主Z ,大臣へ届出) :おいて定められる。



法人名 事務‐1事業名|
H21年度予』 H21‐年度決:

一一陛
H22年 度‐当η 予i豊 H4111■=不81 昇 河 HZZttI更

うち国費 うち国費 ‐概算要1求額1撃嘩千管 既算要求顆 概算要求顔十
降 働1菫菫 麺 ■

国立印刷局

費交付

セキュリティ製品事業

情報製品事業

1銀行券等に関する研究開発

1病院

金等の交付を受けず独立採算で1

55,670

9,529

2,100

2,377

業を運営しており、概算要求は行つていない。 年度の予算は

. 54,066

8,383

3 , 1 1 6

2,321

中期計画に基づく各年度の年

一
　

¨
　

一
　

一
　

一

度計画(毎事業年度の開始前「二主務大 臣へ届 |■)において定ど)られる

日本方国博覧会記念機構

|※日本方国博覧会記念機構 豊
中

にを運営しておL一‐３，３‐５一「一̈
Fっていない。各劉

¨
中期計画に基■'く各年度の年層:計画 (毎事業|

昌
¨

．一‐一‐「一一．̈
)において定め|Ьれる。

国立特別支援教育総合研究所

1研究活動 606 0 -8.6% -8.8% ‐3.8,

研修事業 206 204 180 ９６ 0 7.1%|

教育相談 0 -8.2% -8.2% -82,

情報普及 289 263 263 0 -9.0% =9.O16 -9.0,

国際交流・国際貢献 0 =8.2% -3.2% -32,

大学入試センター

大学入試センター試験の実施 10,695 254 11,201 10,508 10,535 0 0.3% -100.0% -100.0,

大学の入学者選抜方法の改善に
関する調査研究

256 0 195 0 -21.7%|

大学入学志望者の進路選択に資
する大学情報の提供

0 0 -70.3%

国立青少年教育振興機構

青少年教育事業 14,039 12,838 13,952 12,621 9,190 7,687 8,805 7.287 0 -4.2% -52%

子どもゆめ基金事業 2,143 2,245 2,087 2.300 2,300 0.070 0.粥

国立女性教育会館

研修受入事業
交流事業

224 328 273 0 -2.191 -3.9% -3.9%

調査研究事業 0

情報事業 46 0 -2.1% -5.O16 -5.0%

※本資料は、各省庁提出資料から言l用しており、関係省庁と調整したものではない。

計数整理中
各独立行政法人の予:算要求の状況

(1)各法人の平成23年度概算要求は、法人ごとに運営費交付金等で要求されている。
(2)事務事業ごとの要求額t要望額等にういては、これまでの実績を勘案する等により算出するなど、各省の判断に委ねて作成されている、各省によつては管理費等も含んだものもある。
(3)事務事業ごとの要求額及び要望額は、中期目標等の変更に応じて変更することもあり得る。
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※本資料は、各省庁提出資料から引用しており、関係省庁と調整したものではない。

計数整理中
各独立行政法人の予算要求の状況

(1)各法人の平成23年度概算要求は、法人ごとに運営費交付金等で要求されている。
(2)事務事業ごとの要求額、要望額等については、これまでの実績を勘案する等により算出するなど、各省の判断に委ねて作成されている、各省によつては管理費等も含んだものもある。
(3)事務事業ごとの要求額及び要望額は、中期目標等の変更に応して変更することもあり得

,。             5

法人名 事務1事業名:
121‐年度予ξ H21‐1年度決 122年度当 ]予算 123年度総 算

．
対日22年度 初 予 軍 比

うち国費 うち国費 うち国費 概算要求額 特別要望額 概 昇要求 観 概算要求額 十

鮮,1尊望婚 |

国立科学博物館
調査研究、資料収集・保管、展
示・学習支援活動

3435 ■1,0 6035 5372 3391 3773 118γ 114ツ

※概 算要求額 には研究機能及び標本資料 の筑波 地 区への移 転に伴う経費 して527010千 円を含んでいる。これ を除くと、対22年 度 当初予算比 (国費 )は -59%と なる。

物質・材料研究機構

ナノテクノロジーを活用する新物
質・新材料の創成のための研究
の推進          ´

8,986 8,852 5,159 4.877 4,619 4,337 3,652 3,370 -20.9% =22.311 -22.3%

社会的二=ズ に応える材料の高
度化のための研究開発の推進

5,864 5:734 4.882 4.610 6,710 7,376 71104 5.6%

研究成果の普及とその活用の促
進=及び物質・材料研究の中核欄
関としての活動   _

9.804 9,875 7437 71123 7,748 7,433 4.4%

防災科学技術研究所

地震災苦による薇唇の軽鳳に関
する研究開発及び災害に強い社
会の形成に役立つ研究

9,578 9,050 9,104 7,984 …11.8% -12.3% ‐12.3%

火山災害による被害の軽減に関
する研究開発

605 605 443 ‐26.8% -26_8% -26.8γ

気象災害・土砂災害・雪氷災害等
による被害軽減に関する研究開
発

252 336 327 268 -35.7% -35.7% -35.7γ

放射線医学総合研究所

放射線安全・緊急被ばく医療研究 1,773 1,773 2,691 2,200 l,898 1,898 1,235 1,235 -34.9% -34.911

放射線に関するライフサイエンス
研究

11,862 9,673 13.495 11.526 10.975 8.541 12.655 8.021 2,200 15.3% -6.1% 19.7γ

放射線基盤技術と研究環境の整
備・管理

1,838 2.510 21019 !,673 1,661 1.919 1,907 14.7% 14.8% 14.8%

国立美術館

収集・保管・展示・調査研究事業 15,186 14.201 11,327 ‐10,672 11.069 10,074 9,910 o,905 -10:5% -116% -11.6γ

教育普及事業 2,561 2,561 2:960 2,960 2,484 2,484 2.288 2,288 -7.9% -7.911 -7.991

日立文化財機構

展覧・教育普及事業 9,096 8,305 8.501 7,137 7,777 6,978 7.806 61999 0.4%

‐
調査研究事業 6,831 6,477 5,162 5,511 5,153 6,109 5,748 10.9% 11.5% 11.5%

研修事業 25.9% 26.4% 26.4γ

教員研修センター

各地域で中核的な役割を担う校
長・教員その他の学校教員関係
職員に対する研修

1,462 1,325 1,410 1,252 1,321 1,182 1,242 1,102 0 -6.Oll -618% -6.891

学校教育関係職員に対する研修
に関する指導、助言、援助

249 249 225 225 -58%



※本資料は、各省庁提出資料から引用しており、関係省庁と調整したものではない。

計数整理中

(1)各法人の平成23年度概算要求は、法人ごとに運営費交付金等で要求されている。
(2)事務事業ごとの要求額、要望額等については、これまでの実績を勘案する等により算出するなど、
(3)事務事業ごとの要求額及び要望額は、中期目標等の変更に応じて変更するごともあり得る。

各独立行政法人の予算要求の状況

各省の判断に委ねて作成されている、各省によつては管理費等も含んだものもある。

6

法人名
‐ ■

名
■

■
業
∵

一
事
一

一
務
■

一
事
●

H21年 度予コ

うち'国費
lZll争F】="RI H22FF2にこ当1 ,1ヨ H23年 度総予算 対H221年[霧菫

つら国 質 うち国費 1概算要求額|特別要望額 概算要求額 概算要求額 十

蜂 11=車 麟■

科学技術振興機構

研究 56,873 55,186 59,802 59,766 60,107 58,346 68,254 58.387 5.000 13.6% 0.l16

59,703 58,709 35,152 321185 27,584 26,776 30,335 16,986 11,700 11.8% -36.7%

報流通促進 11,666 6,056 11,585 7,165 10,564 5,018 7,942 3,427 0 -24.8% -31.7% -31.7%

交流 3,579 3,472 3,907 3,722 3,384 3,798 41668 3,561 =6.2%

科学コミュニケーションの推進 12,005 11,686 11,753 11,393 9,045 8,822 8,677 8,156 →.1% -7:5% -7.5,

日本学術振興会

学術研究の助成 278,025 278,025 140,749 140,749 170,001 170,001 191:105 156,105 35,000 124% -3.2% 12:爛

研究者養成のための資金の支給 18,627 18,616 18.271 18,261 19,083 19,072 20,732 14,322 8.6% -24.916 8.79

学術に関する国際交流の促進 17.409 17,363 13,190 12,698 7,860 7,425 2,000 14.7% ‐5.516 19.9助

術の応用に関する研究の実施 0.0,

術の社会的連携・協力の推進 308 303 -33% -3.3,

国の助成事業に関する審査・評
753 753 521 ■11フ% -11.711 「11.7馴

学術の振興に関する調査及び研
究

779 904 902 -13.2% ■3.2四 -132,

寄付金事 業 152 0.0% 0.09

理化学研究所

初たな枡九預事を開和し科与=薇

術に飛躍的進歩をもたらす先端
的融合研究の推進

10,081 9,025 11,013 9,829 9,188 8,110 7,347 6,671 -20.0% ■17.7% ‐17.7,

国家的・社会的ニーズを踏まえた
戦略的・重点的な研究開発の推
進

26,508 25,045 28,960 27,276 22,763 21:293 21,718 19,622 500 L4.6% -7.8% -559

最高水準の研究基盤の整備・共
用・利用研究の推進

55,788 54,739 60,948 59,576 ,0,176 49,129 65,089 27,677 36,115 29。7% -43.7% 29.8,

研究環境 の整備 ・研究成果の還

元及び優秀な研究者 の育成 ・輩
出等

121316 12,138 13,455 13,219 13,563 13,386 17,041 15,665 1,000 17.5% 2500/



法人名
i

事1務1事業名
1年度予g 121年度決昇 ‐■ ■|■

:||||||::=冒
H22年度‐当初l予算■■■

ラ●国章||
H23年度総予算 対H221■旱I露菫

=■|■|■■1
予1算比

うち国費|
響肇警雫特月1要望額 概算要求額 概纂要求暉十

彗 ■l車 望 鰭 ■

宇宙航空研究開発機構

僣皇による字宙利用     |
※自己収入、受話収入等は、事業

1 0 4 , 2 0 9 1  1 0 2 , 5 8 3 1

仕分け第2弾の時の整理に合オ)せて、便 宜上

90,859 1    89,009

断星による字宙利用Jに計上し

86.619 83.233 53,098 27,635 -6.5% -387% -6.8〕

宇宙科学研究 24,605 28,958 28,958 29,101 29,101 24,486 21,499 2,987 ‐15.9% -26.1% -15.99

国際宇宙ステーション 46.746 46,746 46,784 46,734 47,277 47,277 45,309 45,809 -3.1% -3.l16 -3.19

宇宙輸送 51,100 45,937 45,937 36,190 36,190 40,092 39,592

学技術事業 11,905 11,905 11,715 11,715 12.579 12,579 12,327 12:327 -2.0%

宇宙航空技術基盤の強化 15,709 15,709 14.802 、14,802 14,903 13,997 13.997 -6.1% ,61% -6.lγ

日本スポーツ振興センター

ョナルスタジアムの運営・提
1=関する業務

1競技力向上のための研究・

1等業務

4,521

8,376

3,746

4,927

3.086

7,246

1,821

4.532

4,862

5,427

4,018

2,965

2,364

5,986

1,529

3,186

０

　

一一

〇

-514%

9.4%

-61.9%

75%

-61.9%

7.5%

スポーツ振興投票業務の予算|

ポーツ振興基金業務

ついては、(独

1,608

日本スポーツ

1  1.000

興センター法

1.470

0

彗21条により、

911

1該事業年度のr

1 1島 ‐
ヨ始前に文部科

594

学大臣力く認可1

1  1 3“

ることで事業員

587

0

|が決定されるカ
―
:め、現時点でC

0.596

記載は不可能「

-1.2%

Fある。

-1.2%

災害共済給付業務、学校安全支
援業務

21,946 4.785 20373 4,501 21,617 4,746 21,159 -2.1% -0_8%

日本芸術文化振興会

1芸術文化活動に対する支援 7,020 5.570 6,706 5,306 4,322 7,359 5,832 15.9% 20.9% 20.9,

1伝統芸能の公開及び現代舞台芸
1術の公演

17,358 14,398 12,804 11.578 8,682 11,126 8,230 -3.9% -5`2% -5.2,

1伝統芸能の伝承者の養成及び現

1横馨虜薫雲
の琴演7そ

の他の甲 1,151 1,121 l,002 900 -2.2% -2.3% -2.3勁

1伝統芸龍及び現代舞台芸術に関
|する調査研究の実施並びに資料
|の収集及び活用

!,638 1,635 1,220 1,219 1,267 1,254 1,240 !,227 -2.1% -2.2% -2.2%

日本学生支援機構

1奨学金貸与事業    ‐ 1,655,624 137:342 1,662,835 128,562 2,101,060 133,583 2,261,427 55,891 89,706 -58.2% 9.0,

1留学生支援事業 27,458 24,532 26,411 23,583 15,688 13,010 171090 11,548 8.9% -112% 14.6〕

1学生生活支援事業 440 -10.196 -10.1% -10.1%

※本資料は、各省庁提出資料から引用しており、関係省庁と調整したものではない。

計数整理中
各独立行政法人の予算要求の状況

(1)各法人の平成23年度概算要求は、法人ごとに運営費交付金等で要求されてぃる。                                  '
(2)事務事業ごとの要求額、要望額等については、これまでの実績を勘案する等により算出するなど、各省の判断に委ねて作成されている、各省によっては管理費等も含んだものもある。
(3)事務事業ごとの要求額及び要望額は、中期日標等の変更に応して変更することもあり得

,。
          ｀
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法人名 壽贅:妻萎|
H21‐年度予 121年度決ξ H22年度当 H23年 度総F 算 対H22■ lJ菫 初 予 :鼻比 |■|‐●

うち国費| うち国費 うち国費 疇 爾
: ■| ,■| 1 1 ■■= |陛型署手智 1彎署査翼健舗重』聾|

海洋研究開発機構

地球環境変動研究 4,715 3,778 5,344 4,331 4,375 3,781 5.1% -217% -2.7脳

地球内部ダイナミクス研究 2,051 1,522 2:467 1,878 :,835 1,269 0 -2.3% -1.296 -1.2,

海洋・極限環境生物圏研究 954 !,439 1,369 1,011 0 -3.9% -1.2% -1.2,

海洋に関する基盤技術開発 3.327 11851 4,744 1,834 3,296 3,225 4,934 2.317 2,587 49.7%

ドリリング計画推進 16,832 15,349 13.540 11,721 14,921 13,449 13.502 12,065 -9.5% -10.3% -10.3%

シミュレータ計画推進 5,224 3,310 3,739 3:306 5,152 3,304 4.3% -0.l ll -0.1%

学術研究を行う者等への施設・設
備等の共用

12,661 12,356 12,812 12,266 12,635 12,296 121258 11,523 -3.0%

国立高等専門学校機構 国立高等専門学校の設置・運営 83.908 68,077 97,400 74,875 84.026 67,660 81,811 65,773 -2.6% -2.8%

大学評価・学位授与機構

認証評価事業  ´
(大学等の教育研究等の総合的
状況に関する評価)

232 221 -36.4% -290% -29091

認証評価事業
(専門職大学院の教育研究活動
等の状況に関する評m

16.716 11.1% 11.lγ

国立大学法人評価(中期目標期
間の評価)における教育研究評 -68.1% ■68.0%

学位授与事業 306 329 -3.9% -52% -5.2γ

調査及び研究 499 499 494 5.6% 5.6%

情報の収集・整理・提供 443 11.2% 11.2X

国立大学財務・経営センター

付事業、承継債務償還 158,964 54,607 154,944 51,477 151,110 ０４ 158,327 55414 4.8% i4.2% 14211

施設費交付事業、旧特定学校財
産の管理処分、財産管理・処分・

有効活用に関する協力・助言
11,518 23,488 7,668 5,784 -24.6% 9.0% 90%

高等教育に係る財政及び国立大
学法人等の財務・経営に関する
調査及び研究、財務・経営の改善
に資するための情報提供、協力・

助言

２９ 246 283 -13.3% -́23.6% -23.6%

※本資料は、各省庁提出資料から引用しており、関係省庁と調整したものではない。

各独立行政法人の予算要求の状況

(1)各法人の平成23年度概算要求は、法人ごとに運営費交付金等で要求されている。
(2)事務事業ごとの要求額、要望額等については、これまでの実績を勘案する等により算出するなど、各省の判断に委ねて作成されている、各省によつては管理費等も含んだものもある。~(3)事

務事業ごとの要求額■び要望額は、中期目標等の変更に応じて変更することもあり行る。
           1 8

計数整理中



法人名 事務1事1業名
H21年度予1 121年度決 H22年度1当4B予算 H23年 度総尋算 対日2劉 開 畔

:■,■: :■■■■, 1 1 1
]予

うち国費 うち国費‐ うち国費
:挙:尋脊望特別1要望額 概算要求額 既算要求額+

朧'1車望麟■

日本原子力研究開発機構

高速増殖炉(FBRlサイクル技術 63,631 63,253 63,192 62,920 63.905 63.393 60,648 59,649 -5.1% -5.9%|

高レベル放射性廃棄物処分技術
研究開発

13,866 13,607 13,197 11,970 12,008 11,911 13,215 4,205 10.0% -64.7% 10.1%

核融合研究開発 30,563 30,176 29,382 25,025 28,762 28,391 14.9% 15.0%

量子ビーム応用研究 31,410 30,802 26,104 24.587 25,067 24.498 27,170 26.573 8.4% 8:5%

原子力基礎基盤研究t安全・核
不拡散研究、再処理技術開発

29,042 24,405 57,326 35,671 31,413 27,225 28,183 24,022 -10.3% -1118% -11.811

廃止措置・放射ヤ
分研究開発事業

35,589 23,466 37,126 36,232 29,259 41,738 30,087 4,987 15.3% 199γ

国立健康・栄養研究所

400 -7.3% ■7:3% -7.3ツ

1健康増進法に基づく業務 0 -7.1%

1国際協力、産学連携等対外的な
1業務

4 0 0 11.891 10.0% iO.Oγ

1栄養情報担当者(N点)制度 4 0 0.0%

その他 266 230 235 235 228 228 0 -3.0%

労働安全衛生総合研究所
1労働安全衛生に関する調査研究 2,810 2,784 2,911 2,759 2,351 2,306 2,302 2,259 -2.1% -20%

勤労者財産形成促進業務等 362,663 0

勤労者退職金共済機構

中小企業退職金共済事業 535,282 10,735 510,073 9,726 572,215 8,989 572,215 8,784 0.Oll -23% -2.3ツ

勤"II種 形属 促 進 栗 粉 寺

362,663
※勤労者退職金共済機 構は 、雇用 :能力開発機構廃止法案 の成立により、財 形 に務力1移管されることとなる。

高齢・障害者雇用支援機構

高年齢者雇用に関する給付金の
支給

26,240 26,032 26,032 17,862 17,862 12,989 12,989 -27.391 =27.3% -27.316

高年齢者雇用に関する事業主に

対する援助
4,555 4,555 4.133 4,133 3,169 3,169 2,307 2,307 -27.2% -27:2% =27.296

高齢期における職業生活設計に

関する助言又は指導
1,191 1,191 0 0

障害者職業センターの設置運営 4,804 4)124 4,124 4.558 4,6o2 16%

障害者職業能力rr5発校の運営 158 189 -1.1% - 1 . l  l l - 1 . l  l l

障害者雇用納付金の徴収及び調
整金・報奨金、助成金の支給

20,359 21,334 23:452 23,452 0.0%

※本資料は、各省庁提出資料から引用しており、関係省庁と調整したものではない。

計数整理中
各独立行政法人の予算要求の状況

(1)各法人の平成23年度概算要求は、法人ごとに運営費交付金等で要求されている。
(2)事務事業ごとの要求額、要望額等については1これまでの実績を勘案する等により算出するなど、各省の判断に委ねて作成されている、各省によつては管理費等も含んだものもある。
(3)事務事業ごとの要求額及び要望額は、中期目標等の変更に応して変更することもあり得る。
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一名
一

一人
一

一法
一

事務1事業名|
H21年度予 J21キ反 沃] ‐1221「』露二当 1算 H23年度総予算|「|■‐1

「1吾曇胃査督
対日22年度 霊LL

うち国費| つち国質 ラ■国章 特別‐要望額 概算要求1額概算要求額十
馨 費“軍 鯛麟 ■

高齢・障害者雇用支援機構

嘩害者雇用に関する相談援助、
議発事業等

1.531 !.054 986 0 0.0%

一般管理費 7,86 6.388 7,173 5,863 7.418 6,087 7,928 6,598

軍栗 露力開発 栗務

(職業訓練業 務)
63,985 58,549

旧 足栗務】

雇用促進住宅業務 2,A■ 1

,れること|※高齢・障害者雇用支援機構は、雇用・能力開発機構廃止法案の成立により、(独)高齢・障害・求職者雇用支援機構となり、職業能力開発業務の‐部が移管だ

福祉医療機構

福祉貸付事業 30,086 5,362 27,565 28,053 3,514 26,262 0 -6.4% -0.6% -0.6引

医療貸付事業 39,213 36,129 35,102 32,625 4,045 =7.1% -0.5γ

福祉医療経営指導事業 407 440 393 396 357 0 -4.3% -6.ブ% -6.7γ

福祉保健医療情報
サービス事業

1,023 1,002 1,054 1,029 -13.9% -14.1% -14.lγ

社会福祉振興助成事業 4,176 0 3,465 =27.9% -27.9% -27911

年金担保貸付事業及び労災年金
担保貸付事業

4,250 0 4,017 3,720 -7.4%

退職手当共済事業 90,597 26,537 86,060 26,537 91,741 26,170 77,653 21,865 -15.411 -16.5% -16.5%

,b身障害者扶養保険事業 34,468 33,968 33,615 33,605 0.0% 「8.5% -8.5%

承継債権管理回収業務 4,086 0 3,617 3.969 3,961 -0.2%

承継教育資金貸付けあつせん業
務

0

施設の設置・運営 3,699 2,203 3,971 2,196 3,846 2.372 3,913 2.371

調査・研究及び情報の提供 -24.591 -24.5% =245%

養成及び研修 -13.2% -180% -18.0%

援助及び助言 , 0 5.0%

※本資料は、各省庁提出資料から引用しており、関係省庁と調整したもので1まない。

計数整理中
各独立行政法人の予算要求の状況

(1)各法人の平成23年 度概算要求は、法人ごとに運営費交付金等で要求されている。
(2)事務事業ごとの要求額、要望額等については、これまでの実績を勘案する等により算出するなど、各省の判断に委ねて作成されている、各省によつては管理費等も含んだものもある。
(3)事務事業ごとの要求額及び要望額は、中期目標等の変更に応じて変更することもあり得る。
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法人名| 事務1事1業名

H21年 度予ヨ J211年度決鰐

うち国費
H22年 度当ウ予算 H23年 1度総| 1算 対日22年度当初予1算比

うち国費 うち国費 概算要求額 特別要望額 阻算要求額 概算要求額+
暮■1車望菫■

労働政策研究・研修機構

労働政策研究 1,200 1,193 1.024 1,011 1,199 1,193 1,144 1,138 -4.6% -4.6% ‐4.6馴

情報の収集・整理 799 806 770 -4.4% -4.5% -4.5勁

成果普及等 -10.0% -12.1% -12.1駒

労働行政担当職員研修 368 392 389 377 -3.8% -3.916 ‐3.9,

施設整備費 0.0% 0.0,

雇用・能力開発機構

職菜能力開発業務
(職業訓練業務)

98,504 91,611 93,042 85,938 81,149 74,804 0 -100.0% -1000% -100.0,

雇用開発業務(助成金支給業
務、相談等業務)

18,301 14.224 14,577 11,561 11,773 10,101 0 -100.Oll -100.0% -100.Oll

勤労者財産形成促進業務 429,181 572 354,538 418,677 0 -100_0% -100.0% -100.Oll

私のしごと館業務 988 988 988 0 0 =100.091 -100.0% -100.0%

暫定業務】
雇用促進住宅業務

36,738 26,523 32:651 0 0 -100.0%

労働者健康福祉機構

労災病院等業務 278,371 13,083 271,394 12,139 283,647 10:196 285,580 12.131 0 0.7% 19.0% 19.Oγ

未払賃金の立替払事業 31,282 25,950 33,546 26,167 26,768 20,418 27,369 19,450 2.2% -4711 -4.7Ⅸ

納骨堂業務 292 0 ,73.996 -771% -77.1%

【経過業務】労働安全衛生融資等
の貸付金回収業務

5,038 4,519 3,801 3,358 208 0 -11.7% 82.5%

国立病院機構

診療事業 791,816 11.267 799,253 14.213 798.971 8.608 789,253 二1.2% -43.4% -43.4%

険育研修事業 9,123 1,537 9,255 7,499 1,385 6,531 -129% -́54.6% -54.6γ

臨床研究事業 11,611 4,482 10,474 5,855 10,341 3,319 10,974 3,074 6.1% -7.4% -7.411

般管理費 53,295 33,109 59,954 29,767 50,765 35,080 47,948 32,264 -5.5%
一
〇

※一般管理費の大部分は国時代の退職給付債務に係る費用であり、これは現在病院が実施している各事務・事業に計上できない経費のため、一般管理費Jとして別 に記載 している1

医薬品医療機器総合機構

審査関連業務 !1,504 l,995 8,411 10,405 1,500 10,300 -1.0% -84.7% -539物

安全対策業務 3,223 683 2,098 3,373 725 3 , 1 1 2 -7.711 -0.6% →.6,

健康被害救済業務 27,038 18,339 260 17,976 8,698 377 -51.6% -1.3% ‐1.3,

※本資料は、各省庁提出資料から引用しており、関係省庁と調整したものではない。

計数整理中
各独立行政法人の予算要求の状況

(1)各法人の平成23年度概算要求は、法人ごとに運営費交付金等で要求されている。
(2)事務事業ごとの要求額、要望額等については、これまでの実績を勘案する等により算出するなど、各省の判断に委ねて作成されている、各省によっては管理費等も含んだものもある。
(3)事務事業ごとの要求額及び要望額は、中期目標等の変更に応して変更することもあり得る。
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※本資料1ま、各省庁提出資料から引用しており、関係省庁と調整したものではない。

各独立行政法人の予算要求の状況

(1)各法人の平成23年度概算要求は、法人ごとに運営費交付金等で要求されている。
(2)事務事業ごとの要求額、要望額等については、これまでの実績を勘案する等により算出するなど、各省の判断に委ねて作成されている、各省によっては管理費等も含んだものもある。
(3)事務事業ごとの要求額及び要望額はt中期目標等の変更に応じて変更することもあり得る。
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計数整理中

法人名 1事務二事‐業名
JZl年 度 |ヤ H21年 度決』 H212F「月電:当燿 ■ セ ・S牛 反 樹 河HZ4キ :反

うち国質 うち国費 うち国費 概算要求額 特月J要望額 概算要求額 既算要求額十

臓 喘! 軍望 嬌 ●

医薬基盤研究所

術研究 850 570 -4.4% -1.4%‐ -1.4γ

源研究 857 948 752 1,036 838 4.4% 11.4% 11:4ワ

業 8,192 8,192 8,253 8,253 6,507 4,867 -25.2% ,25.2% -25.2%

研究支援事業 800 796 0 =99.0% -1000%

希少疾病用医薬品等開発振興事業 ,658 639 -1.516 -1.7% -1.79

承継事業 0 0 0 -10.611

239 239 892 409。7%| 409.7%

その他 1,080 1.070 1,019 1,255 1,218 1,189 -5.6% -5.3%| -5.3%

年金・健康保険福祉施設整理機構 年金福祉施設等の議演又は廃止 11,252 1,341 0 12,259 0 -70.2%

年金積ユ金管理運用独立行政法人 年金積立金の管理・運用業務 ,6■9 ,■ RR n ,4,A ,4,■ n n _nl%

※年金積立金管理運用は、運営費交付金等は受けておらず概算要求は行つていない。各年度の予算は、中期計画に基づく年度計画におい 策定され、主務大臣へ届出を行う。

国立がん研究センター

研究事 業 2,748 1,343 2,517 2,068

臨床研究事業 6.505 2,883 2780 ■12.6% -17.2% 79.2%

診療事業 31,336 31,351 -1.5% 23819%

教育研修事業 2.183 2,063 2,490 1,709 14.1% -17.2% -17.2%

情報発信事業 2,598 2,503 2,194 2,022 -15.6% -192% -19.2γ

1,670 712 1,744 534 -25.0%

国立循環器病研究センター

研究事業 2,119 1:658 2,201 l,803 39% 8:7%

臨床研究事業 1,779 1,182 2,068 1,186 :‐6.2% 69.1リ

診療事業 16,885 223 18,405 0 9.0% -100.0% -100.0%

教育研修事業 1,650 1,748 1,762 1,748 6.8% 0.0% 0.0,

情報発信事業 320 i56% 0.0% 00,

一般管理費 1,051 1,085 447 2.2% -58.8ツ



法人名 事務:事業名
H21年度予‐3 H21年 度決1 HZ`■ |′更:ヨ子'予算 H23イ年度総奇昇 対H22■二I更 予算比

うち国費 うち国費 うち国.費 概算要求額 特男1要望額 概算要求額 既算要求額十

隆 RI軍 望 頼 |‐:

国立精神・神経医療研究センター

研究事業 3,956 2,778 2,268 -56.1% -42.7% -42.7%

臨床研究事業 3,145 1,197 2,156 948 -31.4% -20.7% 58.5%

診療事業 11,7,5 1 -54.3% -99.0% -99.0ツ

教育研修事業 485 -4.2% -06%

情報発信事業 -7.3% -7.3助

一般管理費 828 250 16.5% -40.5,

国立国際医療研究センター

研究事業 1,483 1.195 1,435 1,021 -3.2% -14.696 -1416馴

事業 i,946 1,707 2,451 1,894 11.0%|

業 321963 667 23,566 259 -28.5% -61.2% -61.2,

育研修事業 3,132 2,531 1893 1,888 -25.4%| -25.4,

報発信事業 235 259 -15.9% -15.991

事業 0.1% -3.4% -3.411

護大学校事業

般管理費 3,613 2.340 -35.2% -42.6% -42.6γ

国立成育医療研究センタ=

研究事業 1,185 1,050 1:394 995 17.6% -5.2γ

業 1,63C 1.512 1,304 1,291 10.711 -14.6%

13,553 13,391 -112% -61.7% -61.7%

育研修事業 1,302 1,854 1,784 42.4% 289%| 28.9%

事業 0.0% 00%

一般管理費 1,031 1,037 0.6% -44.7% -44,7%

※本資料は、各省庁提出資料から引用しており、関係省庁と調整したものではない。

計数整理中
各独立行政法人の予算要求の状況

(1)各法人の平成23年度概算要求は、法人ごとに運営費交付金等で要求されている。

(2)事務事業ごとの要求額、要望額等については、これまでの実績を勘案する等により算出するなど、各省の判断に委ねて作成されている、各省によつては管理費等も含んだものもある。

(3)事務事業ごとの要求額及び要望額は、中期目標等の変更に応じて変更することもあり得る。
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法人名 事務1事1業名
121年度1予

P'早詳:
121年度決 HZ21「1に主ヨ1n予 宣 ‐ 123年度総 算 河 HZZ丼 11菫 n予算比●|||■■■■■

うち国費: うち1国.費 概算要求額 特別要望額 眺昇晏蒸 顧 隣算琳 額 十

臓口l菫壼鮨 =

国立長寿研究センタ=

研究事業 1.377 1,317 1,698 1,518 23.3% 15.3% 15.3,

臨床研究事業 4,481 1,392 1,469 -463% 5.5% 62.1,

診療事業 2,738 21963 0 8.2% -5.9%

教育研修事業 225 177 0 -0.6% → 6)

1情報発信事業 2 0 0.0% -81.3% -31.8"

一般管理費 392 -449% -44.9γ

農林水産消費安全技術センタ_

1農薬関係事業 892 876 828 0 -5.5% -5.5〕

1飼料及び飼料添加物関係事業 1.034 1,007 0 -67% -7.0% -7.0"

肥料及び土壌改良資材関係事業 724 690 -6.8% -6.8,

食品等関係事業 5,451 5,447 4,919 4,965 4,960 4,671 -5.8% -58% -5.8γ

種苗管理センター

農林水産植物の品種登録に係る
栽培試験 1,029 1,092 848 -22.3% -2.4%

農作物の種首の検査 294 287 292 287 -1.796 -1.1%

ばれいしょ及びさとうきびの増殖
に必要な種苗の生産及び配布

1,683 1,548 1,668 1.527 1,578 1,443 1,416 1,275 -10.3% -11.6% -11.6%

業務に係る技術に関する調査及
び研究

168 144 1.4% -0.7% -0.7γ

植物遺伝資源の保存及び増殖 345 290 272 -0.6% -0.711 -0.7"

家畜改良センター

全国的な視点での家畜改良 6,242 6,466 5,496 6.268 5.687 5,906 =5.8% -7.6% -7.6%

飼料作物種首の増殖 307 289 -3.7% =4016

牛トレーサビリティ業務 247 -0.5% Ю.9% ‐09馴

畜検査及び種苗検査 207 207 _ 209 201 -3.8% ‐3.8%

149 2.7γ

その他共通経費 1,657 1,629 1,312 1,612 l,597 1,535 -4.811

※本資料は、各省庁提出資料から引用しており、関係省庁と調整したものではない。

計数整理中
各独立行政法人の予算要求の状況

(1)各法人の平成23年 度概算要求は、法人ごとに運営費交付金等で要求されている。
(2)事務事業ごとの要求額、要望額等については、これまでの実績を勘案する等により算出するなど、各省の判断に委ねて作成されている、各省によっては管理費等も含んだものもある。
(3)事務事業ごとの要求額及び要望額は、中期目標等の変更に応じて変更することもあり得る●
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※本資料は、各省庁提出資料から引用しており、関係省庁と調整したものではない。

各独立行政法人の予算要求の状況

(1)各法人の平成23年 度概算要求は、法人ごとに運営費交付金等で要求されている。
(2)事務事業ごとの要求額、要望観等については、これまでの実績を勘案する等により算出するなど、各省の判断に委ねて作成されている、各省によっては管理費等も含んだものもある。
(3)事務事業ごとの要求額及び要望額は、中期目標等の変更に応じて変更することもあり得る。
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計数整理中

法人名 事務I事1業名
H21年度予鰐

|■■|,■:|うち国費
H21‐年度決1 ‐lZZl,E菫 ヨ1 123年 度 総‐予算 対H22年度

うち国費 うち国費 :攀早1署本響1特別要望額 鵬算要求額 概算要求額 十

爆 ■|=望 麺 |

水産大学校
水産に関する学理及び技術の教
授及び研究

3ρ53 2,369 2,701 2,107 2867 2265 75%|

※平成23年度の予算額が増加し
~Qヽ

るのは定年退職者が増加するため。

農業・食品産業技術総合研究
機構

業・食品産業技術研究等業務
t験及び研究並びに調査)

49.513 401262 51,627 49,027 47,257 38,346

46.917 38,756 -1.3% 0.4% 0.4γ

ヒ業・食品産業技術研究等業務
教授業務)

333 237

促進業務 2,197 1,986 2,146 1,963 2,084 1:926 21001 1,386 -2.l16 -2.1%

業 務 7,184 7,140 7.099 7,078 6,369 6,342 5,998 5,972 15.896 -5.8%

民間研究促進業務 1,093 674 545

※平成23年度(
|  " "
D予算額が増カ

1  1′ ∞

1しているのは、̀

2,786 :     2,600

イヾオマスを利活用した新産業(

1        0

D創出など農山

1      472%

漁村の6次産業

経過業務】特例業務 273 0 0 0.0%

農業生物資源研究所
生物資源の農業上の開発・利用
に関する技術の基礎的な調査・

研究
12,331 7,385 12i270 11,249 11,973 71197 11,727 7,167 -211% -0.496 -0.4%

農業環境技術研究所
農業生産の対象となる生物の生

育環境に関する技術の基礎的な
調査・研究

4,169 4,915 4,734 4,113 3,179 0 -3.1% -3.1% -3.1%

国際農林水産業研究センターぽ輪 欄 譜 産利こ関 4,123 3,840 4,496 4,318 4,014 3,774 3,845 3,641 -4.2% -3.5%

森林総合研究所

1春
林・

体業分野の
7究

の推進 11,949 10,632 12,835 12,227 11,831 10,344 11,6o9 10:307 -1.9% -0.4% -0.4%

1沓源林造成事業 50,241 41,841 53,862 45,468 31.384 24:428 30,514 23,578 -3.5%

1特定中山間保全整備事業等 37,494 11,907 41,314 15,863 31,422 8,788 23,671 5,018 -24.7% 4ヽ2.9% -42.9%

水産総合研究センター

1水産物の安定供給確保のための

1研究開発

1水産業の健全な発展と安全・安

1心な水産物供給のための研究開

1発

1雲鴛界発畠董蓋『憲雪;]鵬♭奪

15,898 10,648 16,468 14,968 18,387 12,738

24,65 18,153 ●6.3% -5.4% -54γ2,996 1,602 3,114 2,050 3,616 2,620

8,501 8,016 9,978 3,825



※本資料は、各省庁提出資料から引用しており、関係省庁と調整したものではない。

各独立行政法人の予算要求の状況

(1)各法人の平成23年度概算要求は、法人ごとに運営費交付金等で要求されている。
(2)事務事業ごとの要求額、要望額等については、これまでの実績を勘案する等により算出するなど、各省の判断に委ねて作成されている、各省によつては管理費等も含んだものもある。
(3)事務事業ごとの要求額及び要望額は、中期目標等の変更に応して変更することもあり

iる
。
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計数整理中

:法人名 事務1事業名
121年度予』 121年度決鰐

うち国費

H22年度1当初 予1壁L■ H23年 度総F 算 河 H 2 2ヰ 度 1初予 1算比 |

つち日費 うち国費 離算要1求額 時月J要望額 概算要求額 概算要求顔+

爆 口1 車望 盤 | | |

金等交付業務
(1)肉用子牛生産者への補給金
の交付(注1)

(2)肥育牛生産者への補てん金
の交付(注1、注2)

(3)養豚農家への補てん金の交
付(注1)

(4)加工原料乳生産者補給交付
金の交付〈注1、注3)

(5)野菜生産者補給金の交付

(6)さとうきび及びでん粉原料用
かんじょ生産者等への交付金の
交付

需織調整価 掻晏足に関する業
務
(1)畜産物の需給調整・価格安
定のための業務
①国家貿易機関としての輸入及

び売渡し等

②法に基づく豚肉及び牛肉の買
入れ、売渡し

③法に基づく指定乳製品及び指
定食肉等の買入れ・保管への補

農畜産業振興機構

を図るための事業等への補助(注
4)

(2)野菜の需給調整・価格安定

(3)砂糖及びでん粉の価格調整
業務(注1)

の他畜産業振興事業の実施

(注1)2段 書きの上段は、一般管
費等の経費を含めた額。2段書
下段は、23年度概算要求に
てヽ国費を要求している事業に

ついての事業費ベース(一般管理
費を含まない。)の額。

(注2)22年度には、H221γ 3月

旧対策分(肉用牛肥育経営安定
対策事業等)を含む。    '

(注3)22年度の下段は、「その他
畜産業振興事業の実施J等に整

ていたが(23年度に経営安
て組替えられた事業

(資源循環型酪農推進事業等)を

(注4)2段 書きの下段は、概算要
求において国費を要求している事
業(学校給食用牛乳等供給推進

業)のみの額。

25,076 25,073 12,776 12,776
39,300

38,998

24,984

24,804
37.258 37,25〔 -4.5% 50.2% 50.2,

s6,639 16:513 51,803 24,911
103,600

102,803

25,70[

25,48〔
77,280 28,761 -24.8% 12.9% 12.99

4,321 1,260 2,575
21

0
10,00 1.2% 皆増 皆増

23,385 i5,741 23,346 15,741
22,184

34,243

14,141

17,046
30,736 22,905 -10.2% 34:4γ 34.4,

22,570 9,289 15,265 20,737 9,060

「さとうきび及びでん粉原料用かんしよ生産者等への交付金交付業務」は、価格調整業務の一環として行われていることから、当欄については「需給調整・価格安定に関する業務 (3)砂糖
及びでん粉の価格調整業務」を参照。

4,048 11,927 0

0

0

14,123 4,593 5,740 4.243
8,686

1,381

1,417

1,381
1,280 1,28C -7.3引 -7:3ツ -7.3'

1,221 1,117

140,381 8,569 134,473 8,572
155,379

153.613

9,239

7,953
31,420 10.4% 295.1% 295.1%

332 300 568 324

38,053 10:603 29,963 12.541 19,670 2,966

49,165 30,996 44,376 33,357 9“28

農業者年金基金 農業者年金事業 221,597 128,912 211,279 126.490 225.248 129,407 220,087 129,2ol -2.3% -0.1% -0.lγ



法人名
‐

事務1事業名
121f「月題f'1 H2‐1

うち1国費 うち国費■ うち国費I三 概算要求額 要望額 概算要求額十

特Bll要望額■

■10.3勁

農林漁業信用基金

農業信用保険業務(農業信用保
険勘定)

53,702 770 40,107 411997 859 41,689 0 -0.7% -10.8%

林業信用保証業務(林業信用保
証勘定)

14,7o4 1,734 12,452

面

11,457

業信用保証業

1 4 1 6 2 1

こおいて平成2

2 , 日5 1

年度の予算額

21,084

が増加している

2,041

のは、4年ごと|

0 1

資金の借換を̀

48.9%

つており、その

- 7 . 9 % i  - 7 . 9 9

・調達年に当たるため。

漁業信用保険業務(漁業信用保
険勘定)

29,340 21,974 7,295 29,494 23,296 0 -21.0% 105.9% 105.99

農業災害補償関係業務(農業災
喜補償関係勘定)

105,117 2.570 105,126 105,108 0 0.0%

漁業災害補償関係業務(
害補償関係勘定)

32,735 4,922 32,734 32,729 0 0.0%

経済産業研究所 調査及び研究業務 1,754 1,796 1,796 1,582 1,582 1,492 1,492 0
-5.7% -57% -5.7%

工業所有権情報・研修館

|ェ業所有権情報の収集及び提供
1事業

1工業所有権情報の流通促進事業

1人材育成事業

8,268 8,238 7,30? 7,295
‐
 8,060 7,382 7,378 0 -8.411 -81% -81%

2,602 2,602 2,308 2,308 2,404 -100.0% -100.0% -100.0%

l,069 1,017 !,051 -255% -27.4% -27.4%

1知財情報活用め高度化推進 0 0 903

人件費及び一般管理費 1,391 1,391 1,180 1.180 1,373 1.373 1,298 -5.5% -5.5% ‐5:5ツ

日本貿易保険 貿易保険事業 81,938 102,383 0 31,160 未定

産業技術総合研究所

1螢舌露言
にドする科学技術の研 53,267 39,849 65,313 51,701 50,068 38,430 3o,922 37,922 1,000 =22.3% -1.3%

1国家計量標準の整備 13,323 10,209 12,461 11,468 12,205 9,256 _9,140 9,140 -25.1% -1.391 -1.3"

1地質調査
|

8,962 6,859 10,691 9,969 7,536 5,824 5,761 5,701 -23.6% -1.1% -1.1%

地域産業の技術力向上 12,782 11,749 17,462 9,113 8,964 -13.7% -1.6% -1.6%

1人
材育成 2,438 3,205 600 600 590 -1.7% -1.7% -1.7鴨

※本資料は、各省庁提出資料から引用しており、関係省庁と調整したものではない。
´
 計 数整理中

各独立行政法人の予算要求の状況

(1)各法人の平成23年度概算要求は、法人ごとに運営費交付金等で要求されている。
(a事務事業ごとの要求額、要望額等については1これまでの実績を勘案する等により算出するなど、各省の判断に委ねて作成されている、各省によっては管理費等も含んだものもある。
(3)事務事業ごとの要求額及び要望額は、中期目標等の変更に応じて変更することもあり得る。

            17



法人名 事務1事業名
121犠 予

ラ|1甲章

H21年 度決 ツ Z牛 反 ‐ヨ ` 予 算 H23年 度総 重

うち
1国

費 うち国費| 概纂華1求額特別要望額

製品評価技術基盤機構

製品安全関連業務 2,735 2.733 2,567 2,460 2,458 2,448 -0.411 -0.4% -0.4%

化学物質管理関連業務 1,753 1,646 1,340 1,037 1,561 1.479 -1.4% -116% -1.6%

イヽオテクノロジ=関 連業務 2,420 2,290 2,413 2,259 2,386 2.256 2,350 -1.5% -116% ,1.611

1,179 1,076 1,047 926 1,147 1,026 1,130 1,009 -1.5% -1.7% -1.7%

1,392 1,256 0 820 0 0.0%

新エネルギー・産業技術総合開発機構

研究開発関連業務】
に術シーズ育成事業

4,783 4,761 4,799 4,795 3,333 3,305 3,285 -0.8% -0.7% -0.7%

研究開発関連業務】
―ショナルプロジェクト事業

164,341 163,227 141,342 140,453 120,197 118,844 150,133 114.878 33,840 25.1%

研究開発関連業務】
≡用化・企業化促進業務

30,761 33,637 20:768 2Q749 15,915 15,796 17,344 17′240

エネルギー・省手ネルギー導入
及事業等

38,800 38,531 41,303 41,241 31,476 31,179 28,550 28,339 -9.3% -91% ―■1%

都メカニズム事業 43,322 43,322 64,022 42,824 42,824 24,402 22,360 2,000 -43.0% -47.8% -43.1%

鉱工業承継業務、石炭経過業
務、特定事業活動等促進業務、
特定事業活動等促進経過業務

3,007 0 2,318 2.948

日本貿易振興機構

我が国中小企業等の

国際ビジネス支援
13,322 11,566 11,046 9,125 10,861 9,220 11,369 7,483 2,245 -18.8%

対日投資拡大 4,788 4,469 3,715 3,413 4,595 4,263 4,252 0 -0.2% ,0.316

開発途上国との
貿易取引拡大

5,628 5,338 5,087 4,778 4,797 4,155 -13.4% -14.3% -14.3%

調査・研究等 17,108 13,283 14,607 T2,918 17,543 11.938 12.379 10,339 -29.4% ,13.4% -8.7%

原子力安全基盤機構

検査等業務 3,367 !,919 2,730 1,556 3,591 2,035 未定 1,479 -27.3% -27.3ツ

安全審査等関連業務 4,127 4,127 3,050 3,050 3.626 3.626 4,048 11.6% 11.6% 11.6%

防災関連業務 4,435 3,756 3,756 4,098 5,302 5,302

調査.試験、研究等業務 9,857 9,857 7,983 7,983 9,466 9,466 8.244 8,244 -12.9% -12.9% -12.9%

情報の収集、整理等業務 1,852 1,852 2,441 2,441 1,471 1,471 1,531 1,,31

※本資料は、各省庁提出資料から引用しており、関係省庁と調整したものではない。

計数整理中
各独立行政法人の予算要求の状況

(1)各法人の平成23年度概算要求は、法人ごとに運営費交付金等で要求されている。
② 事務事業ごとの要求額、要望額等についでは、これまでめ実績を勘案する等により算出するなど、各省の判断に委ねて作成されている、各省によつてjま管理費等も含んだものもある。
(3)事務事業ごとの要求額及び要望額は、中期日標等の変更に応じて変更することもあり得る。
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※本資料は、各省庁提出資料から引用しており、関係省庁と調整したものではない。

各独立行政法人の予算要求の状況

(1)各法人の平成23年度概算要求は、法人ごとに運営費交付金等で要求されている:
(2)事務事業ごとの要求額、要望額等については、これまでの実績を勘案する等により算出するなど、各省の判断に委ねて作成されている、各省によっては管理費等も含んだものもある。
(3)事務事業ごとの要求額及び要望額は、中期目標等の変更に応じて変更することもあり得る。

 :           19

計数整理中

法人名 事務1事業名|
H711年層1予 HZl年 度沢] 当

●
■
一

反
■
■

一

牛
■
■
一

２
一
■
一

1 予昇 H23年 度 総 † 具 対H22■ ]l箕

うち国費 うち国費 うち国費 :概算要洒頭
. : | 1  1  ■■ | | ■

研 望額 既算要求額 概算要求額+

蜂 ■1尊望 箱 |

情報処理推進機構

情報セキュリティ対策の推進 2,602 1,549 1,639 1,437 2,513 :,501 3,000 1,780 0 19.4% 18.6,

システムの信頼性の向上 1:836 1,095 1,126 1,014 1,848 1,106 !,853 1)101 0 つ .5勁

高度「人材の育成 5,244 1,391 4,998 1,322 5,291 1,390 4,932 1,074 0 -22.7% -22.7,

オープンスタンダニドの普及 1,174 700 1,169 0 0 -100.0% -100.0% -100.0〕

エア開発普及支援 265 0 0 -1000%

オープン・クラウド環境整備 0 0

石油天然ガス・金属鉱物資源機構

石油等探鉱・開発事業に係るリス

クマネー供給(出資・債務保証)
7.689 7,571 11,956 11,956 20,561 12,420 32,030 9,402 0 55811 -24.3% -24.3,

金属鉱物探鉱・開発事業に係る,

スクマネー供給(出融資・債務保
証)

7.505 6,100 23,424 22,900 36.300 6.350 89,134 21,450 0 145.7% 213.1% 213.1%

技術開発 13,255 12,867 13,035 12,366 10,534 10.026 8,939 o,552 -15:1% -147% -14.791

調査・情報提供 58,073 39,342 39,054 32,605 37.054 31.105 16,191 -66.6% -66.611

国家備蓄(石油・石油ガス)統合
管理

民間備者に関する支援業務
(民間備蓄融資、共同備蓄出融
資)

101,510 101,381 83,629 83,022 101,483 101.288 90,691 90.514 0 -1016% -10.6% -10.611

1,796.508 1,629,690 1,379,896 :,113,934 -19.3%

希少金属鉱産物(レアメタル)備
蓄事業

15,811 14,899 533 8.528 8,908 507 4.596 -28.3% -28.3,

鉱害防止事業に係る地方公共団
体等への技術支援等業務

1,354 1,248 702 1,246 1,190 722 -4.5% -3.2% -3.2%

鉱害防止事業に係る融資 2,195 1,336 -29.4% -5.5% -5.5γ



※本資料は、各省庁提出資料から引用しており、関係省庁と調整したものではない。

各独立行政法人の予算要求の状況

(1)各法人の平成23年度概算要求は、法人ごとに運営費交付金等で要求されている。
(2)事務事業ごとの要求額、要望額等については、これまでの実績を勘案する等により算出するなど、各省の判断に委ねて作成されている、各省にようては管理費等も含んだものもある。
(3)事務事業ごとの要求額及び要望額は、中期目標等の変更に応して変更することもあり得
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計数整理中

法人名 事務1事1業名
421年度予 H211年度決』 H22年 度当 '予昇 H23年 度 移 ‐ 算 対H22fFI菫 初 予 算 比

うち国費 うち国費| うち国費=| 概算要求額 特別要望顧 獅皐甲す暑量舗彗讐鱈|

中小企業基盤整備機構

1相談・助言・情報提供事業 7,158 7,158 5,577 5,513 4,519 4`519 4,085 ■25.1% -9.6,

ンヽズオン等支援事業 8,511 8,370 8,701 8,277 5,869 5,690 6,559 6:334 11.811 11.3% 11.39

ファンド出資事業 41,902 8,050 64,477 64,477 0.0% 0.091

インキュベーション事業(施設の
整備・運営)

2,918 528 2,903 2,727 0 2.6% 138% 13.8勁

研修事業(大学校) 5.379 4.235 5,401 4,172 0
-5.8% -71% -7.1熟

高度化事業 88,529 54,603 186,682 186,682 0 0.銘

小規模企業共済事業 1,115,595 1,139,941 4,054 1,153,869 4j445 1,153:853 4,429 -0.4% -0.4勁

中小企業倒産防止共済事業

スタートアップ助成事業等(21年
度終 了予定)

132,203 1,012 ` 108,251 1:510 142,396 1,610 :42.379 1,596 0 0.0% -0.9% -0.99

1:602 1,877 0 0

経過 業務】

産業用地業務
27,939 27,174 28,784 0 28,784 0

経過業務】
1,328 0 0 0 0

直接出資・債務保証業務 0 0 636 0

土木研究所

土木技術に関する調査、試験、団
究及び開発並びに指導及び成果
の普及等

(1)安全・安心な社会の実現に向
けた研究開発等
(2)生き生きとした暮らしの出来る
社会の実現に向けた研究開発等
(3)国際競争力を支える活力ある
社会の実現に向けた研究開発等
(4)環境と詞和した社会の実現に
向けた研究開発等
(5)北海道の農水産業の基盤整備
に向けた研究開発等
(6)その他基礎的・先導的な研究
開発等    ‐

12,872 9,950 10,507 9,928 12,541 9,644 !2,243 9.346 0 -3.1% -3.1)



※本資料は、各省庁提出資料から引用しており、関係省庁と調整したものではない。

計数整理中
各独立行政法人の予算要求の状況

(1)各法人の平成23年度概算要求は、法人ごとに運営費交付金等で要求されている。
(2)事務事業ごとの要求額、要望額等については、これまでの実績を勘案する等により算出するなど、各省の判断に委ねて作成されている、各省によつて'ま管理費等も含んだものもある。
(3)事務事業ごとの要求額及び要望額は、中期目標等の変更に応じて変更することもあり得る

:        :    21

1法人名 事務1事1業名
平l■鷹|ア

うち国費|
J211年度決 1741中腫1単‐4口予 算 HZ`4卜反総: 河HZZヰ 皮 豊

■ ■111:11::

||■■■■||:||

n 弔 ‐質 ‖

うち'国費 うち国費| 概算要‐求額 特男J要望額 破具景不覇 概算要求額+
基 慟l=鮨 館 ■

建築研究所

建築及び都市計画に係る技術に

関する調査、試験、研究及び開発
等

1,925 1,760 1,925 1,760 1,866 1,702 1,828 1,664 0 -2.291 =2.2%

地震工学に関する研修生への研
修

339 358 0 -1.796 -1.916 =1.9γ

交通安全環境研究所

自動車等に係る安全の確保、環
境の保全及び燃料資源の有効利
用確保に関する国の技術基準策
定等に資する研究等

585 558 570 535 565 508 688 631 0 笙
¬

24.2%

鉄道等に係る安全の確保及び環
境の保全に関する国の技術基準
策定等に資する研究等

442 377 -12991 -169% -16.9脳

自動車のリコール技術検証業務 121 19.5% 19:5% 19.5,

自動車の審査業務 1,o06 990 -13.3% -135% -13.5"

海上技術安全研究所

船舶に係る技術並びに当該技術
を活用した海洋の利用及び海洋
汚染の防止に係る技術に関する
研究開発

4,222 3,592 4,411 3,938 3,905 3,311 3,48o 2,863 -10:9% -135% -135ツ

港湾空港技術研究所

安心して暮らせる国土の形成に
資する研究

2,423 1,554 1,589 0 -60%

快適な国上の形成に資する研究 318 290 -11.8% -8.811 -3.8例

舌力ある社会・経済の実現に資
ナる研究    、      1

446 620 -11.Oll -9.9,

電子航法研究所

空域の有効利用及び航空路の容
量拡大に関する研究開発

混雑空港の容量拡大に関する研
究開発

予防安全技術・新技術による安
全性・効率性向上に関する研究
開発

2,246 1,74〔 1,750 [ 2,151 1:736 2,077 1,662 -4.3%

航海訓練所 流海ヨ1練事業 6,283 6,415 6,283 6,062 5,951 6,789 5,776 12011 =2.9% 12.2,

海技教育機構 船員養成・再教育事業 3,026 2,824 2,827 2,832 2,621 2,853 2,663 0=7%| 1.6%|

航空大学校 教育ヨ1練業務 2,762 2,760 2,883 2,756 3,096 2,643 0 7.4% -4.l ll
→ . l  l l

自動車検査独立行政法人 自動車検査業務 14,147 1 4 , 3 1 5 13,132 3,977 11,198 2,321 -14.7% -41.6% -41.6%



※本資料は、各省庁提出資料から引用しており、関係省庁と調整したもので!まない。

各独立行政法人の予算要求の状況

(1)各法人の平成23年度概算要求は、法人ごとに運営費交付金等で要求されている。
(2)事務事業ごとの要求額、要望額等については、これまでの実績を勘案する等により算出するなど、各省の判断に委ねて作成されている、各省によつては管理費等も含んだもあもある。
(3)事務事業ごとの要求額及び要望額は、中期日標等の変更に応じて輩更することもぁり得る。

   ‐         22‐

計数整理中

法人名■ 事務1事1業名

H21年度予

: ■ ●= t ■■■■|

うち国費
H21年度沃g

うち国費

H22年度当4 ,|■ H23年 度総F 対H22年 度 ]  雷  [‐ 111

うち国費 概算要求額 特別要望額 概算要求額 概算要求額十
路 , 1車 望 縮 ■

鉄道建設・運輸施設整備支援機構

鉄道建設等業務 1,028,390 901,813 768,781 816,201 0

鉄道助成業務 877,551 188,074 830,383 141,520 714,134 90,381 673,383 76.271 14.323 -5.7% ■15.6%

(事業費)) (1,221) (1,221) (1,156) ( 1 , 1 5 6 ) (957) (957) (425) (425) -55.6% -5ユ6% -55.6,

特例業務
(国鉄清算業務)

255,127 204,145 271,688 232,584 0 -14.4%

共有建造業務 85,999 721352 25,000 62,458 102,346 0 63.9%

高度船舶技術開発等業務 0 「35.896 0.0%

造船業構造転換業務 596 0 -12.6%

基礎的研究業務 332 273 ,0.7% -07% -07勁

内航海運活性化融資業務 116,669 116,166 125,536 112.659 0 -10.396

国際観光振興機構

外国人観光旅客の来訪を促進す
るための広報・宣伝等

3,236 3,190 2,448 3,144 2,288 2,891 2,102 0 -8.0% -8.1% -3.19

国際会議等の開催円滑化のため
の寄附金募集・交付金交付制度
の運営

0 350 0 0.Oi6

水資源機構

ダム・用水路等の新築・改築 61,438 36,195 31,482 ※ 42.592 24,686 32.131 19,896 0 ‐24.6% -19.4% -19.4勁

※決軍額の国費(交付金部分 =ついては、機構では杷裾できなしヽ

ダム・用水路等の施設の管理 201.111 8,622 192.790 ※ 155,860 10,751 137.344 11,756 -11.9% 98%

自動車事故対策機構

被害者援護業務 8,937 7,631 6,386 6,160 _3,695 7,461 7,478 2.7% 0.296 0.2γ

安全指導業務 1.846 31675 1.303 3,581 1,630 3,336 1,494 「8.3% -3.3%

自動車アセスメント -710% -7.0% -7.0%

空港周辺整備機構

民家防音事業 2.227 1,555 1,442 1,027 898 -15.5% -12.6% ′-12.6%

移転補償事業 3,729 3,729 3,075 3,075 2,196 2,196 2.592 2.592 0 18.0% 18.Oγ

再開発整備事業 3,191 2,163 1,407 1:204 0 -14.4% -1000% ,10010%

緑地造成事業  :      |

※上記のほか雑収入対応(H21野

3,569

算:16百万円、

3,4321

121'決算:14百'

1 , 3 1 7

ワ円、H 2 2 '予算

1,314

4百万円、H23

1  3 , 7 6 9 1
:要求:7百万円)

3,766

カ`ある。

280 280 -92.6%



法人名| 事務1事業名
121‐年度 予1 12‐1年 度 沢 ] 1221「おこ当7 〕予 算■■■■lH23年 Fx総 ‐̀ 昇 |lillll l:1■ 対 日22年 度 ,鶴LJ土

うち国費| うち国費 うち国費 概算要求額 特別要望薔 跳昇 要不 破 既算要求額十

時男1要望額●:

海上災害防止センター

防災措置業務 882 0 0

機材業務 1,347 1,442 0 1.345 0 l,400 0 4.l ll

」li練業務 0 0 600 0 10.9%

調査研究業務 307 358 306 0 -2.0%

都市再生機構

都市再生事業 494,370 59,350 245,690 36`024 280.118 i9,174 187,013 !8.562 -33.2% -3.2%

賃貸住宅事業 1,345,539 71,924 1,194,306 77,786 1,317,103 11,236 1,254,014 8,696 -4.3% -22.6% -22.6朝

ニュニタウン等事業 631,255 13,587 492,208 20,668 864,726 11,876 737,980 10,938 -14.7% -7.9% -7.99

特定公園施設業務 1,980 2,000 2:485 -22.816

奄美群島振興開発基金

保証業務 -20_0%

融資業務 2.884 1,739 2,781 0 -6.511

日本高速道路保有・債務返済機構

高速道路の保有・貸付け、債務週
済、道路管理者の権限の代行等

3,918,389 77:463 3,877,759 77,463 4,769,497 83メ716 41115,246 83,708 0 ‐13.7%| 0.鰯

本州と四国を連絡する鉄道施設
の管理等

1,217 1,175 1,597 0 35.9%|

住宅金融支援機構

1証
券11支援事業 2,944,848 606.000 2.868,394 606,000 3,580,468 1,,269 3,443,037 27,138 -3.8%‐ -36.8% 140.911

1住宅融資保険事業 238,000 248,095 238,000 27,230 11.855 8,100 0 ■42:1% -42111

1住宅資金貸付事業 1,463,489 51,605 1,860,072 511605 1,130,283 1,018,253 600 -9.9%

1既住債権管理事務 5,286,221 131,400 5,391,677 131,400 5,291,877 102,000 51242,342 87.325 0 -0.991 -14.4% -14.4%

団体信用生命保険事業 350,085 226,017 376,865 407,983 8.3%

住情報提供事業 主宅資金貸付事業の内数

※本資料は、各省庁提出資料から引用しておりt関係省庁と調整したものではない。

計数整理中
各独立行政法人の予算要求の状況

(1‐)各法人の平成23年度概算要求は、法人ごとに運営費交付金等で要求されている。
(2)事務事業ごとの要求額、要望額等にういては、これまでの実績を勘案する等により算出するなど、各省の判断に委ねて作成されている、各省によっては管理費等も含んだものもある。
(3)事務事業ごとの要求額及び要望額は、中期目標等の変更に応じて変更することもあり得る。 1           23



※本資料は、各省庁提出資料から引用しており、関係省庁と調整したものではない。

各独立行政法人の予算要求の状況
計数整理中

法人名 事務1事:業名
1年度予1 H211年度決 HZZ牛 おを当 算 H23年 度総予算 ■■■■■

■==|111概算要求額:
■ ■ ■ | ■

‐
: : : : :   :  | =

対日22年1度当初1予‐算比●■|■|11■

||||::|lil,||111,|:1撃量賢ず1露舗彗彗まうち国費| うち国費| うち国質 特別要望額

国立環境研究所

研究事業①
重点研究プログラム 8,330 6,331 7,603 7,302 5,025 3,892 -0.3% -0.6% -0.6%

:研究事業②   ｀
1基盤的な調査・研究活動

3,509 2,313 3,285 2,718 9,206 6.819 11,202 6,796 2,000 21.7% -0.3% 29.0%

爾鴛扉秀9盤あ整備 2,720 2,177 2.696 2,661 1,876 1,668 1,865 1,655 -08% ‐0.8%

1環境情報の収集・整理・提供に関
|する業務     :

506 566 392 392 -0.3% -0.3111 =0.311

環境再生保全機構

1公害健康被害補償業務 53,706 10,357 50.405 10,239 52,203 10,125 50,665 9,810 -2.9% -3.1% → .lγ

公害健康被害予防事業 205 11224 1,325 200 1,326 200 0.1% 0.0%|

球環境基金事業 776 653 823 652 -2.3% -0.2% -0.2,

PCB廃 棄物処理助成業務 2,090 2,069 !,250 2,109 7,738 2,064 0 266.911 -0.3% -0.3γ

最終処分場維持管理積立金管理
業務   ′ 0 -29.391 -14.8% -14.8,

石綿健康被害救済業務 11,324 10,049、 5,567 5,381 11,574 10,316 10,318 9,059 0 -10.9% -12.2% ‐12.29

【経過業務】
承継業務

41,142 4,542 37.673 4,256 28,189 3,999 27,850 3,973 -1.2% -0.7% -0.7,

駐留軍等労働者労務管理機構 駐留軍等に対する労務提供等 3,657 3,657 3,472 3,472 3.488 3,488 3,488 1,950 1,538 0.0% -44.1%

tF今?讐轟織製墨評諄貯言,
H22年度当初予1算額

:

|■|11甲幕と,161::1年肇1警■.電
H23年度要望額 ■|

■■■■■■l③l
123年度要求十1要1望
■=■■のに】■|

対前年度■||

|`零薔を負5
対前年度:(要求+|

|:||=黒“ |
対前年度増減率
|■|(要求"=■

対前年度増減率
|(要求|+要望)|

3.162.565 2,743.212 452,611 3,195,323 -419,354 33,257 -13.311

合計額は、各法人の運営費交付金及び施設整備費補助金等を合算したもの。上記表の事務・事業ごとの予算 1`[し 本

(1)各法人の平成23年度概算要求は、法人ごとに運営費交付金等で要求されている。 _
(2)事務事業ごとの要求額、要望額等については、これまでの実績を勘案する等により算出するなど、各省の判断に委ねて作成されている、各省によつては管理費等も含んだものもある。
(3)事務事業ごとの要求額及び要望額!まt中期目標等の変更に応じて変更することもあり得る。

            24



資料3二 3

1  1霧 議 席 期|ヤ季1撃千11,亨?尋〒1言

○ 既 に措置済みのもの                      5事 業

○ 平 成22年度中に措置予定のもの                11事 業

(一部についてt措 置済みとしている事業を含む。)          |

○ 平 成23年度概算要求において見直 しを行つているもの      24事 業

(一部措置済み、措置予定、検討中としている事業を含む。)

23年度概算要求時点において、前年度比約▲34億円の減

○ 上 記のほか、23年度以降措置予定又は検討中としているもの   37事 業

(一部について、措置済み、22年度措置予定としている事業を含む。)



項目番号 事業名 法人名 評価結果―の結論 各府省0見 直し内容

国からの支構|

22年度予算額
● (千円)|‐ `繊撃言弄T需静導晋

A30 空港駐車場事業による空港
周辺環境対策

(財)空港環境整備協

【空港周辺環境対策】事業の廃止
(異なる仕組みで国が手当て)

底 驚 発      議 番瑯 鑽 亀堪纏 婁 軍
の原資としての駐車場事業を協会が行う現行スキームを廃止し、両事業を新たな空港遅
営主体が英宇!ル 躍賠で遅滞た(務管^

この結果t協会は航空機騒音等の航空環境問題の調査研究を専門的に行う機関と
なり、その組織は大幅にダウンサイジングを行うこととなる。」と公表された。
この方針に従い、今後、検討を進めることとしている。

※「空港関連企業と空港との経営二体化及び民間への経営委託(コンセッション)ないし民営化に
ついては、平虚22年 彦から右議者による檜計会葬十ち上|ず、経営一体化等に向けた論点整理、
ベストプラクテイスの早期展開等に関して検討を開始し、おおおね1年程慮を目処に結論を得る̂ 」
(国土交通省成長戦略会議報告書(抜粋)※平成22年5月17日公表)

【空港駐車場事業】事業の廃止(協
会への委託廃止を含む抜本的見直
し、資産の国庫移管)

A‐33(1) (1)監理技術者資格者証の

交付
(財)建設業技術者セ
ンター

廃止

することとし、技術者の適正配置や不
ス(約68万 人分)のあり方

ん33(2) (2)監理技術者講習
(財)全国建設研修セ
ンター

義務としての監理技術者講習の廃
止

義務月 て́の幣理結術者議習lt庫止することとし、技術者の資質、技術力の維持向上
つための必要な方策について、秋以降、建設業者や地方公共団体等の発注者の意甲毛
実約Lて実務的な検討を行う検討会を設置し、本年中に方向性をとりまとめる予定^
上記の検討を踏まえ、改正法案の国会提出に向けて準備。

A‐35
政府開発援助経済協力事業
費補助金(海外技術協力振
興事業費補助金)

(社)海外運輸協力協
事業の廃止

平 成 2 3年 層 予 算 豊 末 に お い て 不 補 朗 霊 は 暑 求 は しな い 。

とりまとめコメント(ODAに つながる事業の発掘の部分に関する施策の重要性)への対
応については、プロジェクト推進に対する支援対策全体の中で、国による調査等の形で
行うべく、予算要求していく。

33,65〔 ▲ 33,65(

A37 河川関係の広報資料館(水
辺共生体験館)の管理運営

(財)河川環境管理財
団

事業の廃止〈管理運営のNPO等 ヘ
の移行)

来年慮は、管理運営の外部署託多行わない方針^
水辺共生体験館については、平成22年度にNPO法 人、地元公共団体等から受話の
議思確認も含め今後の管理運営についての意見聴取を行つたところ、現在までに管理
塁営を引き受けて頂ける方は現れていない。

14,49(

(22年度契約実
績額

JL 14,49〔

A40 ヨ際協カプラザ事業
(財)国際協力推進協

事業の廃止
ODA広 報の全体的見直し(この夏
までに一定の結論)

1 国際協カプラザ事業
22年度は、一般競争入札(総合評価落札方式)を導入した上で、ホ=ム ペ=ジ

刊誌を廃止し、広報プラザの運営のみをAPICに委託した(予算は半減)。同事業1

件を対象としたパイロット版サイトを既に導入済み。本年秋を目処に暫定版サイトを立ち
上げ、来年度中には本格的に設置予定。
③プロジェクトレベルのODA広 報を」IcAに一元化するための皇体的段取りをJICAと協

議中、

110:95( ▲ 110,95(

計数轄理中

※本資料は、各省庁提出資料から引用しており、関係省庁と調整したものではない。

「事業仕分け第2弾(後半)」の評価結果を踏まえた見直しの状況について
【廃止】(35事業)

- 1 -



※本資料は、各省庁提出資料から引用しており、関係省庁と調整したものではない

項目番暑 事業名 法人名 評価結果の結論 各府省の見直し内容
国からの支出

額算
，

予
円

度
千

年

―‐‐＜
一２２
一● 管 撃吾〒1‐諸 子

A-42
政府開発援助経済開発計画
実施設計等委託費

(財)国際開発高等教
育機構

【国際開発指導者育成高等教育事
業】事業の廃止

22年度から内製化を行い、23年慮予算

・国際機関職員内定者向け研修に加え、平成23年度より新たに国際機関就職希望者向
け研修を実施し、同コースを拡充させる。(一般競争入札(総合評価落札方式)により、委
託先を決定。)
②調査・研究事業
FASIDへの包括香託を改め、外交上必要な開発テTマ を外務省が選定し、競争入札に
より委託者を決定(22年度は10本、23年度は4本の予定)
Э国際開発指導者育成高等教育事業(IDS)
政策研究大学院大学(GRIPS)への委詳 見直し、実施機関の選定にあたつては、本年
度の出来るだけ早い時期に有識者からなる選考委員会を組織した上で、新たな事業とし
て再構築し公募を実施する。

555,144 288,77( ▲ 266,374

【研修、調査研究等事業】事業の廃
止

ん43

平成21年度健全な水環境保
全のための魚類繁殖場調査
及び生物多様性保全活動支
援ツールの開発検討業務

(社)日本の水をきれ
いにする会 事業の廃止 本事業は、平成22年度で事業終了予定であつたが、事業仕分けの結果を踏まえ王成

2年 慮より事業庫止。
廃止

▲13,650
※22年度に事
業を廃止したた
め、21年度との
差額を記載。

～47
登録調査員等講習会委託事
業

(社)全国農林統計協
会連合会

事業の廃止(今後の調査の在り方
について本年度中に検討・結論)

本事業は廃止。
今後は、国(地方統計組織)が中心となって請習会を運営する。

64,401 ▲ 64,401

苺48 田んぼの生き物調査
(社)農村環境整備セ
ンター

事業の廃止(目的・内容,実施主体
を整理した上で実施を検討) 中止

▲69,154
※22年度に事
業を中止したた
め、21年度との
差額を記載。

B-25(1) 11)省エネルギー関係表彰
雲施事業

(財)省エネルギーセ
ンター

事業の廃止
え、民間団体等が自主事業として実施することとなった場合には、「後援名義の交付」及
び「経済産業大臣賞・資源エネルギー庁長官賞等の交付」を検討する。

49,92( ▲ 49,92C

B-25(2) 2)新エネルギー関係表彰
実施事業

(財)新エネルギー財
団

事業の廃止

層ほ%篇 罰群]五卜顧塁顛鑓熟 5ゝ聾豊薔罰酷躍
討する。

50,000(内

数)

- 2 二



資料は、 出資 用 し

頃目番号 事業名 法人名 評価結果の結論 各府省の見直し内容

1国からの支出

::隻軍言テ千篭 筆筈露1蒲 |

B‐26 住宅防音事業の地方事務費
(財)防衛施設周辺整
備協会

事業の廃止(現在の地方事務費の
制度を廃止し、迅速かつ簡素な仕
組みにすべき)

現時点において、地方事務費の代替制度が構築されていないことから、直ちに地方事
務費の制度を廃止した場合、住民の混乱を招き、その結果事業の停滞が危惧されること
から、22年度は地方事務費の制度は維持するものの、内容の見直し等を行い限度額を
変更する(限度額8万円→6万円)とともに、一部の住民の方を対象として試行を行い新
たな制度を検討することとしている。
【試行の内容】
Э申請書類の書類の作成補助等を国の行政サニビスの一環としてアウトソーシングし、住民を

しヽて実施
自らが手続きを実施
書類の作成補助等を国の行政サービスの一環として国の職員が住民をサポート

サポートして

して

1,029,714 ▲ 1,029,71Z

弁計上している。
いずれにしても、22年度の試行の状況を踏まえ、住民の負担を軽減し、円滑な事業遂

行が可能となるよう最善の方法を予算編成過程において決定する考え。

B-29(1) (1)雑誌広告 (女性誌)事
業

(財)日本立地セン
ター 事業の廃止 今年度から庫止する^ 廃止

▲8,296
※22年度に事
業を中止したた
め、21年度との
差額を記載。

B‐29(2) 2)核燃料サイクル施設見
学会事業

(財)日本原子力文化
振興財団

事業の廃止

22年意までで、来事業は序止する_22年度に実施する際にも、事業仕分けの指摘を
沓まえ、一般消費者を対象とするのではなく、エネルギーや環境問題に関する理解活動
2行う団体など情報発信が期待できる者を対象とし、波及効果を高める内容で事業を行
) 。

25,96C ▲ 25,96(

B-30(1) 1)体験型移動展示館事業
(財)大阪科学技術セ
ンター

事業の廃止
22年 度までで1本事業は廃止する^なお、22年度においては一般競争入札を実施し
ており事業者と既に契約済であったため、事業を実施する。 80,401 ▲ 80,401

3-31
石油製品市況調査事業及び
石油ガス市況調査事業

(財)日本エネルギ=
経済研究所

事業の廃止(行政上必要であれ
ば、その目的に則して新たな手法
を検討すべき)

)石油製品市況調査事業
広く消着者や事業者等に情報提供する木事業は一旦廃止した上で、①卸価格と小売
面格を全国規模でモニタリングして流通マージン等を把握することにより、独占禁止法違
1行為(カルテル、差男1対価、不当廉売)、便乗値上げや下げ渋り等の行為を未然に防
ヒするとともに、②上記行為が疑われる場合には、地域を限定したよりきめ細かな調査
]行うことにより、公取委への情報提供や石油元売各社等への協力要請を行うなど、機
力的かつ適切な政策対応を実施することが可能な事業に再構築することとした。
)石油ガス市況調査事業

制 f暮 讐塾臨
ガスイヽ売価格の監視と

導
費
言

への価
,情

報

350,244 ▲ 350.244

B-34

( 1 ) ～

( 4 )

(1)宝くじの普及宣伝の事
業
(2)普及広報事業
(3)市町村振興事業に対す
る助成事業      _
(4)市町村振興宝くじ販売
促進事業

(財)日本宝くじ協会
(財)自治総合セン
ター

(財)全国市町村振興
協会

当VVGの結論としては、当該事業に
ついては廃止とする。地方財政の
一層の拡充のために、また宝くじに
夢を持って楽しみに購入される
方々の利益のために、天下りの
方々の高額給与の問題、過度に豪
華なオフィス、複雑な交付形態、無
駄な宣伝広報事業、これらの問題
が解決されるまでは、宝くじの許可
権限者である総務大臣は宝くじの
販売を認めるべきではないこととす
る。

Э役員報酬については、都道府県知事の通常の給料月額の最低水準を参考に早急に
ヨ1下げるよう要請しt自治総合センター、全国市町村振興協会において実施済。
Эまた、指摘された事務所については、経費の効率化を図るため移転を検討するよう要
清し、自治総合センターにおいて
Э

公共団体の収益金の増加.普及宣伝事業のあ



料は、各 料から引用して と

項目番号 事業名 法人名 評価結果―の結論 各府省の見直し内容

国からの支出

22年度予算額
||(千円)| | :籍撃膏弄

前年比増減
(千南)||

B-35

(1)～

( 3 )

(1)地域づくり助成等支援事
業
(2)地域活性化情報提供・調
査研究事業
(3)ふるさと情報プラザ運営
事業

(財)地域活性化セン
ター

(当該法人の所管官庁である総務
省において、当WGの 以下の結論
に沿つて、必要な指導を行つていた
だきたいとの前提で)事業の廃止

都道府県知事の通常の給料月額の最低水準を参考に早急に
亥法人において実施済。

(都道府県、政令市、市、町村の代表の方々も参
公共団体の収益金の増加、普及宣伝事業のあり

B-35(4) 4)地域総合整備資金貸付
(ら、るさと融資)

(財)地域総合整備財
団

(当該法人の所管官庁である総務
省において、当WGの 以下の結論
に沿って、必要な指導を行つていた
だきたいとの前提で)事業の廃止

Э役員報酬については、都道府県知事の通常の給料月額の最低水準を参考に早急に
31下げるよう要請し、当該法人において実施済。
Э設立者であり利用者でもある地方公共団体の青甲を踏まえ対応^

※なお、地域総合整備財団では、llh方公共団体や学識経験者等をメンパーとする綸計
会を設置し、ら、るきと融資のあり方筆について検討中。

B-37(1) (1)補助事業 (競輪) (財)JKA
交付の仕組み、審査の仕組みを抜
本的に改める必要があり、現在の
仕組みでの補助は廃止

¨̈̈
一一疇い

受け、産業構造審議会の下に「」KA補 助事業汲
:設置。本年7月に3度のWGを 開催。補助事業桑
見直し案をパブリック・コメントにかけたところで
つつ、見直し案を確定する。
1)
:査の仕組みを抜本的に見直し、審査の透明性:

び交付金還付事業のあり
霞査・評価の見直し案を取
あり、パブリック・コメントの

午飛躍的に向上させる。
迷続事業を排除するととも1定化している状況を改善するため、原則として

に、評価の低い団体に対しては、その後の審査において厳しい杏定を実施する^
●補助先団体の情報公開を徹底し、補助先団体の透明性も飛躍的に向上させる_

B-37(2) ②
輛

交付金還付事業 (競
(財)JKA

事業の廃止(交付金の引下げに
よつて対応)

評価結果を受け、産業構造審議会の下に「」KA補 助事業及び交付金還付事業のあり

F語曽魏 纏 曇犠″壼雅蝙馨彎熙計ぎ:三澱

B-38
日本語教育機関の審査・証
明事業

(財)日本語教育振興
協会

事業の廃止(法的により明確な制
度に改める)

・事業仕分けの中で、財団法人日本語教育振興協会(以下「日振協」という。)による日
本語教育機関め更新の審査・認定は法務大臣の告示とは関係ない旨周知すべきことを
指摘されたところ、当該指摘については既に措置済みである。
・審査料や更新料について、その積算根拠を明らかにして検証し、料金の]l下げ等必
要な措置をとるよう、日振協に対し指導しているところで

本件評価結果のフォローアップについては、
の告示につし1【■、その所管・実施主迷等について

こハいて旦僚的/1‐種威弔宿諄』葬景オ∩l■園菫

る。)。

B-41 指定講習事業
(財)理容師美容師試
験研修センター

廃止(管理理容師・美容師講習の
廃止)

行政刷新会議の指摘を踏まえ、理容師・美容師の方や関係業界の意見の十分な聴取
ヒ実態の把握、配置義務要件の在り方や講習事業の存続 講ヽ習内容の結杏を中心に議

B-42 クリーニング師研修等事業 (財)全国生活衛生営
業指導センター

廃止(国による研修義務付けの見
直し)

行政刷新会議の評価結果を踏まえ、クリーニング師の方や関係業界の意見の十分な聴
取と実態の把握、配置義務要件の在り方や講習事業の存続t講習内容の精杏を中心に
議論を行うため、22年 9月 中に検討の場を設置し、年内を目途に結論を得る。



※ 本 各省庁 料から引用しており、関係省庁と調整したもの

項目番号 事業名 法人名 評価結果の1結論 各府省の見直し内容

国からの支出

″1早言尋雫:繊撃言〒1‐爾 ‐翠

B-43
生活衛生振興助成費等補助
金

(財)全国生活衛生営
業指導センター

事業の廃止(説明責任を果たしつ
つ、政策目標を達成する上でより効
果的な仕組みにより行うべき)

平成23年度予算概算要求においては、行政刷新会議の指摘を踏まえ、既存の補助金
+ 蔵 : 卜:  軒 f _ : 一生 籍 . ・I ^ 罰 ■ 繰 ■ ^ 腱 谷 ル 各 社 7 レ推 ハ 南 卜 導 書 去 ^ コ 1 ム擁 譲 ヽ

409,34C 131,89(
｀
 ▲ 277,45(

及び現場のニーズをPBkまえ補助金の在り方をゼロベースで

1に導入する評価指標など、
|に検討の場を設置し、年内

③ 事業実施者への補助への転換(直接補助の実施)
等を行うこととしたところである。
また、平成23年度予算概算要求の内容を踏まえつつ、新ナ
事業評価制度の在り方について議論を行うため、22年9月中
を目途に結論を得る。

B144(1) (1)交通安全啓もう全国
キヤラバン隊派遣事業

〔社)全国交通安全母
つ会連合会

内容を抜本的に見直すために一旦
廃止し、検討の上で国が責任を
持つて実施

藝業仕分けの評価結果を踏まえ、22年席の事業を1,って廃止とする。 20,077 ▲ 20,077

B-44(2) (2)子どもと親、高齢者交
通安全意識啓発事業

〈社)全国交通安全母
の会連合会

事業の廃止 事業仕分けの評価結果を踏まえ、22年度の事業をもって廃止とする。 18,73乏 ▲ 18,73芝

B-48 女性と仕事総合支援事業 (財)女性労働協会

直ちに事業の目的・手法を再検討
するとともに、女性と仕事の未来館
の活用方策について検討する必要
があり、そのための契機として、廃
止

女性と仕事総合支援事業は22年度限りで廃止
評価結果及びとりまとめコメントに則リゼロベースで見直した結果、以下の男女ワークラ
イフ支援事業として平成23年度概算要求
,事業目的:男女共同参画社会の実現に向け、女性のみならず男性も事業対象とするこ
ヒとし、男女共通の課題である生涯にわたるワークライフバランスの実現を図り、就業意
決を有する男女誰もが就業できる全員参加型社会を構築するための事業とする。
具体的には、男性の子育てへの関わりを支援(「イクメン」の周知広報など)、厳しい環境
こある非正規労働者や母子家庭の母に対する就労支援等を実施する。
'事業手法:●来館型から発信型へ・・・セミナーの動画配信、学習プログラムのネット配
言やメール相談等により、来館できない方々にもご利用いただけるようにする。●全国α
也方公共団体や労働組合、NPO等 とのネットワークの強化…・地域の実情に応じた支
援事業が活発に運営されるようノウハウを提供し、事業効果が日本の隅々に至るように
井る。
,館の活用方策:事業の実施拠点とするだけでなくt上記目的に資する用途に、広く一

投の方 に々もご利用いただけるようにして、効果的な施設の活用を図る。

244,69〔 164,73C ▲ 79,95〔

B‐50 国際技能開発計画実施事業 (財)日本ILO協会
事業の廃止(ODAによる技術移転
については仕組みの再構築を図る
べき)

平成22年慮末で事業廃止 75,59〔 ▲ 75,59〔



計数黎理中

※本資料は、各省庁提出資料から引用しており、関係省庁と調整したものではない。

【実施機関を競争的に決定】(21事業)

項目番男 事業名 法人名 評価結果の結論 各府省の見直し内容

国からの支出

221早
言昇雫

23年度概算要‐
求額(千1円)

前年比増減
(千円)

苺27 躍転免許の更新時講習
(財)全日本交通安全
協会

実施機関を競争的に決定(事業規
模は縮減)

(措置済み)

「 麓第謹罵電奎3露 雷受総墨哲墓電己潟犠黒ご見整奎需9腫 分置貫撃百鯰 ヒ
た。
(「事業仕分けあ評価結果等を踏まえた更新時講習業務の委託等に関する対応につい
て」(平成22年6月 23日付け警察庁丁交企発第87号等))
一とりまとめコメント「実質的な競争を確保」に対応
・事業仕分け議論の中で、講習で使用する教材について特定の教材の名称弁挙げてい

庁T運 発第70号))                         .
一とりまとめコメント「実質的な競争を確保」に対応

(23年度に措置予定)
・更新時講習で使用する教材の内容や在り方について検討を行い、その検討の結果や、
23年度中の各都道府県における契約の見直し状況等を踏まえて、標準手数料額の見直
しをイテう。
一とりまとめコメント「免許更新者の負担を下げる努力」に対応

洋28 航空機安全性向上専門調査
(財)航空輸送技術研
究センター

実施機関を競争的に決定(事業規
模は縮減)

し マrぃ

・上記の取り組みにより、民間事業者による競争環境が恒常的に確保される場合には、
当該法人は本事業から撤退。

1,05〔

(21年度実緑
額|

F

A-29 航空需要予測関連委託業務
(財)運輸政策研究機
構

実施機関を競争的に決定(事業規
模は縮減、平成22年 度中に徹底
的に検証)

航空需要予測関連委託業務については、
・平成22年度に、過去に行つた需要予測値2
を参考に現行需要予測モデルの改良を行う言
。なお、この調査結果については、HP等 で公

ミ績値の乖離分析を行い
査を実施する。

。こうした取り組みを通じて、事業規模を縮減していく。なお、法人については、これまで
に、役員・職員の削減や役員退職金の半減等、管理費等の削減に積極的に取り組んで
きており、今後は、民間と競合する国・独法からの受話調査事業を縮小すべく整理し、シ
ンクタンクとしての自主研究を一層充実していくこととしている。

14,700

(21年度実績
額)

キ31 航空身体検査事業
(財)航空医学研究セ
ンター

実質的な競争の確保(センターの
指定や総費用総精算方式の在り方
について、できるだけ早く見直しを
行い、結論を得る。また、経費削減
を行う際には、非常勤職員のリスト
ラを安易に行うのではなく、役員・

常勤職員に係る人件費等の削減に
努める。)

妻暫的な競争存確保するため、本年10月 日徐で総着用総精算方式について序止する^

A32(1) 御)電子入札システムの運営
管理

(財)日本建設情報総
合センター

国の関与を強化した上で、実施機
関を競争的に決定(競争によるコス
ト削減を図る)

入札コアシステムについて、
343,067

(22年度契篠
額|

つ運宮に対しての受発津者の闇与夕強化する。

- 6 -



※木 省庁と調

項目番号 事業名 1法人名 評価結果の結論 各府省の見直し内容

国‐からの支出

|:長早言尋額:繕攣言〒T閣 晉

A36 河川水辺の国勢調査

〈財)リバーフロント整
備センター

(財)ダム水源地環境
整備センター

実施機関を競争的に決定(事業規
模の縮減)、環境省での実施も含と
た早急な見直し

とりまとめ・分析業務において、平成22年度より入札参加資格を拡大し、よリー層の競
「性確保を図つている(今後、当該業務について民間事業者にノウハウが普及し、民間
目業者と競合する状況となった場合には当該業務から計画的に撤退するよう当該公益
人に要請)。

酬 :豪g書騨 鯛 奪綾肇器
平成22

109,725

(21年度実績
額)

F

櫓併０

(1)道路、河川、ダムにお
ける発注者支援業務

(2)道路、河川、ダムにお
ける公物管理補助業務

(3)道路、河川、ダムにお
ける用地補償総合技術業務
“)港湾、空港における発

注者支援業務

(社)関東建設弘済
会、(社)東北建設協
会、(社)北陸建設弘
済会、(社)中部建設
協会、(社)近畿建設
協会、(社)中国建設
弘済会、(社)四国建
設弘済会、(社)九州

建設弘済会
(財)港湾空港建設技
術サービスセンター

実施機関を競争的に決定(事業規
模は縮減)、不要資産の国庫移管
(本年度中)、更なる民間参入促進
の方策検討(23年度の複数年度

契約導入に合わせて)

帥‐民間企業］
会・協会8法人】

|の調達に係る改革の方向について」(7月6日公表)に基づいて、
等からの撤退J及び「2不 要資産の国庫納付Jについて建設弘済

48,429,24〔

(21年度実繕
額|

「発注者5
¬ 発注皇
会竿に要請したところ。

今後、不要な資産が生じた場合に

【(財)港湾空港建設技術サービスセンター】
・引き続き、実施機関を競争的に決定するとともに、参加要件の百なる緩和等の民闇参
入促進方策を平成23年度案件から実施する。(22年12月)

A41 (1)研修監理業務
(2)専門家等派遣業務

(財)日本国際協カセ
ンター

実施機関を競争的に決定(事業規
模は縮減)
年度内に見直しを行うべき

D独立行政法人の人件費等に関する法令等の制約に関して関係省庁との所要の調整
[開始。その上で、」ICAの本来業務であるにもかかわらず外部委託してきた研修幣揮襲
颯■バ菫F月蒙笙派措当落l―ぅ1、ィl■古堂41・オス「ルネ闇培¬フト滲晏J、イ́I「 力I「

4,623,00C 4,429,00C ▲ 194,00(

Dその他」ICAの本来業務である研修付帯業務及び図書館関連業務についても、業務
Dスリム化を行った上で直営化。
Dこれらの措置に必要となる人員を平成23年度中に」ICEよりJICAに移籍(平成23年4月
たり54名、平成24年1月より167名)させる。
1平成22年度内に最適化の見直し作業を終え、可能な措置は平成23年4月より実施し、
平成24年1月には直営化を完了)
D」ICEは、一般法人化の方針。
'内部留保については、事務合理化引当資産を含め、引き続き当面の留保が必要な経
肇を検討中。                            ・
1役員への」ICA OBの 紹介は行わないことを決定済み。
'職員の雇用に配慮し、必要な措置をとることを検討中。

丼 44(1) (1)平成21年度環境カウン
セラー事業運営業務

(財)日本環境協会

実施機関を競争的に決定(事業規
模は縮減)
(1平来的に地方/民 間への移管を
検討)

実施機関の決定については観在一般齢争入木Lを実施しており(措置済み)、23年度以
降においても引き続き高い質を保ちつつ落札金額を抑えるよう、効果的・効率的な予算
執行に努めていく。
事業規模については、更新案内書、研修案内を紙からWEBに 変更すること等により、

印婦1製本書_発扶書.賃金にかかる経書など縮減し、平成23年慮概算要求に反映させ

18,00〔 10,00〔 ▲ 7,99G

る。
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項目番号 事業名 法人名
‐

評価結果の1結論 各府省の見直し内容|

|   |    ‐ | |

国からの支出

22年度予算額
(千円)●

21年度概算要
1求額〈千日) T標昌導摯

ん44(2) (2)全国星空継続観察実施
業務

(財)日本環境協会
実施機関を競争的に決定(事業規
模は縮減)

事業規模については、参加者の観察結果の報告方法をインターネットによる報告に変
更する等の見直しを行い、経書を削減し、23年彦概算要求において減額幕末した。

7.07( 5,06( ▲2,00〔

丼45(1) 1)収穫調査業務

く財)日本森林林業振
興会
(社)日本森林技術協
会

実施機関を競争的に決定(事業規
模は縮減)

0コストの縮減
・伐採対象木を全て直径等を計測する毎木調査から、より手間を省いた調査方法とし

'国有林野事業職員が減少する一方、国有林の人工林資源が充実し収穫量が増加(当
初予算数値:H22755万 ぽ → H23815万 m`)していく中で、収穫調査数量の増加
が見込まれ、現行の手法のまま実施した場合には24_8億 円が必要となるところ、21
6億円まで縮減して要求

O競 争性の確保
1指定調査機関の拡大に向けて、

与の見直しにおいて、仮に、政府全体での法改正が行われる場合には、国有財産の売
払い関係という特殊性を踏まえ、固有財産管理部局との協議なども踏まえつつ、一般社
団・財団法人要件の拡大を検討 2,244,53C 2,161,451 ▲83,07(

ん45(2) 2)素 材検知業務
(財)日本森林林業振
興会

実施機関を競争的に決定(事業規
模は縮減)

・固有林の人工林資源が充実し、収穫量が増加(当初予算数値:H22755万 m。→ H
23815万 m3)していく中で、生産・販売量が増加し検知数量の増加が見込まれ、現行
の手法のまま実施した場合には52億 円が必要となるところ、4.7億 円まで縮減して要
求

475,927 465,61( ▲ 10,31Z

ん46 国有林林道等交通安全管理
業務

(社)林道安全協会
実施機関を競争的に決定(事業規
瞑は現状維持)

O競 争性の確保
.■普二 ″Lハ 腱 趣

・平成23年 慮以降も公告期間の延長等_競争参加者の拡大に向けた取細を継続^

Oそ の他

の窪         お
め、今後、年度毎の対象路線が厳選されるよう、対象路線

140,90C 140,90C 0



※本資料は、各省庁提出資料から引用して

項目番号 事業名 法1人名 評価結果の結論 各府省0見直し内容
国からの支出

η零言露
23年度概算要
1求額(千円)|

減
―・碑ｍ

前

A‐50 略面下空洞調査業務
〈財)道路保全技術セ
ンター

実施機関を競争的に決定(事業規
模は現状維持)(当法人の解散まで
のモニタリング、当法人及び発注者
側の責任の明確化、当法人の解散
までの国による厳格な経費圧縮の
管理、損害賠償請求の確実な実
施、「3年以内の解散」に向けた
ロードマップの夏までの作成とその
積極的な情報公開、の全ての確実
な履行及び再発防止)

・平成21年慮より総合評価方式の導入や受注者を適確に決定する方式を採用するな
ど、実施機関を競争的に決定する方式を採用済

防止の徹底及び調査の品質・安全を確保
・民間調査会社の実務上の技術力の評価を重視
・低入札防止策の導入
・透明性向上のため、外部の第二者の参画等の措置を導入

。(財)道路保全技術センターに対し、損害賠僣請求を実施(平成22年8月)
.追 堂 日喜僧 諄 轟 眺 十 =櫂 罰 1-聞 i+I _口 _ド ヮ ,゙ザハ 埠 中 鳥 バ 滴 ■ll l―繕 鶏 ´ヽ 簡 ボ 各 ス

B-30(2) (2)きっづ光科学館ふおと
ん運営業務

(財)大阪科学技術セ
ンター

実施機関を競争的に決定(事業規
模は縮減)

雪等への

73,401 69,731 ▲ 3,67〔

B-47 労災診療費審査体制等充実
強化対策事業

(財)労災保険情報セ
ンター

実施機関を競争的に決定(事業規
模は縮減)

事業仕分けにおける評価結果及び評価者のコメント(国が実施しなければならないもと
D、民間に委ねられるものと、再度明確にした上で、コスト比較を十分に行うこと など)、
並びに「政府関連公益法人の徹底的な見直しについて(平成21年12月25日閣議決定)」を
沓まえ、コスト比較を含め検討した結果、委記事業を廃止し、事業規模を縮減の上、国
D直接実縮にtJlり替えることとした。
当該措置を講ずるに当たっては、国への集約化に不可欠な体制等の整備が平成22年
童中には困難であることから、平成23年12月末までにすべての移管弁完了させることと
′ている。
なお、平成23年度概算要求においては、委託事業廃止までの経費として約15億5千万
日、移管後の行政経費として約12億3千万円(単年度限りの業務移管経費を除く。)を計
上しており、平成22年度予算額に比して約4億7千万円の減となつている。さらに、労災レ
ヒプト電算処理システムについては、平成23年度からシステム開発を行い、平成25年度
中の稼働を予定している。

3,250,731 2,779,28Z

く内訳>
外部に委託する
経費

国が直接実施す
る経費

▲471,44ラ

B-49 雇用促進住宅管理運営及び
譲渡・廃止援助業務

(財)雇用振興協会 実施機関を競争的に決定(事業規
模は縮減)

以下の取組みにより、雇用促進住宅の管理・運営業務(管理人業務やプロックごとの修
繕業務等)に係る一般競争入札への民間事業者の参入を促進^更に委託費の間臓を図
る̂ (平成23年4月)
・公告期間の拡大
・入ホL後の準備・引継ぎ期間の拡大
・多様な周知・広報手段の活用
・住宅数の多い都道府県における分割発注に加え、管理人業務と修繕業務等を分離
発注すること等も併せて検討。

|



※本資料は、各省庁提出資料から引用しており、関係省庁と調整したも虜雫習譜号憲

【事業の実施は各自治体/民 間の判断に任せる】(2事業)

項目番号 事業名 法人名 評価結果め結論
‐

各府省の見直し内容

国からの支出

11車言書年
23年度概算要
求額〈キ自)

前年比増減
(千南'|‐

B-28
メディアを通じた生涯コンテン
ツ普及事業

(財)民間放送教育協 民間の実施に委ねることとし、国費
の投入は行わない

事業仕分けの結果を踏まえ、本事業については来年度の要求を行わない_
なお、既に当該事業に係る本年度の予算については地方自治体関係者や民間事業者
等に周知されているなかで、国において本年度の事業が実施されることを前提に、長期
こわたつて取材を含め準備を進めてきている者もあることから、本年度の執行(第Ⅱ期
10月～12月](第I期 分は8月に入札済)、第Ⅲ期[1月～3月])分は実施する。

128,81C ▲ 128,81(

B-39(1) 1)新住宅防火対策事業 (財)日本防火協会

自治体/民 間が実施
(地方自治体が地域の多様なボラ
ンティア等と連携して取り組みを行
う)

ヨ本防火協会と協議の上、自治体・民間等の多様な主体における取組強化の方策につ
ハて、23年慮からの実怖に向l■給討中^

【実施主体を見直す】(4事業)

項目番号 事業名 法人名 評価結果の結論 各府省の見直し内容

国からの支出

22年度予算額
|(千 円)| :籍攣膏露 前年比増減

(千円)|

丼 34
浄化槽設備士資格(試験・講
習)

(財)浄化槽設備士セ
ンター

実施主体の見直し(本年度中)(受
益者負担の軽減)

これから資格を取得しようとする方々に迷惑がかからないよう、新たな実施主体におい
[試験・講習が適切に実施されることが重要であり、受験者数・受講者数の減少にともな
収ヽ支上赤字事業であることも踏まえ、本年度中に環境省 関ヽ係法人と調整を行う̂

A38

(1)効率的な冬期路面管理
手法に関する検討業務
(2)防雪施設等の整備方法
や既存施設の点検 ・評価に
関する検討業務

(社)雪センター
国が実施(外部に委託する必要の
ある場合は実施機関を競争的に決
定)(事業規模は大幅縮減)

1効率的な業務の実施について
下 の

る発注方式(企画競争)で実施して

③ 業務発注する場合は、各地整間(
2.発注業務の競争性の確保について
対象業務については、平成20年度か

247,224

(21年度実績
額)

B‐27

電気工事士法に基づく講習
関係業務に関する委託業務
((独)製品評価技術基盤機
構からの委託)

(財)電気工事技術講
習センター 見直しを行う(実施主体を見直す)

盤

-10-



計数整理中

※本資料は、各省庁提出資料から引用しており、関係省庁と調整したものではない。

【見直しを行う】(15事業)

項目番号 事業名 法人名 評価結果の結論 各府省の見直し内容

国からの支1出

12缶華言テ雫:霧撃言弄
前年比増減
||(千円)|

丼 26 生活用塩供給等業務 (財)塩事業センター 見直しを行う(過大分の国庫返納)

直しを行う(過大分の国庫返納)」との評価結果が出さ
見直すことによりその分にかかるコストを削減し、そ
付が求められていることから、この事業仕分けの評価

A32(2)
(2)工事 ・業務実績提供シ
ステム (コリンズ ・テクリ
ス)か らの情報提供

(財)日本建設情報総
合センター

国の関与の見直し、料金について
年度内に見直し

67,30C

(22年度契維
額〕

A‐49 都道府県トラック協会からの
出捐金による事業

(社)全日本トラック協
見直しを行う(透明性の確保)

1.来 年度税制改正要望
来年度税静l改正において、交付金制度の契機となつた従来の暫定税率に相当する「当

分の間として措置される税率」の見直しとともに、新たな導入が検討される地球温暖化対
策のための■(聾油に係る地方攪境税)に闇し、営業用トラック・パスに係る減免措置の
自!譜存専望
2.事 業の透明性の向上
・数値目標を取り入れた中期計画の策定
・第三者評価機関の設置と年次評価の実施
・事業内容及び評価結果についての積極的な情報公開

3.所管省庁からの再就職のあり方
国の「退職管理基本方針」及び今後策定予定の「別に定める基準」に基づく得昌公莫

制等の要請に対し適切に対応

B-35(5) 5)研修事業
〈財)全国市町村研修
財団

(当該法人の所管官庁である総務
省において、当VVGの 以下の結論
に沿つて、必要な指導を行つていた
だきたいとの前提で)基金の在り
方、施設の在り方、研修の効率化
について見直しを行う 明を検討している。

ヒ研修の効率化等については、譜市者であス全国市早全や
え対応することとしている。

や地方公共団体の職員をメンパーとする研空会葬譲

B―

36(1)(2)

〔1)海外事務所設置 ・運営
a外 国青年招致事業 (」
ETプ ログラム)

(財)自治体国際化協

(当該法人の所管官庁である総務
省において、当VVGの以下の結論
に沿つて、必要な指導を行つていた
だきたいとの前提で)
国と地方の役割分担の在り方につ
いて整理するとともに、地方の総意
に基づき行つていると言われる事
業については、このような「地方の
総意」の再検討を行う
対象事業の見直しを行う
地方自治体の負担の在り方を見直
す

等の見直しについて意見集約し、実行に移す。
地方自治体に係る負担のあり方の見直しは、外部有識者及び地方自治体の代表等か

ら成る「基本F.q題検討会 眸発足し、協会事業に対する自治体の分担金のあり方につい
て、検討することとしている。

が参画する事業評価委員

ついては、平成21年度に自治体の
事務所の機能・体制のあり方検討会において、海外事務所の配置

-11 -



※本資料は、各省庁提出資料から引用しており、関係省庁と調整した

項目番号 事業名 法人名
‐ 評"讐果の翁諭 各府省の見直し内容

国がらの支出
22年度予算額
● (千円)|| :籍攣霰 前年比増減

●(千円).

B‐

36(3)(4)

(3)公的個人認証サービス

事業

(4)地域衛星通信ネット
ワーク事業
(」・ALERTを 除く)

(財)自治体衛星通信
機構

(当該法人の所管官庁である総務
省において、当WGの 以下の結論
に沿つて、必要な指導を行つていた
だきたいとの前提で)
国と地方の役割分担の在り方につ
いて整理するとともに、地方の総意
に基づき行つていると言われる事
業については、このような「地方の
総意」の再検討を行う
対象事業の見直しを行う
地方自治体の負担の在り方を見直
す

(4)地域衛星通信ネットワーク事業)
国と地方の役割分担の在り方については、災害対策基本法において防災対策は地方

公共団体の事務とされており、そのため、地方公共団体が共同で民間の通信衛星を借
り上げ、防災情報及び行政情報の伝送を行う地域衛星通信ネットワーク事業を共同で整

写[譜落株3を釘秘ず躊誡騨群識譜謝懇誦棚轟稀競誘i
珊保f霧朧贈磨1■滉濡L翌新監Ittirミ響

(3)公的個人認証サービ

手続きをインターネット上で行

B‐

36(5)(6)

(5)地域の文化 ・芸術活動
支援事業

o公 共ホール活性化事業
(財)地域創造

(当該法人の所管官庁である総務
省において、当WGの 以下の結論
に沿つて、必要な指導を行つていた
だきたいとの前提で)
国と地方の役割分担の在り方につ
いて整理するとともに、地方の総意
に基づき行つていると言われる事
業については、このような「地方の
総意」の再検討を行う
対象事業の見直しを行う
地方自治体の負担の在り方を見直
す

O役 員報酬については、都道府県知事の通常の給料月額の最低水準を参考に早急に
引下げるよう要請し、当該法人において実施済。
o認 寺者であり剰1用者で+,ある地方公共同体の青甲存踏まえ対応^
O宝 くじ問題検討会における検討(本年11月頃まで)券辱け、当該法人が策申する平成
23年度予算等に反映される。

B―

39(2)(3)

2)防火防災管理講習事業
3)講習事業

(財)日本防火協会
(財)日本消防設備安
全センター

講習料等の引き下げなどの見直し
を行う

(1)受講者の負担軽減の観点から、講習時間の免除や科目免除対象の拡大等を内容と
する関係省令・告示の改正を年内に行うべく検討中。登録講習機関に対し、関係省令・

告示の改正を前提として、受講料の引き下げの検討を要請中であり、年内に結論。
12)講習制度全体の体系については、前提となる点検制度等のあり方とあわせて、火災
予防行政に係る「基本問題検討部会」において検討中であり、年内に結論。改正消防法
の施行にあわせて、順次実施。

- 1 2 -



※本資料は、各

項目番号 1事業名 法人名 評価結果の結論 各府省の見直し内容

国からの支出

|:缶早言テ午′籍攣簿 1講 子

B-45 裁判記録等の謄写費用の支
出         ´ (財)司法協会

(当該法人の所管官庁である法務
省において、当1/VGの以下の結論
に沿つて、必要な指導を行つていた
だきたいとの前提で)より低廉な価
格でサービスを提供できるよう見直
しを行う

謄写料金のうち対面式謄写料金50円について、平成22年度は45円とすることで検
討中^なお、本年度のこれまでの謄写枚数実績が例年に比べ減少しており、事業収入も
四年より減少することが見込まれるため、当面、本年度は謄写料金を45円とし、その実
績を踏まえ、平成23年度以降、引き続き料金改定につき検討していく予宇である。

B-46
(1)刑務作業協力事業

(2)物品取扱事業
(財)矯正協会

現職の刑務官が中心となつて会費
を出し合つている公益法人に当該
事業を担わせる仕組みを改める、
天下りを行わない、などの見直しを
行う

1 刑務作業協力事業は、刑事施設に収容されている懲役受刑者が行う作業を確保す
るための事業である。刑罰執行そのものである懲役刑において、国には所定の刑務作
業を行わせる必要がある。しかしながら、景気の動向等の理由から、国だけではすべて
の作業を確保できないため、本事業によリー部の作業を補ってもらわざるを得ない。ま
た、物品取扱事業は、被収容者に法律上、自弁すること〈自己の金で購入すること)が認
められている衣類、日用品、食料品等の物品を取り扱う事業である。刑事施設は、その
立地条件が悪く、都市部から離れた場所に所在する施設も多い上、被収容者を相手とす
る特殊性から、民間事業者が物品販売を行いにくい実情があり、矯正協会の事業に頼ら
ざるを得なかつたものである。

か、あるいは民間企業等による実怖が可能であるか否か等を慎重に検討し、その上で、
必要な制度設計等を行わなければならないため、相応の検討期間が必要である。

2矯 正協会と協議しつつ、会長の位置付け 会ヽ長として適当な人材、その報酬等につ
いて検討中である。
なお、現会長の任期は、本年10月19日をもって終了することとなっている。

合計 141ool12oに 10,646,452 ▲3,384,77〔

(注)23年度概算要求の欄中「IJとなっているものは、契約の締結時に金額が確定するものであり、予算要求時に金額が確定していないことを意味する。



資料 4-1

「規制 ・制度改革に関する分科会」の今後の進め方

○  「新成長戦略」(平成 22年 6月 18日閣議決定)や 「新

成長戦略実現に向けた3段 構えの経済対策」(平成 22年

9月 10日 閣議決定)中 の 「日本を元気にする規制改革

100」に盛 り込まれた事項を含む規制 ・制度改革全般につ

いて、「規制 ・制度改革に関する分科会」(以下、「分科会」

という)で 更に検討を進める。

○ 検 討に当たつては、時代や環境の変化への対応、政策

目的に合致 した政策手段の選択などの観点を重視する。

○ 本 年度後半においては分科会の下に下記①～③のワー

キンググループを置き、具体的な審議を行うとともに、
これら以外のアジア経済戦略、金融等の分野についても、

分科会の下で機動的に検討を行うこととする。

①医療 ・介護分野 (ライフイノベーション)

②環境 ・エネルギー分野 (グリーンイノベーション)

③農林 ・地域活性化分野

0 9月 10日から10月 14日にかけて集中受付を実施して

いる 「国民の声」で寄せられた提案についても、重要な

ものを分科会で取り上げ、検討する。

○ 平 成 22年 度末を目途に対処方針を取 りまとめる。



資料 4-2

「ワーキンググループ (WG)の 設置について」の一部変更について (案)

平成 22年 9月 30日

行 政 刷 新 会 議

規制 ・制度改革に関する分科会に平成 22年 3月 11

G」 の名称を 「農林 ・地域活性化WG」 に変更する。

日に設置された 「農業W



ワーキンググループ (WG)の 設置について (案)

平成 22年 9月 30日

行 政 刷 新 会 議

規制 ・制度改革に関する分科会に、下記ワーキンググループを設置する。

1.グ リーンイノベニションWG

2.ラ イフイノベーションWG

3.農 林 口地域活性化WG



資料 571

公共サ=ビ ス改革の進め方について

1.基本的考え方

(1)本年7月、「公共サービス改革基本方針」が閣議決定され、よ
~り

包括的な広義の公共サTビ ス改革の推進について検討するこ

ととされた。

(2)公共サニビスの改革に当たつては、まず、国民に真に必要な

公共サ‐ビスであるか否かを判断する必要があるが、この点は、

事業仕分けを通じ、事業の廃止や見直しが行われてきている9

(3)その上で、国民に必要な公共サービスをより効率的 ,効果的

に提供するためには様々な努力が必要であるところ、公共サー

ビスを提供する前提となる財 ・サービスの調達については、会

計検査t行 政評価、事業仕分けでも問題が指摘されるなど、改

善の余地が残されている。諸外国でも、予算効率化の重要な手

段として、調達の合理化が取り上げられており、我が国でもこ

:れに重点的に取り組む必要性が高い:

:(4)こ うした観点を踏まえ、行政刷新会議の下に 「公共サービス

改革分科会」を設置し、公共サニビス改革の更なる推進に向け

た具体的方策について幅広く検討していくこととする。

2.主な検討事項

(1)広義の公共サービス改革の推進 :公共サ7ビ ス関連制度の現

状分析、課題抽出、推進のための具体的方策
:(調

達の効率化、

内部管理業務の効率化、入札方式に関する検討、その他適切な

調達のための制度設計)

日
疑戯

ｍ渕
△〓

朝
締

年

刷

２

虚
政

平

行



(2)公共サニビス改革の推進メカニズムの整備 :関係機関の取組

を統合的に推進 ・フォロTア ツ,プするメカニズム

(3)地域における公共サービス改革の推進 :「新しい公共」、公民

連携の動きも踏まえた具体的方策           i

3.検 討の進め方

(1)各府省 (公共サービス改革に臨む対応方針)、有識者、民間企

業等からのヒアリング、「国民の声」の募集 (9月 10日～10月 .

_14日 :公共サービス改革に関する集中受付期間)等 を通じて、

現状分析、課題抽出を行う。

(2)これらをもとに、来春を目途に、公共サービス改革を推進す

るための具体的方策 (運用改善、制度改正等)を取りまとめる。



資料 5-2

公共サービス改革分科会の設置について (案)

,         平 成 22年9月 30甲

■      行 政 刷 新 会 議

1。 「行政扁1新会議の設置について」(平成 21年 9月 18日閣議決定)5に 基づき、広

義の公共サービス改革を推進するため、公共サービス改革分科会 (以下、「分科会」

という。)を 設置する。

2.分 科会の構成員は、以下のとおりとする。        :

分 科 会 長  内 閣府副大臣 (公共サTビ ス改革担当)

分科会長代理  内 閣府大臣政務官 (公共サービス改革担当)及 び議長が指名する者

構 成  員   議 長が指名する者   ‐

31必 要に応じ、特定の分野に関する検討を行うため、分科会にワTキ ンググル
ープを

設置する。

4.各 ワーキンググループの構成員は、以下のとおりとする。

主   査   内 閣府大臣政務官 (公共サービス改革担当)及 び議長が指名する者

構 成  員   議 長が指名する者

5.分 科会及びワーキンググループにおいて配布された資料は、原則として、公表する。

6.分 科会及びワーキンググルニプの議事概要を公表する。

7.前 各項に定めるもののほか、分科会及びワニキシググループの運営に関する事項そ

の他必要なことは、分科会長が定める。



参考資料 1

行政刷新会議 名 簿

議 長   菅   直 人  内 閣総理大臣

副議長  蓮 肪     内 閣府特命担当大臣 (行政刷新)

議 1員 、 仙谷 由 人  内 閣官房長官

玄葉光=郎   国 家戦略担当大臣

野田 佳 彦  財 務大臣

片山 1善博 1 総務大臣

加藤 秀 樹  行 政刷新会議事務局長      「

草野 忠 義  財 団法人連合総合生活開発研究所理事長

1茂木友三郎  キ ッコーマン株式会社代表取締役会長CEO

I     告 川 廣 和  DOWAホ Tル ディングス株式会社代表取締役会長



公開プロセス対象事業の点検結果の平成23年度概算要求への反映状況
(各府省公表資料から公開プロセス対象事業分を行政踊新会議事務局において抜粋し、取りまとめたもの)



【内閣府本府】

TTI雛素tξTT

68
-70

政策織括官
(沖縄政策担

当)

こおける産業振興(観光)

観光人材育成モデル事業

を検討する

綴∬I稼魔灘雪翡翻腋画

?驚a驚′鷲〕戦 雛躍磁

改善を要し、一部事業の廃上を検討する
ンドデザインたる沖縄振興針画や観光計
速性、異体の日4「鑑定の妥当性が低い菌選魔、薬体の目標段定の妥当性が低い

]別の事業の成業や費用対効果の説明が不十
簿に、セミナ

ー、トップスクール、文化資源は廃

経営者セミナーについては効果

:留学生支援について:=平成23年度からは新規

滲具体の目標設定の妥当性が低い
業の成果や費用対効果の説明が不

分。特に、セミナー、トップスクール、文化
止も含め見直しが必要
【反映内容】

(事業期鶴の終了)

糞砦案
源活用型観光戦略モデル構

チームの所見】

蕩難 層黎躍沼轟塩驚議1党
日別の事業の成果や費用対効舅
。特に、セミナー、トップスクール、

Lも含め見直しが必要
反映内容】

71
-73

政策統括官
(沖縄政策担

当)

る産業振興〈雇用)

沖縄晟層最適化支援事業

猥鶴 ンドデザ

チームの所見】
ξ幅な改善を要する

するのかは、グラi

反映内容】
(事業期間の終了)

人材構成モデル事業 ftt「,晋ぜy習遇撃写J雰際鳥P,与ンドデ

プログラム推進事業

:な改番を要する

g驚寂鷺認癬混驚P窮ンド
ンの中での位置づけが必要

妻f5鶴認思議懇転
ついてヽ婦犠



政策統播官
(沖縄政策担
当)

アジア青年の家事業 部分的な改善を
目する

3塁
長期的な効果の検証とフォローアップをすZ

景諄轄盪
壊奨な薗震i豚事縄『

【チームの所見】
部分的な改善を要する

3室
長燿的な効果の攣麺とフォローアツプをすZ

騰 躍 婆
が妥亡摺 震 激

晏
晨霧『

【反映内容】

雲失鯖
式から沖縄県が主

,的
1こ実施する´

▲142 ▲142

７

”

政策統播官
(沖縄政策担

当)

,中拿嘔における産業振興(産業)

中糧イノベーション創出事業

盤会 的 な ま 墓 寡
8学実警

いう不安麹まある動 彙の検証を明確

9公 ン不ヶ trン ヤーの支出は、活動実績や

【チームの所見】
部分的な改善を要する
0投資という不安定はあるが、効果の検鉦を明磁

3貧あ遷蔦"こんξ
ジヤ~の 支出は、活動実績や

灘
驚 盤 期 妻

そのめな

売上(事業期間の終了)

▲163

おきなわ新産業創出投資事業

要する

寝軸 ぎき暫裾号慰奎
そのような【チームの所見】

部分的な改善を要する

8芋更警
いう不安目まある動 果の検証を明硝

屁貸あ鏃
ジヤ~の 支出は、活動実績や

魃
貰離 暫零号]奎

そのめ な

498 ▲28 ▲ 6

諷行… まえ 輌ヽ昇を見置した。

政策統括官
(肪災担当) 塞李騨

線網の施設整備及び管理に
1.986 1.98r.部分的な改善を

要する §   奮 姜霊禁3婁の確保
【テームの所見】
部分的な改善を要する

懲i露茅急菫の確保

盤番露最房暮犠燿,こ雲9「技術の導入を図り、

1622 ▲1'6 ▲116

国際平和協力
本部事務局

人道救援物資備蓄経費 合も書
る

政
す

な
討

輌
検

大
め

量踏
,↓鳥義続葉県理急?禁警奮喜g晏早な厖

§轟優景鰹鍮懺議己ξ難

【チームの所見】
大幅な改善も含め検討する

曇認涅棚黎急?漂嵯奮盤霧駆

: 書i : ! 予
量Jξ] [糞 蠍

事

的

:響量食

▲28

食品安全委員
会事務局

食品安全確保総合調査費

斃止すべきとい
う意見があるこ
とも受けとめ大
田な改善を要す
る 灌草鮮彗報騨璧爾

:7~Aψ 輌 見 』

簑彗暮全事な
いう意見があることも受けとめ大幅な

;う言景鮮謬騨蟻爾
簿琶倉霧象稔財難恵齢露紆

A87 ▲87



147 経済社会総合
研究所

経済社会活動の総合的研究 665 大幅な改善を要
する

0廃止すべきとの厳しい意見があつたことも踏ま
え、政策課題と運動した研究テーマの選定方法と

覧奎撃曇塁
活用方策など、研究の在り方を本

警
に

【チームの所見】
大幅な改善を要する
0廃 止すべきとの厳しい意見があったことも踏ま
た、政策課題と連動した研究テニマの選定方法と
研究成果の活用方策など、研究の在り方を大幅に
見直す必要
【反映内容】
断成長戦絡に示された新しい成長と幸福度に関す
る研究への大幅な予算シフトを行つた。これに伴
ハ、既存予算にっいては、以下の機本的見直しを
lTった。O一 定の役割を集たした事業等itついて
ま廃止・統合②"部 への委託を大幅に削減

▲76 A75

地域活性イヒ権
塵室 豊暑麗番

の推進のための施設整備に必
144.608 114015

売上を含め抜ホ
詢な見菫しを行
フ

0効 果の検証を行うとともに、一括交付金化など
地域主権改革の推進め議綸の進展も見つつ、廃
上を含め抜本的な見直しを行う必要

:チ‐ムの所見】
発止を含め抜本的な見直しを行う

3殺量8餞撃あ継肇芳豊塁ぢ堪潔彎輩摯客F墓
憾需諮&勤声

的な見意しを行う必要
蒐止

103389 ▲:03389 ▲ 103389



【総務省】

シ一卜器
所管部局 事業名

21年度

F蹴 「 キ1零申■́ ント TI晋|ヤ鶏訂19肇警警
:■ ‐反 1鉄内 審  |

22年度
予算額

AII

度
額舞

黙
“

証
種

執行額 TI臨

自治行政局
躍挙部管理解 雷

雰曇諾虜塁貴3鴛夷墨曇港蕨塁誉薇 3075 更なる見菫し、
数書が必要

覇:書薫醐撃ザ1黎[鶴

:轟轟欝鍮麓 r霞

チームの所見】
更なる見直し、改善が必要
反映内容】
(補欠選挙実施の年度限り)

大臣官房
企画課 鯰務省LAN整 簾・適用事業 2.383 2.119

一舞
電

女 :菫量身星】:島蓋穐露鼻J鬱墨:311クラウ:殿禽暑Fしヽ雫が必要

銚賃嵯驚纏覇翻 華
2085 A62 ▲62

行政管理局
行政情報シス
テム企画課

霊言脚
葉(うち国民利便性向

1,713 :700
事業の経機につ
いて再検討が必
要

RttF嘗
要因により、不適切な経理、調達が行わ

:票番舅鋼鮮鶴識隼舞
話 話 野

について再検討が必要

。霧草議驚躍鷺話淵乳砲塁臨麟″κ歪テ
ムの廃止

自治行政局
地域情報政策
室 蓉重[萎「遭貨釜叢写

竺詈資彗番£1 更 なる見 菫 し
予算を牛濠～1/3
こ麹減、口査覇究,,
1使機に11化,

:£僕5套鶴 鰈

震叢留
がた急‡£層鷺鶏『藁腎類ぜ撃Ъ

:チームの所見】
更なる見直し

ま覇ζ
半減～1/3に 縮減、調査研究は利便性

1反映内容】

ぎ力
こ

A66 A55

購報通信国際
戦略局
事宙通信政策
保

準天頂衛星システムの研究開発 1.529 1.527
“業のアウトカ
ムの在り方も含
め抜本的見菫じ

R暑 響
果の設定に問題がある,日標が達成:

0目 的があまりにも不瞬確

:翻 宝躍 場易罠躍 第Yだ錆

【チームの所見】             ~

【薦讃溜gタ
トカムの

1り方も含め
,本

的見直し

:.063 ▲425 ▲425

賠報通信国際
戦略局
技術政策課研
究推進室

詰嚇
タス・プラットフォニム技術の研究

1.257 斃上に近い見直
し

Eなる見菫し、
女書があ甍
al●:ヒ機の見直しを
Rめる)

::                  ::慶韻談選請
現直し

廃止

▲■032 A1032

情報通信国際
戦略局
技術政策課

蔵略的情報通信研究開発推進制度 2179 2.144 :::‡:][::ti:![|!::幕!置:[]
0評価指標等が必ずしも設定が十分でない

雛鮮鐵 )
ご駆整雀標躍配F現源誠刑習瀕遍鑑 F警

1672 ▲115 ▲115

総合通信基盤
場
電波順境課

電波の安全性に関する調査等 1.238 1130 斃上を含めた全
面的な見直し

【チニムの所見】

麟 喜rた
全面的な見直し

畿譜繕曇慧i菱指議鰹塾裂1慕
i.195 900 ▲295 A295



購報通信国際
酸略局
疇報通信政策
保

CT先進事業国際展田プロジェクト 3.530 斃上を含めた全
面的な見直し

R五鑑確認 輩
と効果が極めて不適切。

i:
【チームの所見】
廃上を含めた全面的見直し
【反映内容】

露蜃寧ほ麗纂馨農至
する樺策に臀定し]雰窮

?r
A725 ▲725

情報流通行政
局
隋報流通振興
課

ユビキタス特区事業の推進 5248 7532 斃上を詢腱とし
た全面的見直し

l輩鞍;票を「鏃鑢 鷺騒
:辞緊題曇鮮 編

:チームの所見】
廃上を前提とした全面的見直し
1反映内容】

轟
1■05 ▲794 A794

情報流通行政
島
情報通信利用
促進課

字幕番組・解説番組等の製作促進
事 業 の 見 直 し
効理的・効率的な取
aを検84)

9警 投^の 理
申
を整理して、事業の組直しを行

言[i誉:』』『金暑11誘i襲霧詈1警魯tF

【チームの所見】
事業の見直し

(効果的・効率的な取組を検討'
【反映内容】

蹴 驚 P累
畑「助成を行うため

A19 ▲:9

晨綺轟議嘉易選ぎ
信・放送役務の優 ―層の改善が2

要

尋賞茅
による積極的な先端技術指書を行うべ

声
と

ヨ嵐諄禁乱甚£露顔よ
ついて十分に把握し、施策

D他省との連携も必要では

【識府
が必要

職 、1象
者の需要を施策に反映する仕組みの

統計局
調査企画課
政策統括官
(統計基準担
当)

麟]書雲塁露露量肇委{欝競調整声
)

25787
更なる見 直 し

(コスト構造の分析.
大幅なオンライン化〉

勢
L蹴 酪銀 群購 説魏群

=護 毬g疑 藉よ
び調査手法の検証、それを踏ま

【テームの所見】
更なる見直し

1晨ぅ謬鍵墨
の管、熾なオンライン0

魃
諄彗11霧菫臨
鷺霞せ霧霧 ,ついてヽ牢員朗減の前倒

31.796 26663 ▲55133 A882

人事 ・患|.・局
恩綸企画課

ユ綸支綸事業 更なる見菫し、
ま書が必要 :覇鮮 章鍮 塁魂

0人 件費構造の改善、システム維持費の月1減

J吾̀:禽遅嬌Fしヽ改1壼が,ら琴
効率的な人員配置による人件費のコスト削減

1 90( ▲28 ▲ lr●9

176-2
室画

庁
企

防
急

消
敗 彎騒雛薯g翼群離辞 饉 止

チームの所見】
続止
反映内容】
廃止

▲316 ▲316



【法務省】

シ̈卜器
所管部局 事業名

21年度

1lZ貯ヽ =な翠肇|リント TTζ『1窯電F「lT
22年度
予算額

A
鐘獲‐
‐B I‐

(

薔正職
予菫督 執行額

11:i:,:干lli;i::i::lli

0042 局
課

正
務

曖
３

崚収容者生活経費 15.908 15.853 一部改善 遼 贈 Fい
ては ~ヽ括購入て,ストの効率化を

8翼蒙ほ::て卜
~タルコストの観点から検討する

Lア~ム の「見』
一部改善

鯉ヂ黒あ翻調 な運野重::懸言僣

15,187 14382 ▲805 ▲327

0067
入国管理局
出入国情報管
理室

イ`オメトリクスシステムの維持・管理 抜本的改善
9皇 家鮨ξ「

卜について費用対効果を明確にする

【チームの所見】
抜本的改善

:反映内容】

:貯るこ3鋼鷲臨 こ了選鍋護』乳

麗1攪晉を踏まな臨 驚毬基雹長12

4.158 4739 A280

民事局
総務課 造

図管理業務・システムの最適(ヒの推
14277 13400 抜本的改善 0経 費と手数料の関係を明確にすべき。

【チームの所見】
版本的改善

1反映内容】

13,019



0033 刑事局
総務課

検察総合情報管理の運営 1,330 一部改善
0アプリケーション保守契約について実質的競争
性を確保する仕組みを構築する必要がある。

【チームの所見】
―都改善
(公開プロセスにおいては、アプリケーショシ保守
契約について実質的競争性を確保する仕組みを
構築する必要があるとの指摘を受けた。これを踏
まえ、仕様の内容の締査。見直しを図るなどして、

二愁覇ξX雲難観理私就脇
方策を検討すべきである。)
【反映内容】
所見のとおり、アプリケーショシ保守業務のサー

ビス水準に関する合意の内容及び調達範囲の見
直しとともに、観選手続における提案書等の提出
期間の見直しにより、実質的な競争性の確保を回
り、経費を麟滅した。

議 席 騎 霧 編倉驚 議 覇 製

義̀ 冒

―クの増逮等の計画の見直しなどにより削

▲201 A272

0059 人権擁護局
人権啓発課

人権関係情報提供活動等の充実強化 抜本的改善
8ぁβ

―の契約につ|:てなぜ随意契約がすべて

8菫 季?墨 ξ
者評匈ができる竺組みを組織内に

【チームの所見】
腋本的改善
(公開プロセスにおいては:事業の第二者評価が
できる仕組みを構築すること、センターの契約につ
. てヽなぜ腱議契約がすべてなのか等の指摘を受
けた。これを踏まえ、(財)人権教育啓発推進セン
'一内に第二者委員会の設置を検討すべきであ

麟 L暑権瞥8委淑蘇難雷蓼禦オ
~

る。)
:反映内容】

躍 議 覇 鶏 鵡 籠 よそ
路杢農魔鯉異壕鶴協た電子

方法を導入すること

鍋 疑 轟 鐵 辞 革

286 ▲45 ▲45



【外務省】

シ一卜講
所管部局 事業名

21年度

↑瞥
ス

主な翠申,|メント T響 弯怖 十呼 警P
I 反 映1内1審■・

22年度‐

TFI２３年度‐軸一
薇正螢
帯菫経 執行額 電TI隔

広報文化交流
郎
人物交流室

1世紀パートナ=シ ップ促進1召へい 一部改善

0乱 立する招へいスキームを統合。

:
囃

〔チームの所見】
21世紀バートナーシップ促進招へい:一部改善
日中ハイレベル交流;抜本的改善

墨舗 戴 藝 躍 爆 驚 濃 薦 ,晴 こ
0乱 立する招へいスキームを統合。
021世 紀バートナーシップ促進招へいについて
は、他の招へいスキームを本スキームに統合し、

言?驚 3ミ 麟 悟]認 皐躍 疑 躍 舅 レ

アからの招べいを検討。

i:
離̀編予約'著t驚

二撃懺馨 I:

:粽蜀鞣|

▲20 ▲20

0346

アジア大洋州
局
中国・モンゴル
課

日中ハイレベル交流 9 7 抜本的改善
9 A90 ▲90

アジア大洋州
局
大洋州課

日豪若手政治家交流プログラム 8 抜本的改善
▲76 ▲76

0334-1 南部アジア部
南西アジア課

南西アジア民主化・信頼醸成支援招ヘ
い フ 廃止

3 ▲30 A30



0170 大臣官房
在外公館課

在外公館施設 7.705 8321

32.470

一部改善

窯罐鷲 R轟機会概整程1飾亀準の設定も検討していく。

倉簿
舗麟庸翼醸糧騒朧

0借 上の公邸について、独立家屋からアバートヘ

蓼凸麟写覇
慧とな零獣 中で、しァか躍撃滉舞!i

8熙 毅激 、電警察臨;ξl:I卜11,け
てやつていきたい。
【反映内容】

番磯議翻蘇誦情]軍

鞘雷麟鏃浬躍獲驚糧fダ効
る。

|

4880 4.313 A5670 A5670

0001 国際協力局 平和構築・テロ対策(無償資金協力) 30740 抜本的改善

i
鞭    駐 射

【チームの所見】
抜本的改善

l

:燿躍覇響鶴:轟

:鵞‡
3『

間提案型の無償資金協力の制
書
1,つき検討

154:50
の内数

134.450
の内数

▲1 9 . 7 ∞κ

の内薔

▲:9.フ000
の内数

0002 コ際協力局 囮 ´ 83180 繊本的改善

0004 国際協力局 限為晨委護留劣書
におけ1途上国事 78668 80。フ93 抜本的改善



0007 国際協力局 平和構築・テロ対策(技術協力) i3266 16.274 抜本的改善

0コンサルタントを含む民間業者との契約につい
ては、競争性を向上させる等して、価格の適正化
に努める。

:I彊議慇量覇鶴:

癬覇酢繭覇簾た
<ODA全 体>

さら焼欝霞:堪罵』優〉
た中間コストの見直し、

1踪晶:橘
躍 種 事星鵬 冒瑠 鍮督
ついても客観性を高め説明責任を桑たしていくとと

封モボ∃laFを
募集する等して第二者の声を入

O技 術協力を国民の日に見えるようにするととも
に、第二者による評価結果についてもより国民に
分かりやすく示していく。
<ODA全 体>

さら焼盤掘:翻 晏〉た中間マストの見直し、
【反映内容】

8麗轟七哩 う芯悪き潔諌雪賛

l藝攀磯澤暴腫

3   素 難畿 l明

“
数爛”

|

２９
数‐３。．Ｏｍ

▲ :7.957C

の内靱

▲:フ、9570
の内破

0008 国際協力局 脇 苧n・
A

62650 54,692 抜本的改善

0010 コ際協力局 覆憮吾優秀P分野
における途上国支

20,922 抜本的改善



外務報道官
組織国際報道
官室 薯暑星ξ漂番薬撃雲露∫

各国報道関係
抜本的改善

曇鱗 嶽籐輔 翻
きたい。

価 鏃鐵
2簿

節減、人件費の抑制?努 力
奮
継続していき

3講書2軸 :ての把握を徹底し、

【チームの所見】
抜本的改善

絆  顆
掏 躙鐵
2FF節

滅、人
,費

の抑制の努力を継続し
下|ヽ

き

塁場婁2軸 :て
の把握を徹底し、

【反映内容】

;鎖̀驚羅辮臓
▲10%のEll減要求とした。

議籍難鑓脚鋼製予

303 A300 ▲300

0172 外務報道官
組織報道課 時事通信社バイリンガルニュース

一一
層督″虐皇懇 デ面は契約額溺響Ψ
R壺賞響醤警恕警無そ昇隻tの契約の必要=をゼロ

【チームの所見】
廃止も含めた抜本的改善

:羅轍酢議蘇∬
R壁禦響露響恕壁卜霧亀

の契ゎの必要性をゼロ
【反映内容】

諄

A220 A220

小務IE道官
ほ織報道課

共同通信社バイリンガルニュース
201 A360 ▲360

0234
広報文化交流
部
人物交流室

要難
等外国青年招致事業(」ETプロ

抜本的改善

鸞

懸群鸞識

【チームの所見】
鏃本的改善

鸞

:反映内容】 :50 ▲210 ▲210



0236
広報文化交流
部
む合計画課

日本文化発信プログラム 廃上

|チームの所見】
売上
1反映内容】

灘殴登裏琵
ユ~:公開プロセス取りまとめ結果

145 ▲1450 ▲1450

0233
広報文化交流
部
文化交流課

在外公館文化事業費 308 一部改善
3霧 EI厳 塁掻 築 毅 曇 認 劉 晴
沐交ニーズ、現地ニーズにあわせた予算の効果nt
記分に努めたい。

【チームの所見】
一部改善

:i[:評二ま:5意ヨ爆譲み重l
【反映内容】

]ξ欝ま
罐最奎寵葛塁著案『l摯髯奮》111

A200 ▲200

0237
広報文化交流
部
文化交魔課

文化無償事務費 廃上も含めた
抜本的改善

::孵 麗正電審碗冤義柴篤憲食

:難鋼 鰹爾器鸞

留1で」盟習覗家的改善

書3鐸実
り方につき、度玉t魏2強像離貴

鮮 孵 A450 ▲450

0134

唸合外交政策
局
国連企画調整
採

吾曇
El際連合広報センター(uNIC)拠

抜本的改善

【テームの所見】
抜本的改善

:

▲50 ▲50

国際協力局
地球規模課題
総括課 昆雷 彗 ,地

域饒発センター (UNCRD) 最低限
抜本的改善

9躙盤盤 F見も真量 を踏まな

轍 長笹搬
統合の可能性等

9雰腎讐想嵯馨量壼F見も風tiと言踏まな

Pξ昌品覇臓I 竺々風1鷲思?統合の可能性言
▲321 ▲321



0107 国際協力局
地球環境課 最驚著θ夢当[層賢υ

NEP)□
F遷境 抜本的改善

躙 輩l島じり5撃顕吾雛

霧 F稀
耐こついでま統合的 維 の難

OJ:CAスキデムを通した事業実施を検討する。

【チームの所見】
抜本的改善
0国際連合環境計画(UNEP)国 際環境技術セン
ターを日本におくことのメリット・効果につき検証し
たい。
02つ の事務所については統合の可能性の検討
を行う。

霧島酪桑島
,ム を通じ■事業実施を検

討
する。

2種諄田磨鼎鶏gttlザ督Pを
大阪事務所へ統合

Э業務を廃楽物分野に重点を置き、」iCAとの連携

魏 島電覇静♂ぞ=貨毛見attN跳
費及びプ

∬記P技術移転
の実態8:ξよ習雷r奮磐各議

▲265 A265

0099
アジア大洋燿
局
1ヒ東アジア課

在サハリン韓国人支援特別基金拠出金 ‐部改善

嘲 :をFに融させ著蹂驚写l雪讐拿書

【チームの所見】
一部改善

;蓋露麺藤IT盤牡懲さ
【反映内容】
0平 成21年度決算時の繰越金67百万円のうち54

扇吾蹄 F年
度予算のサハリン再訪問支援

歴     鑽 、雅
円-15千 円 )。

▲640 A640

0108
アジア大洋州
局
地域政策課

AsEAN貿 易投資観光促進センター拠出
金 抜本的改善 :           二豊

::藁

::茎
【反映内容】

獲
報機円電霧彗詔駐器

‖こ

3鶏島轟携梨轟裏A件費を自嗜減する
こと等itよる ▲310 ▲3:0



アジア大洋州
局
大洋州課

菊太平洋経済交流支援センター(sPEE
SC)拠出金 9 抜本的改善

認 譲 議 客糧需鍵箋晟確零『とざ
州地

警

※現状維持 3名、一部改善を要する1名、廃止 3
名

【チームの所見】
抜本的改善
0引 き続き少ない予算を有効活用しご大洋州地域
との外交関係の強化に努力していきたい。

な
現状維持 3名、一部改善を要する1名、廃止 3

【反映内容】

:「
員が直接事業を行う等、

量託費用の節
琴
を図

呂護馨3■
費徴収、準演会年における参加費の

Э民隣基金を更に活用する。

9 ▲05 A05

0120
国際協力局
国別BR発協力
第一課

要雪奏3李霙鍵出奮∫私費留学生育英 抜本的改善

季響腋難習搬脇野猫震麟

盤 聟島騨轟3雹 襲晟説
めると共に、引き続き管

0人 件費の水準も含め、国連大学において発生し
ている中間的=ス トの削減に取り組んでいきたい。

豚 酪 響
見1

季響灘難疱 暑敵

轟膏膚翻謳遭男到島塁
める鉄だ7葬事農響碧

｀

融瀬翠躍劉Pコ
ストのよ覇耐島ぶ露断蓼当∬讐建根:

0本事業は廃止する。

印禁吾

A175 ▲175

14



【財務省】

海器
所管部島 事業名

21年度 公開プロセス
|■の結綸|.: =な理畠||■,1ント 「ず1lTttξTI? な『Ａ

1鏡議
| , |

破
饉

正
菫

薔
零 執行額 ■卜lうち="

1
国観局
地域協力課

隆済協力調査等委:モ事業 廃止 0現 行の委託方式を廃止する方向で検討

【チームの所見】
廃止

:ff      蹴 「I彗暑ぁ知

覆鮮
電難 畠為11T見

現行の委離方式を廃上。

▲37 A37

2
国税庁
企画課

国税電子申告・納税システム 11,629 11,211 一部改善
9鯛

争性ある入札を
撃
保し、コストを押え

0広 IH経費については、効果を精査し、削減を国
る

lナームの前見 】
一

部改 善

鮮
陽

琴 導

野
銀織贅につしヽては、効果を構査し、削減を図

〔反映内容】

纏禰 朧 議:孵

11,537 10,735 ▲802 ▲886

理財局
国有財産業務
課

普通財産管理処分経費 6,334 4,894 抜本的改善
男舌宅獅

シングの契約方法を抜本的に見直す

【チームの所見】
抜本的改善

肩T建 緒
グの契約方法を抜本的に見直すカ

【反映内容】 6.639 6.562 A77 ▲642

局
課

税
務

関
鯰 10出入・通獨情報処理システム等経費 14,051 13,028 一部改善 ?計I場割思ま

しヽその際、機器や機能の重警が
システム保有コストの一騒の肖1織を図る

【チームの所見】
一部改善

戦 聯場麓鮮諾お

評三ご轟 Z宮貪鑑鍵艘 織観

12,688 ま847 ▲2,341 ▲534

5
勁税局
監視課

峰頭監視カメラ整備等経費 4,736 4,365 ―椰改善
薔霧諮農Taitす

.1殿癌3翼隆

Lア
~ム

の 購 兄 J
一部改善

警鑑盤甕早署F等
、調1雄馨理鶴ぎ

【反映内容】

二曇違躍留膨聯聾糞雇/1スの活用等に

2.240 2,158 ▲32 ▲308

政策金融課
絆 含黄握F墨

険事
幸

(日本政策金融
2,051,600 2.051600 法本的改善 毅 z農場

、保険料引上げ等を含むスキー

|の

3響辱5置苫
協議するとともに、政策金融見直|

【チームの所見】
腹本的改善

檻 震晉澤撃6議螺驚TT直
し

r撻
蓑:露[鋼ぎ毅鷺霊難鳳

61,700 19,000 ▲42 71111

Ｅ
Ｕ



【文部科学省】

シ一卜器
所管部局 事業名

21年度 公開プロセス
の結論|| =な翠白,コンント 「ITiTl駕マlTI撃露

‐
A ‐２３年度難，

薔 正 螢
予 菫 燿 執行額 群lil'|:i:::i:

高等教育局
専円教育課

産学連携による実践型人材育成事業 598 廃上

累お″
アウトカムの検証・評価の確立・明確‖

彗ρ
上
下

評`価の高いプログラムの普及を回る´

8鱚 3恐 蘇 翼 攣
動のL4L疑

チニムの所見】
廃止
反映内容】
廃止

1221 ▲1221 A1221

高等教育局
専門教育課

先導的ITスペシャリスト育成推進プログ
ラム 1857 廃上

8李 ミ番:こ
より育む人材像、投資効果などを明凛

8斎鑢 農曹腎畷穐ξ
活響の強化や裏

テームの所見】
廃止
反映内容】
鹿止

A341 A34:

高等教育局
専門教育課 究主た男言

び直しニーズ対応教育推進
1,770 1766 廃 止

:営艦書」審i〕番ド
雷響翌1とお量喜薯査電1

泉舞まρ
アウトカムの検証・評価の確立・明確イt

8奇重要暖電闘暖燿瑶憶副摯堪野
活摯の強化や裏

テームの所見】
廃止
反映内容】
廃止

▲370 ▲370

科学技術・学
術政策局
安全,安心II
学技術企画室

安全・安心科学校篠プロジエクト 饉上を含めた抜
卜的見菫じ : ∫翼発議B止 警

術開発について、平成"年 饉

:反映内容】

感激留露]の
平成23年度廃止を踏まえた事業務

A307 A307

・学

　

・学
付

講輔鵠晦

＝

晴

降

尋

科学技術振興調整費
要 改善

|●葉主体、事察肉8
,含めた機本的見菫
‐)

|チームの所見】
縮滅(プログラムの見直し)
1反映内容】

航 夢gFgξ 占隣感肝
還元する観点から既存

29■43 28.161 ▲1.432 Al.482

大臣官房
国際課国際協
力政策室

国際協カィニシアティブ 鹿止

li鋼:聘 蠍 爾

:i,脚 兵制 署

:         声鞘倉隠

【テームの所見】
廃止
【反映内容】
廃止

▲107 ▲107

育教等中
　
官

等
　
事

詢
毒
鰺

全国学力・学習状況調査の実施 4.809

諾鼈 罫L襴

マ喜界警凛彗穫爵搬
そもそもの設計につ

【テームの所見】

:贋畷い翁諄
プロセス結果の反映)

設護議鍾翻轟認 「率舗
2、987 ▲12



研究振興局
基礎基盤研究
繰量子放射線
研究推進室

(独)理化学研究所(SPttn『8運営業務)
9.198 9.198

難一一̈
:]
Эスプリングエイトと不可分でない業務について

馨ぜ竃案湾堪霞著黒励垣憂
露度設■を警め、応札葉

【i:i:::〕1::ζ:「
譲】

(事業の効率化、成果公開優先利用枠の拡大を含

お鯉昌満う驚環理警Fも交え
た外部委託鋳

【反映内容】

醐 醤 配 誓i錫譲 醍 鶏 糧1、贈 発 電3孝
22年度下期から導入する成果公開優先利用枠の
拡大など自己収入増に,力 するとともに、運営の
外部委舞のあり方について、外部有議者も交え検

霧亀侵横
、その結果を最大限23年度からの委託棄

9.099 8998 ▲:01 ▲195

研究開発局
原子力課 野建驚

力研究開発機構(外部委 169.112 169.:12

獄雛 牟IL馨鶴ξ業崚‐
轟 ギ譜鑽f琴2撃糧 努=8誘
【反映内容】

縄嚢ζ驚写単iZ諄難
蹄 霊警奥麗

なる促雄甲社 外

野曼違騨 勁こかrξ響響蓼覆謡む峰騎

167.987 :65.330 ▲2:07 ▲3.308

スポーツ・青少
甲局
庁少年課

苺少年元気サポート事案 廃止 織ぽ諭欝 豊i鱗
チームの所見】
廃止
反映内容】
廃上

A90 ▲90

生涯学習政策
弓
ll会教育課

学校支援地域本部事業 2.478 2.240

委託事業として
は廃止
1今後地城主体の取
置を支猥じ.絶雄本書
'■・■貢面の発安
ヒ回るべき)

:』F爵
縮 議 営鑽 躍 麟

ヨ麗雛 kζFタ
ンクに委託することはその必

【チームの所見】
壺上
:反映内容】

籠́士麟
事業を

,止
t補助金に転換し、見直

2`704 ▲2704 A2,704

生涯学習政策
局
lL涯学習推進
課

生涯学習フェスティバル 103 慶 止 :ξ[聾鋼 ξttFま
チームの所見】
廃止
反映内容】
廃止

▲96 ▲96

７
Ｉ



【厚生労働省】

シ一卜務
所管部局 事業名

21年度
公開プロセス

の結注‐ 主な理由,コメント マ警:T富1‐7:`T)
度
額密諄

「
罐難Ｂ

)

後
籠

正
三

爾
平 執行額 B―A lぅち漬敏

保険局
総務課、国民
健康保険課、
保険課、高齢
者医療課、医
療課

医療綸付費の適正化 7849023 7843.688
“彙は継機する
い更なる見直し
い必要

見醤芋史瑾1に
ついて、trとの伎翻分担をさらに

箱準縦壌子蹴慧更響県:滞慧慧曇霜

:::Ittittir‖看曽l:鶉

【チームの所見】

離
するが更なる見直しが必要

aOフ2046 8.410085 338039

険保康
局
健

険
民

保
回
課

国民健康保険組合への補助金の見直し 328.752 328364
事業は経饒する
が更なる見菫じ
が必要

合ξ,皇争期酬ヨま叫すべき。撻儡

:警馨ぎ零税鷲鰯麟鍛

師    繹 通常

:チームの所見】

警謝脇義鏡
するが更なる見直し,必要

]
323.959 326502 A3.505

医政局
指導課

医療機関未収金対策支援事業 “業の廃止(直
らに) 鑑 F手

段自体適切でなく、補助金事業
【チームの所見】
売上
【反映内容】
公開プロセスの結果を踏まえ廃止

▲30 A30

年金局
企業年金国民
年金基金繰

コ民年金基金連合会への事務費補助 :150 1 . 1 5 0

“業は経餞する
ド更なる見童し
ド必要

8雰豪壁撃需実磐鱈驚=|ミ葛五若シ互豊鬼i

`懇邊翻源r聾驚:[:た轟裂鼠寿馨「
葉の重点いス剛濤

窪漕壼ξ膠軍蟹婆需福越肇室鼈鷲陽F率
コスト縮 206 ▲54 A54

餞薬安定局
壼馬m発 課

諄児休業取得促進等助成金 lm8 “業の廃止(菫
らit) 3震基課専顧最鷺[鑽 諸事業も含めた:チームの所見】

売上(直ちに)
【反映内容】
売上

▲42 ▲42

職集安定局
雇用開発課、
建設・港湾対
策室

疑曇「
発支援事業費等機助金(助成金

11,734 10130 事業の廃止く―

定期間経過後) :欝蠍灘膠剪
め【チームの所見】

斃止(一定期間経過後)
【反映内容】

風啓磐喬とFユ

~の 結果を踏まえ、支綸"象 分野
8.227 A246 ▲597

職葉鮨力開発
局
育成支援課

キヤリア形成促進助成金 7.232 7232 “業の廃止〈一

定期間経過後)

翻
← 瑚 雌 過ω

O聴 業能力評価推進給付金廃止
▲17.702千円
0地 域雇躍38発能力開発助成金廃止
▲ 1.168千円

3麗壼露露辮
自発的職葉訓

t(大
企業助

4768 9146 4.378 A64

労働基準局
助労者生活部
企画課

着働時間等設定改善援助事業 505 「業の廃上(菫
31こ) 鷲聯15綱躍朧鶴

|チームの所見】
ヒだちに廃止
:反映内容】
「業廃止

▲150 ▲150

０
０



老健局
介護保険II画
操

介護|.・付等費用通正化事業 ６３．０７モ嘲∽
６０．０２‐鄭側

事彙:ま継続する
が更なる見菫し
が必要

疑翻鶴躍甦著あ議魯職挽
べき。

男難師
より効率的て効果

曽
な

チームの所見】
る力く更なる見直しが必要

反映内容

呻醐ｍ

66.28〔
の内徴
(663)▲２．３‐‘州̈

１‘
椰

５‐

▲２．３い
い

健康局
生活衛生課

生活衛生営業指導贅補助金 527 事業の廃止(菫
ら:こ)

塁恩お贅禦生」蟄寝疑名路取竃挙
密に織査の上、

詈群
桑嘲 量鶴ξ響 淵獅暫

アゝ~な り購え』
発止

編響:凛謬ビi_公8Dプロセスにおいて廃止との

5 1 9 8 7 7 手円 い

A492 ▲ 19

医薬食品局
監視指導・麻
薬対策課

囃薬等対策推進贅(広報経費)
事業lま継続する
が更なる見直し
が必要 :書[漫

質野賢輔 鴛斯

【チームの所見】       ‐

藤 ヂ
業を一部見

腎
じ概

署
要求に反

摯
)

A24 A24

医政局
研究開発振興
慄 談事業

~企 業支援のための治な等48 事業の廃止(菫
ら:こ)

翼種:辞
めに目が予算事業

1立
ち上げる必

R勝零辱肴鸞
総合

,構
が本来の相談事

:チームの所見】
売上｀

:反映内容】
公鵬プロセスの結果を踏まえ廃止

36 A36 ▲36

建康局
総務課地域保
理室

地域保健対策強化推進事業 9
“業の廃止(菫
b:こ) i  蠅 攀

〔チームの所見】
斃止
:反映内容】
“内事業レビューの結果を反映し、廃止

▲15 A15

|



【農林水産省】

料鶏
所管部局 事業名

21年度 t*'|t'r+7
主な理由,コメンド

224魔 :
予算額|
IAI

犠
頬
Ｂ

２３
要 郵

計臨
薔 正 螢
弔 菫 洒 執行額 ´挙坤

0404
水産庁
増強推進部漁
堀資源課

資源回復・漁場生産力強イヒ事業 81542 3.542 抜本的政書

誓増輛 yゼ
滉轟餞覇耐許晨

:|::[:ili[言】慧:薔i:糞i3]
O 効 塁 が よ で鶉 ^ / 2 ‐い

【チームの所見】
抜本的改善
(類似事業との整理統合、交付ルートの見直
し)
【反映内容】
廃止

5,940 ▲5,940 ▲5,940

総合食料局
食品産業企画
課

食品産業環境対策総合推進事業 1,466 l,325 抜本的改善

獄F助
から

撃
責への方向へ移すべきてはない

RF省
庁の事業との連携.統 合が必要ではない

星:量 基ま″
ル ・ループを

,保
する方率が必

Rぶ F卜
事業の必要性に?い て見直すべきでな

?彙 警警露馨L、 「
術改良については最小限に::::::::l蓋::i:言言1::;i

毛E骨言言蓋I舌象省管異是子Zヨ〔Z`風整

2:[ξttri香妻母馨農I::i]豊曇F寧

▲106 ▲106

0226 中
興

局
部
振

興
策
域

振
政
地

村
村
間

震

爆

山

保

イ`オマス利用等対策事業 15,293 5,872 抜本的改善
:;:iI::[:言li:首lilIたこ1

3続基増専誰宅懲裂『ふiらえれば他の事審と

?糧:attP金のメ
ニュー、体系を見直すべき

【チームの所見】

磐亭労最雰島塁F合
、類似事業との整理統合、

【反映内容】
廃止

8,006 ▲&005 ▲&006

曖 切 颯 興 綺

整備部農地資
源課、水資源
課
生産局薔産部

震地の整鱗 (補助) 69.210 67,700

抜 本的改善
(費用対効長分析の

言言よ花「晉8漱進
しの防止 )

抜本的改善
t費用対効彙分析0
厳格化による0象 の
L点 t.コスト轟減,

興景量継幕想よF調
定されて

|ヽ
ない、費用対効

R[F的
計画の中できちんと整備計画を考える

抜本的改善

」贅雫謝観量P厳
格化、事業の零なる重点イ|、

【反映内容】
疹止

13,928 ▲13.928

贅村振興局
整備部防災
課、水資源課

費地の防災保全 (補助) 43.547 ::i:::::[『::]IIl][I:。
【チームの所見】

」賞雫謝酷量『
厳格化、事業の更なる重点化、

【反映内容】
3,918 4,109

林野庁
森林整備部整
鱗繰

藤林整備事業 (補助) 71,517 53,658

抜 本 的改善
(贅用対効果分額の
ほ格化.集的化施象
の養件化.契約のあ
り方 ・事葉撃薔の見
●し,

びぶぶF初
栞の「Et、個理をもつとすべ言では

:豊ill:!::|lli:i言::Il[
D入札方法の競争入札1ヒを進めふべ■

【テームの所見】
抜本的改善

イ
II暑翼警F;雰

?肇彙董転お賞書管チ
の要件

21,572 45.619 24,048

ｎ
ｕ



0392
林野庁
森林整備都治
山課

台山事業 (補助) 57,486 58,966

抜本 的改善
:優先産におした事
腱の■点化、コス|
Dあり方等)

0コ ス トの問題、事業の優先順位、補助金の配
分のやり方、そういったところが見えにくい。

アヽ~ム ″所兄J
表本的改善

が奪夕
度に応じた事業の撃点化、コストの

|リ

【反映内容】

29408 25,399 ▲4009

0484
水産庁
漁港漁場整備
部防災漁村課

畿港海岸事業 (補助) 7,987 6,740

抜本的改善
(緊急性におじた事
[実施地区の一層の
[点 IL)

0事 業の集中化をきちんとするべき。
O優 先順位をきちんとつけるべき。
O緊 急性の判断をしつかりとした上で事業を進
めるべき.

L ,一 ム の 購 見 』

阪本的改善
(緊急性に応じた事業実施地区の一層の重点
1ヒ)
【反映内容】          .

▲82

0485
永産庁
漁港漁場整備
部防災漁村課

漁港関係等災害復IB事業 3,435 3,316

改善
(レクリエーション
覇験の補助対象から
'除 外、事業の効率
し、コス ト嗣薇)、

0事業の効率化、コスト削減に努める。
0レ クリエーション施設を補助対象から外す。

【チームの所見】
改善

謙rネ巣ぉ墓単屁r警贅?節毀弾象
からの除

【反映内容】

::首墨桑i桑ぶ菫言[言言農重言[言言:姜
1 , 1 1 1 1,000 ▲111 A0

0228
農村振興局
醸備部設II課
計画調整室

腱地情報利活用推進事業 '397 3898 饉止

0必 要性がまつたく認められない。

P業重奎象ヒ悪なヒ曹禁蘇菫Pのであ
れば、国

【チームの所見】
廃止
【反映内容】
廃止

2,688 ▲2,688 ▲2,688

森黒轟塁営・

構造続計課セ
ンサス統計室

腱林漁案センサス 5,053 5,051
一部改善

(コスト鋼減、効率
い

塁塁晏基響曇9聖ヂ"鷲贅響υY碧甲管埋け
ていくこと。
0社 会環境の変化に基づく項目の見直しを行つ
ていくべき。

【チームの所見】
二部改善
(コストの削減t効率化)
【反映内容】

A942

0273

晨林水産技術
会議事務局
研究推進課産
学連携室

霞際奮量掌羹
産政策を推進する実用

6,516 6,439

抜本的改善
1事薬の位置づけの
竃確化.採 択基準の
L菫 し、公螢法人に
電施させている業務
り見壼し)

8晋篇2持学L撃震g暑期蓮ゑ1?お象言な
い 。

量霙登言碁う意:書曇撃歯警黛曇憑F発縮堂暮

【テームの所見】
抜本的改善

II黍書曇Fご婁是署
馨セt督ヽ桑霧雰貫量憲)

を詈言EEIE量曇褒:雪言意二量曇F農馨事
a126 5,208 ▲918 ▲918

晨林水産技術
会議事務局
研究陽発官
(食の安全、基
礎・基盤)

新産業展開ゲノムプロジェク ト 3,965 3,956

一部改善
(事業の位置づけの
場確化.遺 伝子組換
たに篠る致鐵との整
彗確保)

:重奮::II:I[:ま〔i:曽j:量:][:::貫
と

【チームの所見】
一部改善

」議案?勝菫暮縫農響警
化、遺伝子欄換えに係

【反映内容】

:I言:言::1:i営;18:[し'最:量
主婁『IE言『

垢履兌繁覇皐2霞,管撥墨畢墨

3,277 3,050 ▲227 ▲227



林野庁
林政部経営課
林案労働対策
室

緑の雇用担い手対策事業 7,677 7,677
接 本 的 改 善

(コス トの用議ヽ
Rス キームの見直
‐)

亭 8薯管ホ百査讚‡又響Fス
トが高すぎる。

O定 着手の増進を口るべき。
O全 森連の経費を青1減。

【チームの所見】
抜本的改善
(事業の効果の検証、全体的なコス トlll減、全

賛震議潟暮ヶ
事業のスキームの見直し)

糞憎善要晉[F:塁E彙菫t層今f:[F果も

雪裏案ま管「拿異菫策督泉壼享倉重撃履義彙黄

:群騒響:富暑琴茫土ち
菫賃?警実進「齢競警

0これまでの3年間の研修に加え、就業者の

:]菫::‡:::言:言::::::l貫切

2,858 ▲2.858 ▲2,858

0000

・安全局曝
費
物

濃

助 家畜伝染病予肪賓 3,500 l,523
改善

(家壺伝染鋼の発生
のヽお逮な封烙)

2鶴 蕩霙銀警鑽 段[季Fで亨るすう

::言i3ξ言]i:li:ま言[:ilしする【チームの所見】
改善

耀議言馨『の発生
への迅速年対6)

3,590 3.590

0061 贅費・安全局
助物饉生課

家畜缶生対策事葉 2,560 2,428

改善
(中央薔産会II由の
ぬ上.nt契 約の見
直し苺による厳駄の
H議 ,

::案ヨ黒言[EFi3首婁薔#[曇lすべ

:F馨学な
彗警毒嘉軍荘ヒF挙翼警議菫季交務

0随 意契約は見直すべき。

【チームの所見】
抜本的改善

」F似
事業との整理統合、交付ルー トの見直

【反映内容】

とな讐i■濾 _を経由せず、効41Lするこ
2,294 2,149 ▲145 ▲145

0065
消費・安全局
議水産安全管
理課

食の生産資材安全確保対策事業 739

一
部改善

く競争性の向上、
:川'Cとの役自分担
'見●しによるコス
ト鋼薇)

8型意黄燈碁慧驚与天讐fべ|。

3 : A I I Cの
予算と合わせて合理1ヒ・削減すべ 輝i【反映内容】

馨:言i:[i識
▲26 ▲71

0159 経営局
情造改善課

農業者年金事業 125,i32 124985

抜本的改善
(農拿者年金|1度の
あり方につぃて検
lt.支E方法.3葉
翼籠体"の改善)

:「
体の政策との関連を踏まえた制度とすべ

:P法
の役割が不明。監査は民間に任せるベ

員警1複[ナ薯吾覆嘗喜磐嫌学奮昔暮釜墓卜す

【チームの所見】
抜本的改善

1書 償貫言「
翼奨露豫胤38馨 i寸

.支 援方法、

::::]言i言言言首[[曇:【通:誉善I
125.760 :25.722 ▲38 ▲10

0165 経営局
構造改善課 農業委員会交付金 4,776 4,776

抜本的改善
(晨葉委員会のあり
'の性絆、活動の実
1性の向上) :[う言:il:こ貫豊重ζξ;翼ilSi澄

【チ,ム の所見】
抜本的改善

ぶ勝嚢需晨381/方
の
サ
討,1業 委員会の活

【反映内容】

な叢腰雰姜奪警書議し署省2潜勤奪畠F観
的

4,776 4,764 ▲12 ▲12



0093 振
備

産
整

畜
地

局
部
車
室

産
産
課
進

生
書
興
推

ll薔連携水田活用対策事業 5,404 5401

抜 本 的 改 善
(目48設定と成康=
この実施.臓 違●集
との整理 ・崚合.交
Jル ー トの見直し,

0成 果の測定をしつかりとする。
O他 の事業との整理をきちんとすべきではない
か 。

2査早美替F造
協議会を通す必要性 ・在り方を

【チームの所見】
臓本的改善

墨最督]蜃喜霧塁甲雰貫番想,類
似事業との肇

【反映内容】

螢『
活用所得補償交付傘に整理統合したため減

1,586 ▲1.586 ▲1.586

0094

生産局
畜産部書産振
興課需給対策
室

里合飼料価格安定対策事業 5,000 5,000
抜 本 的改善

(基金の遷正水準.
E用■の適■化、文
1ルートの見直し)

:チ
金については、今

一度必
奮

額の算定をすべ

2讐 憲ぶ「]讚 奪象まF零
等を賄っているの11

思繊繁i3基
金の関係も改善の余地、統合でき

R篠 薪 艮ζFttFす 1ば
安上がりにてきない

【チームの所見】
抜本的改善

f」警婁含2=雫あ貫響響;基
金の運用益の適干

【反映内容】

生産局
生産演通振興
課 目欝豊皇

上戦略作物等緊急需要拡大
4,082 3,694 廃止

0事 業の目的 ・効果が不明確。
O菫 ちに廃止。

2宇 線審f引
き上げを行うために他事業との達

晟鼻警警暑督[棲虚字英塁:｀
の補助|(必要か。

【チームの積見】
廃上
【反映内容】
廃上

2,718 ▲2,7:8 ▲2,718

0044 貿
局
組

料
金

食
部舗

鏡
界

た買入費 (食織麦) 300.798 158.912
改善

(SeS方 式の導入
金8t 颯ヽ民食leの一

目の費薇)

8:癸 喜F辞
細

:見
直し、コス ト削減の努力を

9ミ 曇F方
式の主要5銘柄への導入を早念IF行

0マ ークアップの引き上げを行うべき。

【チームの所見】
改善

議;BS方
式の導入検討、国民負

fの

一履の軽

【反映内容】

言:造警号鱗機Fつ
いてヽコスト,有"滅を行う

248,088 264083 15,995 ▲71

り
‘



【経済産業省】

シ一卜議
所管部局 事業名

21年度
‐公開プロセス・

の議 主な理由,コメント :ツ
・
柄 l「:T7牢議一

23年度

で

(

螢
績

正

菫

福

平 執行額| T臨

0356

中小企業庁
盤 螢 青 IE熱

出 用

記模事業対策推進事業費補助金

1国際化推進事彙
|(全国連上海事務所)

4301 4.04〔

廃 止
ただし.中国に攘ら
r.」ETRO:二よる中
小企彙支llに万金を
口す)

Э」ETROに 一元化すればいい
【チームの所見】
国際化推進事業:鹿止

ξ雷 鑽
支援センタ颯む動ヽまちから

鮮 轍 翻 朧 野

整清肇築3薪奎絣
現直し。事菫薯麟

【反映内容】

螂 會

4190 2,339 ▲1,851 ▲1,851

持産品銀路33拓支援センター

(むらからまちから館) 廃止し、自立化
Э自立に向けた効率化を行うべき
Э地方団体との重複を避けるべき
D年商5億の優良店鋪。国の補助は必要ない

営支援晨 、′1、

酎業塾・経営革新塾

室 今の 事 業 は 廃 二
(中小企業者の目拿
0経営革新のため、
籠に効果ある支lE策
を検‖.)

だ最通i尋ふ=ざ=豚曇
¬″:工"・'こしヽ=4

2蒲許,る
人を集め蒻業

13帆
では高い効果と言

8吾雙纂警摺騨懲護誡iま種

地域資源活用型新事業

抜本的改善
(支撮終了後.3象に
つながるよう見直し.
●拿者の負担引き上
′.3拿t効率化.,

0費 用対効果を検討、今後の在り方を見直してほ
しい

貴辞増
売0醤鐵畜ξ激

く
耀颯留

0769 特許庁
普及支援課

i適正化等指導事業委託費

案
小企業産業財産権出願等支

警
事

抜本 的改善
(公募条件を改善し、
―層nn争を●かせ
る。(分讚発注り ,

塞季薔轟欝す
より競争的に決定し.コスト繭滅を

【チームの所見】

鵬 驚は翁繋テ革寧
廃止

▲809 ▲800

案尖
企業等

,許
先行

摯
衛調査支援 抜本 的改善

亭業者に応分の負
口を求める.)

0受益者負担としてよい

P響置禽
葉が負担すべき。むしろ出願費用饉下げ鯛麟:驀響鶴島奈軍?贈

:反映内容】
廃止

▲526 ▲526

糧
域中小企業

智
的財産戦略支援事

廃止 Rぷ
願支援事業の訪F.5型相談で対応可能で:まな

Э民間の活動に委ねてよい

:テームの所見】

語
止(行政事業レビュー公開プロセスの結果反

1反映内容】
廃止

▲215 ▲215

0597

貴漂エネル
ギー庁
資源燃料部石
炭課

コ際石炭利用対策事業 1322
廃 止

(In崚"策 を行うため
■に実効的な政策を
出餞すべし,,

P掌ミ要
献による技傷移転であれば、oDA予算て

塁農軸 17年
間経過した後、

【テームの所見】

畿
レビュー公開プロセスのゃ果を確

:反映内容】
廃止

▲170 ▲170

0612

資源エネル
ギー庁
省エネルギー・

新エネルギー

政策課

現最誓覇森隻
ギ~・省エネルf―ビジョ 679

廃 上
(COな麟減に向けたス
マートコミュニティ作り
こ向けた知意を出す
べき.)

]震曇
が分からないものに、国のお金をバラまくの

難鶴貧モ編締
【チームの所見】

轟朧 ィ
ビユー公開プロセスの結果を確

:反映内容】
廃止

A500 ▲509

24



0304 経
庁
部

業
援
課

企
支
援

小
営
支

中
経
営

助

中小企業活路隣拓事業

1,015

抜本的改善
(■に必■な事業を1
にに審査。予算の効
事“用.効果の検
饉。)

2薔 看貫警子
を検証でする事業に絞り少額配賦は

0不 用率が高くt補助なしても行える

是学民響
な運営力くされるようインセンテ″ブ等を設

鮮 2議霜:馨雲剛 騨 織 轟

轟籠議署総 ま辮 業者が的確な情
模倣品対策:廃止

ご
国人研修・技能実習制度円滑化推進事業:廃

【反映内容】

酪戸鉾鶏琴馨朧蹴贈
郵雲酪限篠魏轟穂鋤酸♂ヽ
,。

こ亀羅臨酵摯l饉騒漂笠F期

▲430 ▲238

自公需受注対策
廃止

中小食率が●"な
「||が||られる方策
F■l_検ll。)

鼠蘇留
レィイ1泄社ずつている中、錐のま

朧
手すのではなく、より実のある体制がて

腱倣品対策事業
廃止

11格庁との■相をll
9。)

0特 許庁の事業との調整の必要

]讃激恩蟹
統合。またt規模が小さすぎて意味が

建晃金霙
修・技能実習制度円滑化

廃止
O今 後の必要性が明確でなく、一度廃上してゼロ
ベースで見直した方がよい。

0065
貿易経済協力
局
技術惚力課

海外開発計画調査委灘費 2.650
抜本的載春

(戒筆辞いの発突.餞
争性自上。)

暑曇鮒
な日本にとっての国査を明確に定義した

呂房野
性的な基準を設定し、アカウ

ィ
タヒ
・
リティを

【チームの所見】

績摯意まぶFユ
~/AN闘プロ奪奏メ懲農憾襲臭

「
濃

【反映内容】
1,995 1 500 A495 A495

資源エネル
ギニ庁
省エネルギー・

新エネルギー

部新エネル
ギー対策課

対

磯鶴
動韓わずガス自

2i725

廃止
0普 及効果が期待できない
0補 助事業の相手方選定の根拠が不瞬確

【チームの所見】

感彗譜翼彊蓑」厨亀鍵奎イ
ビユ=公開プロセスの熱

1反映内容】

[
痰爵:硼 識i蠍:

1330 30379 29,048
燃料供給設備

廃上
次世代自職車の“ス
マ=に 向けた対応策
鬱考えるべc●.)

クリーンディーゼル自動車(車体) 抜本的改善 塁
補膀の

彎
模が効果

彎
ではなく、抜本的改善が2

Э真に効果のある制度を再構築する必要がある

0591

資源エネル
ギー庁
雀エネルギー・

新エネルギー

部新エネル
ギー対策課燃
料電池推進室

燃料電池システム等実証研究 抜本的改善

隋 el、露テ史ξ
責任を明確化した形で、補助畢等を再検

:チームの所見】

』目話兵繁ξ窒ヤ
ピユ~公開プロセスの結果を確

:反映内容】

楊 輻 孵 熙
▲870 A870



産業技術環境
局
大学連携推進
課

産 ヒ技術人材育成支援事業

|

高度金融人材育成事業
廃 止

人材■咸は大0なの
C、切りClを変え.新
しにしっかり検討。)

Э民間の自主努力に委ねてよい。民案圧迫

チームの所見】
廃止
反映内容】
平成22年度で廃止

▲48 ▲48

じ案家人材育成事業
廃 止

人樹育成は大0な の
し、切リロを変え、新
三にしっかり検お。)

3景習ょFえ
る事業。金融・

摯
制面のインセンティ

チームの所見】
廃上
反映内容】
平成22年度て廃上

A48 ▲48

:―
ビス産業産学連携人材育成事

廃 止
(人事責咸は人事なの
で、切りrlを費え、鋳
たにしっかり検欝。)

累鱚笙後縦∬轟配Ftξ効動構えない。産秦
テームの所見】
廃止
反映内容】
平成22年度で廃上

A126 ▲126

丁人材育成強化加速事案
接本的改善

費用対効果.民に任
オられないか、との観
議で。)

R最念事実ξ
普及・横展開、自立できるよう体本

蹴 ま蹟全鸞選誓潜暫野を
て定着する仕翻 甲翻搬鵜

:反映内容】

轟 蒻 棚 畢躍鰈
146 A146 A146

0491

資源エネル
ギー庁
電力・ガス事
案部
電力基盤整備
課

中小水力・地熱発電開発費等補助金 2172 1888 廃上を含む抜ホ
的改善 景:書爵鸞『塁鼻l置籠多繰交撃夕驚牌″監暦

【テームの所見】

譜馨富契lttV諄電驚種イ
ビユ~公開プロセスの経

【反

餞源みM、 鶴(後年度負担 1続)。また、事業
置を22年度で廃

整盤 馨響 牌 轟

1.973 1192 A731 ▲781

0438

資源エネル
ギー庁
資源燃料部石
油流通課

購造改善円滑化事業費 1 700 1.170 発上を含む抜本
詢改善 ?奮晨葛躇義課番Fヽ

GS経営者のニーズと言離

【チームの所見】

』≧昌訴ヂ腰蔓多ピユ
~公開プElセスの結果を確

【反映内容】
▲962 A962

0505

資源エネル
ギー庁
資源燃料部石
油流通課

墓
効率厨房機器普及促進事業費補助

饉 止

R虜鸞鍵聰
が一率が「くホ績

謎霧隷鶴爾驚格t机

テー ム の 防 見 】

騨 ィ
ビ三―公llEプロセス?結果を確

1反映内容】
廃止

A325 A325



【国土交通省】

シ一卜器
所管部局 事業名

21年度 ↑|ワZ畠諄千 「TIT訂171TI
n+E
?tm
: . 4

魔
額‥
一

年
求
Ｂ

２３
要薇正後

予笠撻 摯=韓| 臨“一・
0277

鉄適局
鉄道業務政策
課

欧道駅移動円滑化施設整備事業 1.2∝ 事業の廃上 曇‡雛簸節薔麟留艦冨
【チームの所見】
事業の廃止⑤

場案僣屋幾」
ヒ補助制度との統合等予算執行の

【反映内容】
本事業は廃上

▲ 72( ▲ 72(

住宅局
住宅生産課

地域本造住宅市場活性化推進事業 事業の廃止 8をFと鍔蒼ξ駐議
はご彗頂い下いる

【テームの所見】
廓業廃止 ②

塩晏闊
署7号

:趣

細
■

略の

“葉廃止

▲ 55( ▲ 55(

0219 道路局
口遺・防災課 遠路事業(直轄・維持管理) 286.68` 286.64( 抜ホ釣改善 鶏籠舒裁畢鍾議鮫驚ξ意盆

【チームの所見】
抜本的改善③、⑤

勝翻鷺震累誕壕欝
難:雪厨騒

iど湾ギ葛嘉めざ
靭 =基メ 民蔭競争入穣機

難鐘蹴 隻針誉簑は隣盤

208928 208928

0303
港湾局
計画課
技術企画課

巷湾施設長寿Itr化lt画費 2.941 抜本的改善 ]瓢錯卿 難挙ilξ:こ
れ憑雷重:爆聾複欝象港湾の絞り込み、これまで

【=映内容】

碁麟 電 臨 錨 群聾窺 課
▲ 4( ▲ 4〔

0092 画
局
計

画
方

計
地

上
雄

国
広
澤

ム域地方計画推進のための連携支援鍔 事拿の廃止

―旦廃止

Э改めてゼロベニスで検討。

琲 亀諦
事業廃止

▲ 191 ▲ 19〔

0031 唸合政策局
交通計画課

地域公共交通活性化・再生総合事業 :貴重轟豫香零「3鶴翻
【チームの所見,一旦廃上(③・④)

協彎Ψ
"変需オ妻L璃静:乃晶鳥酷難 子

402( ▲ 402C ▲ 4.02(

27



河川局砂防部
砂防計画課
保全課

地すベリ対策事業 21.54G 一部改善 塁籟 需貶 臨

【チームの所見】
一部改善 131、④、⑤

亀Zζttlalel等
のLIL「量総慧議 紅解

【反映内容】

靡 壽檸醐鶴の立
騎

労働省と連携し、都道府県に対し文書通知

鍮轟覇硝i夢蹴慟顧

▲ 2

0478
観光庁
国際交流推進
課

ビジット・ジャパン・アップグレード・プロ
ジェクト 4.791 4.53( 抜本的改善 :il:季農菫奪           虐見

【チームの所見】
抜本的改善 ②・④

l震讃鷲暑F検
証、事業の重1化)

東アジア4市場〈韓囲、中国、台湾、香港)へのプロ

,。

8、991 9.298

0243 課
整

築
宅

建
住

局
地
地

腱
赫
柿
腱

住宅・建築物安全ストック形成事業 21,93' 17_901 抜本的改善
陰8暮葛曇昌品轟蚤墨義叡篭ア

ドアジ模摯
湧挙警

織誹熙蹴鮮奮
彗を籍職=驚甕舞夢賢雀ぽ

2,70C 7側 4.3∝

0494
気象庁
地震火山部火
山課

火山観測 4.027 抜本的改善 :書言言曹:貰ま「房錆鑽蔀喜出灯

【チームの所見】
敲本的改善 ⑤、⑦

婆驚声
等l―~よる予算の効鯉電喘訴種hi馳 島凛ォ

:反映内容】

會覇攣鶴鶴偽1鍛協装驚還存
▲ 3 ▲ 2〔



0357 海事局
総務霧

(独)海上枝衛安全研究所運営費交付
金 2.94フ 抜本的改善

O民 間企業や大学との役割分担を明確1とした上
で、事業の重複の排除、共同研究、競争的資金の
活用、自己収入の拡大等を国るべき。

【チームの所見】
抜本的改善 ⑤、⑦
(事業の重社の排除、共同研究、tt争的資金の活
用、自己収入の拡大等)
【反映内容】

麗2豊激脇翻囃動靴麺
・競争的資金の活用等による自己収入の拡大

293〔 ▲ 71 ▲ 14

0059
鯰合政策局
建設市場整備
課

建設市場の整備の推進 二旦廃上 7震難僣翡織憑鰯獄智
で、より実効性のある施策を再検討。

:チームの所見】
―旦廃止 ①、F31

臨
まえた見直し、より実効性のある事

:反映内容】
“案廃止

A17( ▲ 17(

0147

都市・地域整
備局
都市・地域安
全課

都市防災関連事業 4.071 抜本的改善 :轟瓶艤患鐵羅警「
う

【チームの所見】
抜本的改善0、④

黎 欝

鏃 螺 鵡脚

▲ 3(

自動車交通局
総務課 畠

動車検査登録事務所等の権撃の整
1 抜本的改善 !諄鞭馨翻覇亀

【テームの所見】
版本的改善③

脇 農場『
つて整備。事務所等の集約・

【反映内容】

l                         i
▲ 542 ▲ 54:

都市・地域整
備局
公園繰地・景
観課
景観・歴史文
化環境整備室

景観・歴史的燎境形成総合支援事業 1 , 0 0 0 ―旦 廃止 翠鐸議酪轟舞:鍾糧ゞ撃な

【チームの所見】
―旦廃止①、④

電製

:董            薫:
35C ▲ 26 ▲ 26

0515
海上保安庁
装備技術部船
10課

巡視船艇の整備に関する経費 34.30〔 3067` ―椰改善 :評輪 譜藷》ξ鶴蠅:

【テームの所見】
一部改善③、O

I震僕腐gr壼
、事業実施

?効
率化)

響
24458 29.19' 473g ▲ 2.24〔



航空局
空港部計画課

一般空港等整備事業(補助) 11,148 10,316 抜本的改善 :蘇:ζ鞭 婁呻

【チームの所見】
阪本的改善 ④

鷺蔓殺漏品置″
や空港運営の透明性を促すため

:反映内容】

1右記の額は直轄・補助の合計)

38.96( 28536 ▲ 1043( ▲ 1,04“

土地・水資源
局
国土調査課

地籍調査 14.37( 14.39〔 機本的改善
2ぎ懇:1票a欝す

をと設鶴高臨 く

【チームの所見】
抜本的改善0

舅R曝講
とら黎騒織轍

【反映内容】

孵よ露獣欝翻雲襲撫
12.591 1356 ▲ 73(



【環境省】

澤鶏
所管部局 事業名

21年度|

↑需 | 響 瞥ヤ
度
額
―

密
霧
‐ｔＡ

奪軸一

(

1儒ニ
|=饉 執篠 警一．

lデ農腋

098

水・大気環境
局
土嬢環境課

釜紺
シン類看染土壌浄化技術等確

抜本的改善

9察轟 覇■直さ午嗅ソ、案摯性が

:鶴饉器喜IF:電製魏
?R縫臨 証]鑽増

‐ヽ

【チームの所見】
抜本的改善

村懸      簸 聾驚

396
(「ダイオ
キシン類
汚築土壌
争化技籠

▲42
(「ダイオ
キシン額
汚彙土増
浄化技鮨
等確立額
査Jと「市
街地上fR
汚彙対策
費」の合
計)

▲101
(「ダイォ
キシン類
汚染土壌
争化技術

等IE工 鋼

査Jと「市
置旋 土j8

零燿 工 酵

饉」と「市
磨節 +12

号彙対策
饉Jの合
ll) 簿嬌，

汚

饉

汁

廃棄物・リサイ
クル対策部
衛環型社会推
進室

地域からの循環型社会づくり支援事業 廃 止

黎
塁錯錮鼎i轟凝鑽

毯費1投入して事

誌『れも尋躍 圏t雰1ごぶ

【チームの所見】
廃止

:』言増鬱
当C封

丁
甲む饗 A29 ▲29

自然環境局
国立公園課 職品

環境等浄化・安全対策緊急事業費
120 廃 止

抜本的改善

星企出躙
面の強化による自

弯

・長薇保

【チームの所見】
廃止

【反映内容】
廃止

▲120 ▲120

206
畷境保健部
環境リスク評
面室

t,/r-+rlfs€gt* :碁菫曇基馨鐸翻た麟
塁各噌

取量調査、国
甲

動向機

【テームの所見】
販本的改善

語薫轟塞拿鎮誓資書設臨 麗雰法
:反映内容】

露認書轟霊留躍 畿喜里轟こと
こより、事

▲36 A36



地球環境局
地球温暖化対
策課

地域協議会民生用機器導入促進事業 廃止 :i:【[:i:::::I]1重ま]:lli[
呂豊踏基驚古覧暑aぶ隊彗:デ

メリットも含め、制

【チームの所見】
廃止

雄議夏量鷲¨塁需盤鼻壇議戦
【反映内容】
克止

A326 A326

総合環境政策
局
環境教育推進
室

裁が家の環境大臣事業 抜本"改 善

量萎扮醸巻躙 '
,

【チームの所見】
抜本的改善

蒻轍 紳 160
(「棄が家
の環境大
臣事業」
と「こども
エコクラフ
事業Jの
合計)

17
(「裁が家
の環境大
臣事業」
とrこども
エコクラブ
事業」の
合計)

▲79
(「我が蒙
の環境大
臣事業」
と「こども
エコクララ
事業」の
合計)



【防衛省】

澤器
所管部局 事事名

21年度 今躍嘱品まう
・|●‐■|■■ |■
主な澤自:コメント な議Ｆ

囃鱒，
餃
鍋

止
菫

薔
奪 執行額 ●B―A l尭晨麟

隆理装備局
壁船武器課
防衛政策局
防衛針画課

甲類(装甲車):87式 偵察警威車 270 一部改善

是恵キ豊憲越曇島:議菫:舞;C翼達確保等を勘

3務聾覇手貨ξFめ
た総合的かつ中長期的な彗

辟彎副琶隻釜農喜禁「こζ
ス契約を統合するな

【反映内容】

305 ▲179

2

局
　
局
課

備
蹂
策
画

装
機
政
計

理
空
衛
衛

経
航
防
訪

機
機
機

空
空
空

航
航
腕

(輸送ヘリコプター)cH二47」A
(晴戒ヘリコプター)sH-60K
(輸送ヘリコプター)cH-47」

349,0 一部改善

Oライセンス国産のメリットが感じられないtライセ

綺裂尋警ぎ
入との定量的な比較があればもつと

9鍵
異
?調 達

,な
どを調ベコストlll減の努力を行

昇学彙撃了

~タベ~ス化や民生品の活用などを検

響覇豚綜剛 導、麗鷲紺ヽ

:
【反映内容】

31872 11:67 ▲2Q706

3

隆理装備局
システム装備
濠
防衛政策局
防衛計画課

誘導弾
MD)

ペトリオット・システムの改修(B
64.067 62.592 ―椰改善

交蟹
れだけに自主||に鐘しいコス|チl房勢

0当面現行方式がやむを得ない面があるもののラ

ふをで を含めてコスリ明確化と圧縮化をは

:

【チームの所見】

46:46 :4254

隆理装備局
艦船武器課
防衛政策局
防衛61画課

平成19年度海洋観測艦 9.995 ―郷改善

雛 鶯 1黎 麟廣
につながって“

:                  [

:テームの所見】

1反映内容】

5
人事教育局
人材育成課

教育議1繊履修給付金 96 抜本的改善

:議奢県1魁き有用
で3器蔓雪勇理ぎ理ゼξ訊

:チームの所見】

9

6
局
課

育
成

教
育

事
材

人
人 募集事務地方公共団体委託費 抜本的改善 ]強 鰺

金額の見直しによる削減

▲ 0 ▲ 0



ア
人事教育局
嘔生課 特別僣受宿合 10589 lQ527 薇本的改善

3爆事梁ξ
算枠の

中
で特別借受宿舎を早期全部

躍暑昌釜蓼ξた塁
組合連合会との契約内容や条

【チームの所見】

選歯言露界引懸fユ航

11 12123 352

8
人事教育局
断生官

医療施行費 10.790 ―椰改善
塁圏 聯 鰤 奈j錨
0コスト感覚を高めるべき。

調憲装鶏諏讐P度
?源覇漂ξ硼諄兵氏晨亀

【チームの所見】

1反映内容】

」懇霜営野暦裏鴛理蹟雪趣響勘嘉
)の採用及び後

10`785 10807 ▲163

9
隆理装備局
施設整備課

整備補給施設整備 17.525 15.196

―郵改善 :                    l£ 管菫婁編幹
経費削減、既存施設活用(改修)

7804 10.368 2.564 A19

隆理装備局
鷹設整備課

ヤ舎整備 10.192 9.198

:反映内容】
既存施設活用(改修)による経費削減

11615 :6135 4.521 A29

11

経理装備局
システム装備
課
運用企画局
情報通信・研
究課
経理装備局
施設整備課

堕響
情報通信基盤ODの

1財
確 統

D:lDeFenso infOmatiOn in,astructure
:5.071 抜本的改善 ;М畢機難籠攣

Rtti体
としての情報通信インフラ整備を検討す

【チームの所見】

1通 機能の集約

17630 21,183 3.553 ▲67

34



12
疑理装備局
航空機課

RAN(航 空機定期修理)経費等 28965 21.793

) 一部改善

:チームの所見】

:藝T 22.899 ▲348

陸理装備局
壼船武暑課

主機年オーバーホール経費 7068 6808
ど辮 魔 令懲f麟麗 獅 騰
っ延雷募脂面馨§累編虜臨獅鷺身

,き

:修
理間隔

修理時期の先送りによる経費削減

4464 ▲ 1.961 ▲105

睦理装備局
肢術計画官

次世代着水艦用ソーナーの研究試作 1.502 1502 ―椰改善 8蘊 美曹F明性のP上により、
一錮

0競 争環境をつくる努力を引き続き実施すべき。

きである。)
【反映内容】      ‐

崚理装備局
肢術計画官 肇

ストセル計装制御設備のうち制御装置 一部改善
§雰1き評

獄警蠍 満糧鷲奎蒻震
°

【チームの所見】

地方協力局
周辺環境整備
課

障害防止事業 17,746 13219 ―郵改善

躍鮨
を客観的・定量的に把

「

♀更まrが
生じないようェ事水準のレベルを見直

R嵩群響糠 藤を貫齢負:Tの師

【チームの所見】

事業の見送り・縮小による経費削減

13579 13304 A275 ▲503

地方協力局
防音対策課

移転措置事業 16.500 13.038 一部改善 ;:i
′
EE盤奪月碗'3鶴鶴 馳 I

lQ661 3224 ▲2438



行政刷新会議「事業仕分け第 3弾 」
インターネットライブ中継にご協力くださる事業者を募集いたします

【募集期間:10月 1日 (金)～6日 (水)】

内閣府行政刷新会議では、以下の日程で事業仕分け第3弾を実施いたします。

前半 :特別会計を対象に 10月の最終週 (25日(月)から30日 (土))の4日 間

後半 :再仕分けを対象に 11月の第 3週 (15日(月)から20日 (土))の 4日 間

事業仕分け第 1弾 ・第 2弾 に引き続き、現場にお越 しになることが出来ない方も含め、より多く
の国民の皆様に編集のない事業仕分けをご覧いただき、行政の仕事やその課題をご理解いただくた
め、インターネットライブ中継にご協力くださる事業者を募集いたします。

● 応募の条件

1.応 募および実際の動画配信は、一事業者によること (複数の事業者共同での参加は不可).

2.自 社もしくはグループ会社のス トリーミングサーバーを保有し、そのサーバーにて配信する
こと                |

・瞬間同時アクセス数約 2万 ～3万 に耐えられる容量があること。
・サーバーダウン等の責任は協力事業者で負うこと。

3.第 1豊理仕分け期間の全日程についてsラ イプの動画璽信を行うこと
・上記日程の計 8日間、原則終日。具体的な日時については、後日発表。
・仕分け作業は、2会場で同時に実施。両会場について中継を行う。
・仕分け作業に加えて、開会式、閉会式、記者会見等についても中継を行う。

4.「 3Jの 条件 (同時!二複数のライブ中継等)に 類する実績があること

5.撮 影機材、スタッフ等の手配を行うこと
・撮影機材やスタッフの手配については、複数社による共同の実施を可とする。

6,コ メ_ント掲載機能およびコメント運動機能等がある場合にはt誹 謗 ・中傷等に対する適切な
対応をとること             ^

7.中 継画像と同一のウエブページ内に、事業仕分けと関係ない広告や他のコンテンツヘのリン
ク等を掲載する場合には、それにより事業仕分けの議事内容に疑義を生じることのないよう配慮
すること

8.二 ≧ョrド した動回ファニル(FLV形重とHpeg2形式の 2種 類両方)を記量基体 (DVD―R、CD―R
等)1二収録の上、各目終了後 5日 以内に行政刷新会議事務局に納品する準備があること。

・記録媒体は各日2枚納品すること。実際の納品については、協力事業者が複数の場合、日

=テ ーションを組むこととする。
・納品された動画は、行政昴1新会議ウェブサイ トや政府インターネットテレビ等に掲載する
ことができるものとすること。

口FLV形式のフアイルは、アスペクト比を 4:3(ハ イビジョンカメラの場合は 16:9)tピク
セル数を320*240(ハィビジョンカメラの場合は480:270)、ビットレー トは映像 300kbps/

音声 64kbps以上とすること。
・Mpeg2形式のフアイルは、アスペク ト比を4:3(ハイビジョンカメラの場合は 16:9)、ピク
セル数を720*480、ビットレー トを8Mbs以上とすること。

・1事業毎にファイルを分ける(1コマ 1ファイルとする)こと。



9。その他、行政扁1新会議事務局担当者や他の事業者と連携 ・相談の上、動画配信を行うこと

● 協 力事業者の選定

会場のインターネット回線数や容量、カメラ位置等に限りがあるため、多数の事業者からの応募
があつた場合には、上記応募条件を満たす事業者のうち5社 を選定いたします。その際、好まし
い条件は以下のとおりです (応募の必須条件ではありません):

・ 瞬 間同時アクセス数の実績がより多いこと
・ 動 画の開覧に会員登録が必要ないこと
口 中 継終了後、動画がアーカイブ化され、一定の期間閲覧が可能であること

● 協力事業者には、以下の環境 をご用意いた します

1.行 政扁1新会議ウェブサイ ト内に、ライブ中継サイ トヘのリンクを設定

2.会 場にインターネット回線 (各社最大 1回線)

3.各 仕分け会場内もしくはその周辺に、机と椅子等の所要の設備    ‐

4.各 仕分け会場でのカメラ位置を優先的に調整 (状況により要相談) .

● 募 集スケジュール

10/1(金)  募 集開始                           ′
10/6(水)  募 集受付締切 (18:00迄)
10/6(水)～  選 定作業
10/15(金)迄 結 果通知

以後随時   行 政刷新会議事務局と打ち合わせ、会場下見等

● 募 集参加方法

所定用紙にご記入の上、10/6(水)18:00迄に、行政刷新会議事務局までファックスもしくはE―lna i l
でお申し込みください。

● お 問い合わせ先

内閣府行政刷新会議事務局 井 関、上村、石川(絵)        ´
Tel: 03-3581-1208    Fax: 03-3581-4611



業 者 名

ご担当者名

電 話 番 号

〈FAX〉03二 3581-4611

くE―mail〉3 shiwake.uketsuke_atmark二caoo gO.jp
※「atmark_」部分を半角アットマークに変換してください

行政刷新会議事務局 井 関、上村、石川 (絵)宛

行政刷新会議 「事業仕分け第 3弾」

インターネットライブ中継 参加申込用紙

運営サイト名

役   職

E― mail

1.類 似のライブ中継の実績 (複数ある場合には、項目を追加 し、瞬間同時アクセス数の多い代

表的な事例を最大 3つ記載 してください)

・ 中継内容 :

・ 中 継時間 :

・ 瞬 間同時アクセス数 :

・ ユ ニークユーザー数 :

・ ア ーカイブを閲覧出来る場合の URL:

2.撮 影機材等の配置計画 (カメラ台数、設置希望位置、中継基地の要不要、など)

3.コ メン ト掲載機能等の有無。有の場合、その詳細

4.ラ イブ中継閲覧のための会員登録の有無。有の場合、登録内容

5.ラ イブ申継終了後のアーカイブ化の有無。有の場合、アーカイブ化完了までの所要時間

6.そ の他t特 筆すべき事項やアピールしたいことがあれば記載してください。

め切′り :10月 6日 (水)18:00



行政刷新会議 「事業仕分け第 3弾 」における広告主を募集 します

平成22年 9月 30日

内閣府行政刷新会議では、10月 25日 (月)か ら30日 (土)の 中の4日

間 (前半)と 11月 15日 (月)か ら20日 (土)の 中の4日 間 (後半)に 、

事業仕分け第3弾 を実施いたします。

今回の事業仕分けでは、本行政刷新会議の取組をより多くの方々にご理解頂

くとともに、開催費用の節減を図る観点から、会場での配布資料、事業仕分け

第 3弾 用ウェブサイ トに広告の掲載を希望される広告主等を募集します。また、

事業仕分け会場において、評価者等に提供する飲料をご提供 してくださる団体

を募集します。   |

1口 広告媒体等の概

(1)会 場での配布資料

印 刷 部 数 各 日約 2000～ 2500部

募集団体数 前 半6団 体、後半6団 体

前半と後半の両方に応募することも可能とする。

(2)事 業仕分け第3弾 用ウ土ブサイ トヘのバナー広告

掲 載 期 間 10月 20日 から11月 30日 までを予定

募集団体数 10団 体

(3)評 価者等に提供する飲料

提 供 場 所 事 業仕分け会場の評価者の机上等

募集団体数 前 半2団 体、後半2団 体

前半と後半の両方に応募することも可能とする。

提 供 数 量 1団 体あたり500本程度 (前半と後半の両方の提供も可)

2.契 約形態

上記 1.(1)～ (3)に ついて一般競争入札により選定された者との歳入

契約とする。



3.入 札説明書等の配

配布時間 平 成22年 10月 1日 (金)～ 8日 (金)ま で

配布場所 内 閣府本府庁舎1階 内閣府大臣官房会計課入札説明書配布窓口

4日 入札の日時及び場

日時 :平成 22年 10月 12日 (火)

※各案件の開始時間については入札説明書に明記

場所 :内閣府庁舎地下 1階入札室

※詳細は入札説明
:書

に明記6

5.問 い合わせ先

広告主の募集について

行政刷新会議事務局 轟 、井関

TEL 03,3581,1264 .  FAX 03‐3581-4611

契約関係について

内閣府大臣官房会計課契約担当 金 子、錦織

TEL03-3581-4449(I自週ヨ)FAX03-3581-2267



行政昂1新会議 「事業仕分け第3弾 」における

学生ボランティアを募集します

平成22年 10月 1日

内閣府行政刷新会議では110月 日11月 に事業仕分け第3弾 を実施

いたします。内閣府行政刷新会議事務局では、以下のとおり、事業仕分

け第3弾 の運営に御協力いただけるボランティアの方々を募集いたしま

す。

1.ボ ランティアの内

事業仕分け第3弾の実施会場において、内閣府職員の指示に従つて、

資料配付、参加者受付、会場案内等の補助業務を実施していただきます。

2.応 募対

大学等の在学生5名 以上のグループ

31事 業仕分けの実施期

(1)実 施期間
日 前半 10月 25日 (月)か ら30日 (土)の 中の4日 間  ~
・ 後半 11月 15日 (月)か ら20日 (土)の 中の4日 間

(2)実 施時間
口 各日とも午前 8時 から午後 8時 頃まで (準備、後片づけ、休憩時

間等を含む):

※ な お、具体的な実施日はt前 半は10月 8日まで、後半は10

月15日 までに決定する予定です。決定し次第、行政刷新会議ウ
エブサイト,(httplノノ… 。cad20。ip/sasshin/)で公表いたします。

4.実 施会

具体的な会場は、前半は1

決 定す る予定です。決定

0月 8日 まで、後半は10月 15日 までに

し次第、行政刷新会議ウ 土ブサ ィ ト



(httptil…lCa。.2o.ip/sasshin/)で公表いた します。

※なお、会場は、以下の公募条件を満たす会場の中から決定する予定です。

1 東 京 23区内で、国会議事堂 (千代田区永日町 1‐7-1)から最短ルT卜 で 10

キロメTト ル以内かつT般 道利用で30分以内の距離であること。

・ 最寄り駅から徒歩 5分 以内であること。それ以上かかる場合にはt直 通バ

ス等が運行されていること。

5.応 募方法
「事業仕分け第3弾学生ボランティア応募用紙 (①及び②の2種類あ

ります。)」:に必要事項を記入し、10月 14日 (木)18時 までに

以下の電子メールアドレスあてに送信してください。送信の際は、:件

名に 「事業仕分け第3弾学生′ボランティア応募」と記載してください。

<EⅢ ail> g・■iWttC‐3.v01unteeL♪ark caO・gojp
※送信の際は、「血mrk」部分を半角アツトマークに変換してください。

6.参 加者の決

(1)書 類選考          |

書類による選考の後、応募用紙にて登録して頂いたグループの代表
i

者の方の PCメ ールア ドレス (PCメールア ドレスが無い場合には、携

帯メールア ドレス)に 選考結果をご連絡いたします。

(2)面 接選考     :

書類選考を通過したIグループに対して必要に応じて面接選考を行い

ます:選 考結果については、 (1)と 同様にご連絡いたします。
・面接日 :10月 19日 (火)～ 21日 (木)(予 定)

.     (14時 ～1色時頃を予定。)
■場 所 :中央合同庁舎4号館 (東京都千代田区霞が関3-1-1)

フ.参 加の条

(1)参 加者には、1参加決定連絡後、事前に、参加にあたっての遵守事

項 (別紙 1)に 関する誓約書を提出していただきます。

(2)参 加経費 (交通費 (面接を行う場合の交通費も含む。)t滞 在費、

保険料等)に ういてはt原 則と̀ して各自で負担していただきます。

ただし、ボランティア参加日の昼食は支給します。



(3)ボ ランティアヘの参加に際しては、災害傷害保険及び賠償責任保

険に加入していることを条件とします (参加決定連絡後、事前に写 ,

しを提出して頂きます。)。
|       ‐

※ 応 募に際しては、学業に支障の無い範囲内でご応募ください。

※ な お、実施期間中連続する2日 以上参加していただけるグルニプ

を歓迎します。     ｀                 ‐

8.問 い合わせ

内閣府行政刷新会議事務局 上 村、井関、石川 (絵)

TEIノ03-3581-1208     FAX 03…3581=4611



(応募用紙①)

行政刷新会議 「事業仕分け第3弾 」ボランテイア応募用紙①

(フリガす)

代表者氏名

原則として、グループの代表
あてにさせていただきます。

電話番号

メールアドレス PC 携帯

グリレープ名 メンバー数 名

※選者結果の連絡等、今後のご連絡は
原貝」として、グループの代表者の方

◆代表者の方を含め、応募されるメンバーの方全員の氏名等をご記入<だ さい。

※応募対象は5名 以上のグループです。

◆グループで参加を希望する日にOを つけてください。

(事業仕分け第 3弾 前半)

由10/25(月 ) □ 10/26(火 ) □ 10/27(水 ) 日 10/28(本 )

□10/29(金 ) □ JO/30(■ )     |

(事業仕分け第 3弾 後半)

□11/15(月 ) □ 11/16(火 )

□11/19(金 ) □ 11/20(上 )

□11/17(水 ) □ 11/18(本 )

※1グ ループのメンバー全員が参加できる日を選択してください。

※2連 続する2日 以上の日に参加が可能なグループを歓迎します。

※3学 業に支障の無い範囲内でご記載<だ さい。  .    :

氏   名 性局」 所属 (大学 ・学部名等) 学年 年齢
４

‥

2

3

4

5

6

7

8

9

1 0



(応募用紙①)

◆グループのPR等 について記載してください。

【応募にあたつての留意事項】

◆応募用紙①は各グループで 1枚 を記入してください。

`応 募の際は、グル■プの代表者の方が、応募用紙①と応募用紙② (グループのメンバ

ー全員分)を とりまとめ、応募先までご提出<だ さい。

◆参加決定連絡後、事前に、参加にあたっての遵守事項に関する誓約書を提出していた

だきます。

◆参加経費 (交通費 (面接を行う場合の交通費も含む。)、滞在費、保険料等)に ついて ′

は、原則として各自で負担していただきます。ただし、ボランティア参加日の昼食は

支給します。    |

◆ボランティアヘの参加に際しては、災害傷害保険及び賠償責任保険に加入しているこ

とを条件とします (参加決定連絡後、事前に写しを提出して頂きます。)。



(応募用紙②)

行政刷新会議 「事業仕分け第3弾」ボランテイア応募用紙②

【写真】

西 暦 月 学歴 ・職歴 ・賞罰 (各日」まとめて書く)

〃

名

刀

氏

性局」

生年月日

(満年 月 日生 歳)

現住所 一Ｔ

電話番号

メールアドレス PC 携帯



(応募用紙②)

○事業仕分け第 3弾 学生ボランティアヘの参加動機

○ボランテイア経験の有無

(経験のある方は具体的にご記入ください。)

【応募にあたつての留意事項】

◆応募用紙②はグル早プのメンバー全員分を作成して<だ さい9

◆応募の際は、グループの代表者の方が、応募用紙① (各グループで 1枚 )と 応募用

紙②をとりまとめ、応募先までご提出<だ さい。  ′

◆参加決定連絡後、事前に、参加にあたっての遵守事項に関する誓約書を提出していた

だきます。       |

◆参加経費 (交通費 (面接を行う場合の交通費も含む。)、滞在費、保険料等)について

は、1原則として各自で負担していただきます。ただし、/tiランティア参加日の自食は

支給します。

◆ボランティアヘの参加に際しては、災害傷害保険及び賠償責任保険に加入しているこ

とを条件とします (参加決定連絡後、事前に写しを提出して頂きます。)。    .



(別紙 1)

事業仕分け第 3弾 学生ボランティア参加に係る遵守事項

1。 ボ ランテイア期間中の遵守事項

(1)ボ ランティアに参加する学生 (以下 「参加学生」という。)は 、ボランテ

イア参力B期間申、業務の遂行を妨げないように行動するものとする。

(2)参 加学生が、ボランティア参加期間中に業務の適正:な遂行を妨げるよう

な行為その他不都含な行為を行つた場合、行政刷新会議事務局は、当該

参加学生のボランテイアヘの参加を打ち切ることができるものとする。

(3)ボ ランティア参加期間中は(こ れに専念するものとし、事業仕分け第3

1 弾 の進行に支障がないよう活動するものとする。        |

(4)参 加学生は、ボランティア参加期間中、行政刷新会議事務局担当職員の

指示 ・監督等に従わなければならない。

(5)参 加学生は、ボランティア期間中に知り得た秘密について、参加中及び

: 参 加終了後においても、部外者 (所属大学等を含む。)に 漏らしてはなら

ない6

(6)行 政刷新会議事務局は、上記 (2)に 該当する場合のほかt参 加学生が

遵守事項等に従わないときは、ボランテイアヘの参加を打ち切ることが

できるものとする。

2. ボ ランティア期間中の事故等

(1)参 加学生は、災害傷害保険及び賠償責任保険に加入していなければなら

ない。

(2)参 加学生が行政刷新会議事務局又は第三者に損害を与えた場合は、賠償

責任保険により補償する。            .

(3)ボ ランティア参加期間中の事故により参加学生が傷害を負つた場合は、

学生の加入する災害傷害保険により補償する。なお、学生は当該保険の

保険金の範囲内で行政刷新会議事務局に対する求償権を放棄する。

3. 経 費負担等   ‐

(1)行 政刷新会議事務局は、参加学生に対して、手当及び参加経費 (交通費

(面接を行う場合の交通費も含む。)、滞在費、保険料等)を支給しない。

(2)ボ ランティアヘの参加経費は、参加学生が負担するものとする:


